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この報告書は、（財）日本情報処理開発協会電子商取引推進センター
が競輪の補助金を受けて、電子商取引推進協議会（ECOM）の協力を
得て実施した事業の成果を取りまとめたものです。 



 
本報告書は、電子商取引推進協議会で平成 15 年度に設置された企業 IT 化ワーキング・グルー

プ（以後、WG と略記）で検討されたものをまとめたものである。 

 企業 IT 化 WG では、以下の問題意識の元、活動を行った。 

 ｢企業間電子商取引（B2B EC）は、ある程度普及したが、さらに効果を上げるためには、企業

内の複数の部門間の IT による連携が必要では｣ 

 このため、企業間電子商取引の実際の利用部門である調達部門の IT の利用を窓口として、調

達部門と関連する部門との IT による連携について、情報を得、まとめる事を目的とした。 

 この目的に沿って、事例を収集し、さらに企業間電子商取引に関連する e-マーケットプレイス

などのサービスや SCM の最新事例も収集し、新たな企業間電子商取引に関する話題も取り上げ

た。 

 本報告書では、上記の事例紹介で得た知識をまとめ、それを記載したものである。 

 一方、’98 年度から実施している企業間電子商取引の動向調査の結果も合わせて紹介し、わが

国の企業間電子商取引の最新の話題を提供するものと考えている。 

 

 本報告書をまとめるにあたり、企業 IT 化 WG でご講演頂いた企業の方々の深く感謝するもの

である。 

 

 平成１６年３月 
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 電子商取引推進センター 

 電子商取引推進協議会 
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1. 報告書の内容 

本書は、まずわが国及び欧米におけるB2B ECの動向を紹介する。 

この情報は、‘98 年度から実施している企業間電子商取引（B2B EC）の動向調査の結果から

得られたものである。この調査は、B2B ECの事例をインターネット、雑誌、新聞等の公開情報

から収集し、分析したものである。この調査は、さらに個別の企業のインタビューによる事例調

査もあるが、本書では前者のみ掲載している。 

一方、企業 IT化 WG の活動、この活動は主に当初に示した見解の元、対応する事例をお持ち

の企業の方々から事例研究会と称して、お話を伺ったものをまとめたものである。 

これは主に調達部門を基点として、当然ながら企業間の取り組み、さらに企業内の IT による

連携の状況に注目したものである。 

この結果は、開発購買、集中購買、Web-EDI、逆オークションとしてまとめた。 

さらに他部門を基点して、最終的に購買部門に波及する事例として、SCM と e 調達としてま

とめた。 

最後に、この研究会では、注目されるB2B ECを行う際の支援的なサービス、e-マーケットプ

レイス、流通支援、B2B EC構築支援などの紹介も頂いた。 

このような情報を元に、ECを支えるサービスとしてまとめたものである。 

 

ここで、事例研究会でお話を頂いた方々に感謝の意を表するものである。 

 

東芝ソリューション株式会社  東芝のe調達について 

松下電器産業株式会社   松下電器の資材調達の IT利用について 

シーエムネット株式会社    CMnet のサービスと利用例について 

株式会社リコー    リコーの業務革新活動とＩＴ利用について 

イオン株式会社    イオンの調達業務改革 

株式会社日立製作所  

｢ＴＷＸ－２１｣と「e-sourcing」のサービスと利用例について 

株式会社ウィークエンドホームズ社  

｢ウィークエンドホームズ｣のサービスと利用例について 

佐川急便株式会社      佐川急便の EC戦略 

株式会社モスフードサービス  情報共有によるSCM新戦略
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2. わが国のB2B ECの動向 

Web、雑誌など公開情報を元に網羅的な事例収集を行い、そこからB2B ECの普及状況や動向

の分析を実施した。本年度の調査では、昨年度の成果報告における分析方法を踏襲し、市場動向

分析、および技術分析に関する考察を加えることで、成果報告の品質向上をはかった。 

(1) 調査項目 

過去の調査を継続し、以下の調査項目を設定した。 

 

表 2.1 調査項目 

調査項目 内容 

業種（大分類） 事例実施企業・団体の所属業種（日本標準産業分類[大分類]） 

業種（中分類） 事例実施企業・団体の所属業種（日本標準産業分類[中分類]） 

実施企業・団体名 事例を中心的に実施している企業・団体名 

国名 事例を中心的に実施している企業・団体の所属国 

州・地域 州・地域など限定された範囲で事例が実施されている場合に記述 

URL 事例を中心的に実施している企業・団体、または事例について公開され

ているURL 

参加範囲 事例の相手先企業・団体の所属国 

相手先業種（大分類） 事例の相手先企業・団体の所属業種（日本標準産業分類[大分類]） 

相手先企業・団体名 事例の相手先企業・団体名 

事例タイトル 事例内容を簡潔に表したもの 

事例概要 掲載記事の要約 

背景 事例実施の社会的・内部的背景 

ねらい／効果 事例実施によって見込まれる効果や、事例を実施する際のねらい 

今後の展望 今後電子商取引をどう発展させていくか、対象業務範囲や業種範囲、時

期等の展望 

稼動開始時期 電子商取引稼動開始時期 

キーワード 関連用語から事例を検索可能にするためのキーワード 

適用業務分類 どの業務において電子商取引を実施しているか、適用業務をキーワード

に分類して記述 

システム構築メーカ 電子商取引システムを構築したメーカを記述 

使用するシステム標

準 

システムで使用している通信プロトコル、ビジネスプロトコル等につい

て記述 
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(2) 調査方法 

1) Web、新聞、雑誌等の企業間電子商取引関連記事の収集 

・ Webによる検索結果 

・ オンライン検索ツールを利用した検索結果 

Ø 日経テレコン 

Ø DIALOG 

Ø DATASTAR 

検索キーワードは、以下を設定した。 

 ｢ＥＣ｣ or ｢電子商取引｣ or ｢インターネットコマース｣ or ｢エレクトロニックコマース｣  

or ｢ＥＤＩ｣ or ｢ＣＡＬＳ｣ or ｢ＳＣＭ｣ or ｢ＳＣＰ｣ or ｢ＣＲＭ｣ or ｢顧客関係管理｣ or  

｢ＸＭＬ｣ or ｢ＡＳＰ｣ or ｢ＭＳＰ｣ or ｢Ｅビジネス｣ or ｢ネットビジネス｣ or ｢ＭＲＯ｣  

or ｢マーケットプレース｣ or ｢マーケットプレイス｣ or ｢電子データ交換｣ or  

｢サプライチェーン｣ or ｢Ｂ２Ｂ｣ or ｢ＢtoＢ｣ or ｢Ｅプロキュアメント｣ or ｢電子購買｣  

or ｢電子調達｣ or ｢Ｅソーシング｣ or ｢プライベートエクスチェンジ｣ or 

 ｢プライベートマーケットプレイス｣ or ｢ＣＰＦＲ｣ or ｢ＤＣＭ｣ or ｢ＳＲＭ｣ or  

｢デザインコラボレーション｣ or ｢ＣＰＣ｣ or ｢シェアドサービス｣ or 

 ｢シェアードサービス｣ or ｢コラボレーティブプロダクトコマース｣ or ｢エスクロー｣ or  

｢電子決済｣ or ｢ネット販売｣ or ｢ＶＡＮ｣ or ｢プロダクトライフサイクルマネジメント｣  

or ｢ＰＬＭ｣ or ｢設計情報｣  

 AND ｢導入｣ or ｢事例｣ or ｢成功｣ or ｢失敗｣ or ｢効果｣ or ｢企業間｣ or ｢活用｣ or ｢協業｣ or  

｢コラボ｣  

 

2) 収集結果の業種毎の分類 

・ 上記1)の収集結果を業種毎に分類して、業種大分類での網羅性をチェックした。 

・ 業種の分類は、日本産業標準分類（大分類および中分類）の 2002 年 3月改訂版にした

がった。ただし、業界マップ分析においては年次比較の必要から、2002年 3月以前の

日本産業標準分類にしたがっている。 

（大分類） 

農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信

業、運輸業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、飲食店・宿泊業、医療・福祉、

教育・学習支援業、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）、公務（他

に分類されないもの） 

 

3) 業界マップの追加および分析 

・ 上記１）および２）の作業を経て、業界マップの追加・更新を行った。 

・ 更新された業界マップについて、動向分析を行った。 
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・ 分析の内容は、これまでの調査項目（「実施企業毎の分類状況」、「適用業務毎の分類状

況」等）を踏襲した。 

 

  

2.1 全体の動向 
 

(1) 総事例数推移 

図 2-1に 1997年度からの各年度の国内事例数を示す。2003年度の事例件数は、今回調査で収

集された事例のうち 2003 年 4 月～2004 年 1 月の期間の分である。したがって、2003 年度通年

の事例数は下記件数よりも増えることが見込まれる。なお、今回調査で抽出された国内事例は総

計 262件（2003年2月～2004年 1月）となっている。 
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図 2.1 業界マップ事例掲載件数 

 

国内の事例数は 2000 年度にピークを迎えた後、ほぼ一定の数値で推移しつつあるものと思わ

れ、1999年度及び2002年度以降の事例数は250件強となっている。事例数に関しては前年と同

様、必ずしも新規に導入された事例だけではなく、導入計画や機能拡充、成果の発表等も含まれ

ている。B2B ECは既に安定した普及の段階に移行しており、今後もさらに国内での浸透度が高

まるものと考えられる。 

 

(2) 業界別事例数推移 

2003年度の事例に関し、実施企業の所属業種（大分類）別に見た分布を図2-2に、また、事例

実施企業の年度別に見た所属業種（大分類）の分布を図 2-3 に示す。なお、一事例を複数企業で



 5 

実施している場合があるため、分類はのべ数で行っている。 
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図 2.2 事例実施企業業種（大分類）毎の事例数
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図 2.3 事例実施企業業種（大分類）の動向 

 

調査時点における 2003 年度分の事例数は「製造業」が最も多く、続いて「卸売・小売業・飲
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食店」「サービス業」の順となっており、それらの事例総数が全体の 8 割を占めている。各々の

事例数全体に対する比率は「製造業」42%、「卸売・小売業・飲食店」27%、「サービス業」14%

となっている。 

年次比較をしてみると、上位3区分の順位に変化はないが「卸売・小売業・飲食店」の事例数

が 2002 年度に比べ2003 年度の方が増加しており、また「サービス業」では 2002年度が過去最

多の事例数となっていることに加え、2003年度もそれに迫る動きを示している。これには、製造

業が中心となっていたサプライチェーン改善への取組みが、ここにきて卸売・小売業さらにはサ

ービス業にも浸透してきたことが背景にある。そして、これまでは事例が殆ど無かった第一次産

業についても、本年度は「農業」「林業」「鉱業」の 3 分野で僅かながら事例が発生しており、B2B 

EC の活用が各業種において幅広く浸透してきていることが伺える。 

 

「製造業」と「卸売・小売業・飲食店」について、さらに中分類の業種別に見た分布を図2.4、

図 2.5に示す。 
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図 2.4 事例実施企業業種（製造業／中分類）毎の事例数 
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図 2.5 事例実施企業業種（卸売・小売業・飲食店／中分類）毎の事例数 

 

「製造業」については、調査時点における 2003年度分の事例数は化学工業で16と最多となっ

ており（前年度同時期の事例数 12）、電気機械器具製造業（前年度同時期の事例数 20）との順位

が逆転している。また、食料品製造業、輸送用機械器具製造業でも 10 以上の事例が見られ、前

年度同時期に比べほぼ倍に迫る事例数の伸びを示している。化学工業の増加についてはWeb-EDI

の導入が伸びていることが背景にある等、全般的に B2B ECへの取組みが多種多様な業種へと浸

透してきたことが伺える。 

「卸売・小売業・飲食店」については、前年度に引き続き 2003 年度も各種商品小売業の事例

数が 22 と最多であり（前年度同時期の事例数 23）、その構成比率は 40%となっている。卸売・

小売業双方において幅広い中分類の業種で事例の増加があり、飲食店も含め全体として事例件数

は前年同時期の 36 件から 55 件へと増加し、業種も前年同時期の７業種から 11 業種へ拡大して

いる。各種商品小売業では国際調達の事例が、各種商品卸売業では物流関係の事例が多く、これ

らが全体数に反映された結果となっている。 
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(3) 業務別事例数推移 

B2B EC の実施事例の適用業務に関し、調査時点における 2003 年度分の分類を図 2.6 に、経

年変化の分布を図 2.7 に示す。一つの事例の適用業務が複数業務に渡っている場合があるため、

分類はのべ数で行っている。 
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図 2.6 業務毎の分類状況
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図 2.7 適用業務の動向 
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業務毎の分布を見ると、2003 年度も調査時点において88と購買が最も多く（前年度同時期69）、

事例数全体の 24%を占めている。次いで販売、在庫管理、生産管理が全体比率で各々12%～15%

と第 2層を形成している。これら4 業務が上位グループを形成しているのは前年度と同様である。

購買の事例数が多い背景には、小売業における電子調達の促進と製造業における調達分野の拡大

がある。 

2002年度全体に比較すると、物流管理、会計管理、人事・給与管理、設計管理、等の分野では、

2003年度における調査時点での事例数が既に上回っている。最近の兆候として、グループ企業に

対する IT 化が促進されており、そのことが物流管理、会計管理、人事・給与管理の事例数に反

映されている。 
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(4) キーワード別事例数推移 

各実施事例を特徴付けるキーワードについて、2003 年度の分布を図2.8に、経年別に見た分布

を図 2.9 に示す。一つの事例に複数のキーワードを対応付けている場合があるため、分類はのべ

数で行っている。ここでは、事例のシステム構成や採用技術の変遷を概観する目的で、過去の B2B 

EC 動向調査で用いたキーワードを利用している。 
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図 2.8 キーワードの分布 
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図 2.9 キーワードの動向（発表年度別） 
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2003年度における事例件数の上位は、EDI、インターネット、SCMの 3つで占められており、

EDI 25%、インターネット 23%、SCM 21%、総計で全体の69%となっている。また、今回調査

時点において、既に ERP で 26、XML で 9 の事例が見られる。EDI ではインターネットベース

への移行事例が、SCM では海外も含めたグローバル調達の加速化が大いに反映された結果とな

っている。 

経年別に見ると、2000 年度に事例数が突出して高かったインターネット、Web の数値が減少

傾向にある一方で、XML、ERPの事例数は 2003年度において過去最高水準に到達しつつある。

また需要予測、EDIについても 2002年度の数値を上回る勢いを示している。但し e-マーケット

プレイスについてはさらなる減少傾向が見られる。 

XML については金融業界における活用、ERP については製造業における導入促進が功を奏し、

また需要予測では精度の向上、EDIについては中小企業での導入の拡大が起因し事例数が増加し

ているものと考えられる。なお、開発コラボレーションについては、CADや CALS の事例数か

ら判断すると、大きな前進には至っていないものと考えられる。 
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図 2.10 キーワードの分布（2002年度に新キーワードを追加） 

 

なお、2003年度のキーワードとして、ASP、トレーサビリティ、CRM、EAI、PDM、シェア

ードサービス、クリアリングバンクサービスを新たに補足しており、その中では ASPで 12、ト

レーサビリティで 9の事例が見られる。特に、農業分野では、食品トレーサビリティ・システム

の普及活動に呼応した ASPサービスの導入事例が出現している。これには、IC タグ導入の進展

も起因している。 

EAI (Enterprise Application Integration)とは異なった種類のシステム間でデータを連携させ

るソフトウェアツールのことで、PDM (Product Data Management)とは設計・開発業務に関連

する設計図や部品表等のデータを一元的に管理するシステムを示し、両者とも数件程度の事例が

報告されている。シェアードサービスとクリアリングバンクサービスでは、企業における間接業

務の標準化と集約化の流れに伴う導入事例が散見される。 

 

平成15年度の新キーワード 
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2.2 業界別の動向 
 本節では、前出2.1 の図2-2 で示した業界別の事例の動向を紹介する。 

 

(1) 農業 

 農業の分野では、過去から事例が非常に少なく、今回の事例は。農業生産者、卸・小売をまた

がったバーコードによるトレーサビリティの例である。今回の事例の場合は、主体者として、農

業生産者が入っているため、この分野の事例になったが、農家を対象とする第 3者による事例は、

以前から存在し、｢顔の見える野菜｣等は、この例である。 

 

(2) 林業 

 この分野も農業と同様に事例の少ない。今回の事例は、林業会社が関連する工事業者との受発

注の電子化の事例である。 

 

(3) 鉱業 

 この分野も上記 2業種と同様の状況である。この事例は、ある企業が、グループ企業を巻き込

み、経理、人事などの共通基盤を処理するためにシェアードサービスセンターを設立した事例で

ある。 

 

(4) 建設業 

 この業界は、業界標準である CI-NET の準拠した EDI システムの導入とその基準をサポート

したASPの存在により、ゼネコンを中心に中小企業まで普及が促進されている。一方、そのASP

の電子契約サービスを利用して、印紙代の削減効果も大きい。 

 

 設備工事業においては、上記の電子契約サービスの利用の事例と経営情報システムの構築によ

り、商談発生、受注管理から代金回収に至るこの会社のビジネスプロセスをカバーするシステム

の構築例があった。 

 

 一方、総合工事業の事例では、前出CI-NETに準拠したインターネット EDI の全業種に対す

る取引の事例やEC 取引を前提とした原価管理システムの導入や業務プロセス改善などの事例が 

あった。 

 この業種の特徴は、インターネットを利用した ECへの移行が早いと言う特徴がある。 

 

(5) 製造業 

 製造業においては、出現した事例 86 件を特徴付けるキーワードが以下のようになっている。 

 SCM 56件、ERP 25件、EDI 22件、需要予測 12 件、インターネット 13 件などである。 

これを見るとやはり製造業においては、SCMが近年のトピックで有り続けている。 
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SCMは、工作機械会社、一般機械、精密機械、化粧品、化学（ガス）、製薬、香料、オフィス

用品、金属、コンピュータ、電気機械、菓子、食品、飲料、石油、鉄、電池、電子部品、電線、

自動車、バイクなど多様な展開が成されている。この中では、食品、電気機械で多くSCM の事

例を見つける事が出来る。特に飲料、食品は、2000 年、2001 年にも多くの SCM事例の掲載が

あったが、これが実際に活用されたことが紹介されているものもある。また、広がりも見せてい

る。電気機械では、家電を中心として、SCM の導入が進んでいる。この分野の特徴としては、

世界の拠点をカバーするものがあることであり、世界のマーケットを視野に入れた需要予測、在

庫管理が行われている。 

 

 一方、SCMの次の多いERPは、グループ企業を巻き込んだインフラストラクチャーとしての

役割での導入である。利用目的は、物流管理、顧客管理、調達管理、生産管理、販売管理、会計

管理など様々用途で導入されている。 

 

 基本的にこの製造業では、B2B ECの事例は多いのであるが、B2B ECの対象となる相手先が、

グループ企業、協力会社などが6割を占め、従来からの系列を印象付ける事例が多い。 

 また、中小企業による事例も少ないのも製造業の特徴である。 

 

(6) 電気・ガス・熱供給・水道業 

 この分野での事例は、大手ガス会社と電力会社によるものである。ガス会社は、建設業のとこ

ろで出て来た電子契約の導入であり、利用しているサービスも建設業と同じものである。 

その他電力会社の事例では、自由化に伴う競争激化を反映して、e-マーケットプレイスの活用に

よるコスト削減についてのもの、SCM の導入による取引先との協調によるコスト削減、競争入

札システムの導入などがある。一方で ERPの導入によるグループ会社を巻き込んだ総務、労務、

経理、資材業務などのシェアードサービス化の事例があった。 

 

(7) 運輸業・通信業 

運輸業では、物流管理業務に導入している事例が多く見られる。 

 

JR 貨物では ICタグを利用したコンテナの輸送状況を一元管理し、依頼主がインターネットで

コンテナの所在位置を確認できるサービスを提供している。ICタグを利用することにより、伝票

起票の手間や貨車に積込み際の伝票読取などの作業が削減でき、コスト削減効果も見込まれる。 

その他に物流業者による３PLビジネス事例もあった。 

倉庫業者がインターネットを利用してリアルタイムに在庫・入出庫情報を荷主企業へ提供する

事例や物流業者による海上輸送中の部品数量や輸送状況をメーカへ提供する事例などが挙げられ

る。 

販売管理業務として航空運輸業者によるインターネットを利用した航空券販売事例やバイク
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便業者のインターネット受注事例も見られた。 

その他業務として IC カードに乗車券と沿線の百貨店などのポイント機能を集約し、グループ

企業の活性化に取組んでいる事例も見られた。 

 

情報通信業では購買管理業務、販売管理業務への導入が多く見られる。 

 VAN業者によるウェブ EDI サービス、放送事業者の通販向け販売システム導入、飲食店向け

コンサルティング事業者によるマーケットプレイス設立などが挙げられる。 

マーケットプレイス間の情報連携（情報共有）により活性化を図る事例や、官民のマーケット

プレイスがコラボレーションした事例もみられた。 

 

(8) 卸売・小売業・飲食店 

卸売・小売業・飲食店では、購買業務、在庫管理業務に導入している事例が多く見られる。 

小売業の事例が一番多く７割以上を占めている。卸売業が２割以上、飲食店は数件しか見られな

い。 

卸売業では、物流管理業務、購買管理業務、在庫管理業務に導入している事例が多く見られる。 

1) 各種商品卸業 

・商社では取引先への原材料発注に導入されている場合が多く、購買業務の実施が多く見られ

る。昨年度の調査では販売管理の事例が見られたが今年度は見られなかった。 

・僅かではあるが、商社による貨物位置情報システムの導入や、商社が取組んでいる IC タグ

を利用した真贋判定、在庫管理、物流作業の合理化などの事例が見られる。 

・また、時代を反映してか、海外（中国）企業や海外（中国）物流センターとの SCM 構築事

例も見られた。 

 

2) 飲食料品卸売業 

・グループ企業間で生産管理業務、物流管理業務、在庫管理業務を対象としたSCM 導入事例

がある。      

 

3) 建設材料、鉱物・金属材料等卸売 

・金属材料卸売業では、加工業者(取引先）からの受注業務に導入がみられ、販売業務を実施し

ている。 

・住宅建材卸売業による中小建材店とメーカとのEDI（受発注仲介）サービス事例も見受けら

れた。 

 

 4)その他卸売業 

 ・医薬品卸売業において需要予測による配送効率向上の取り組みや、ERP導入計画などが挙げ

られる。 
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小売業においては、購買管理業務、在庫管理業務、販売管理業務の事例が多く見られる。 

1) その他小売業 

 ・取引先との受発注業務に導入している。購買業務、販売業務の事例が見られる。 

2) 飲食料品小売業 

 ・取引先との発注業務、需要予測、欠品防止に導入おり、購買業務、在庫管理業務の事例が見

られる。 

3) 家具・什器・機械器具小売業 

 ・仕入先への発注業務に導入されており、購買業務として実施されている。 

その他の事例として、注文情報共有による配送効率向上、顧客情報管理に導入されている。 

4) 各種商品小売業 

・大手スーパーや百貨店などでは、商品調達業務、適正在庫確保（欠品、過剰在庫の回避）を

目的として導入されている場合が多く、購買業務、在庫管理業務に導入されている事例が多

く見られる。また、僅かではあるが、トレーサビリティシステムの構築計画があげられてい

る。また、国際電子取引市場の利用が拡大している。 

5) 織物・衣服・身の回り小売業 

・僅かではあるが、IC タグによる在庫管理（検品、棚卸業務）の効率化及び、販売員の販売時

間向上を目的として導入された事例や、CRMの導入事例が見られる。 

 

飲食店では購買管理業務、在庫管理業務に事例が見られる。 

・仕入先向けに情報公開（販売、在庫、出荷）を行い、過剰在庫や欠品を減少させる取組みや、

商品の電子受発注システムの構築事例が挙げられる。 

 

(9) 金融・保険業 

金融・保険業では昨年度と同様、その他業務へ導入している事例が多く見られる。 

その他業務としては顧客への各種情報提供、営業支援システムなどが挙げられる。 

その他業務以外には会計管理業務、販売管理業務に導入事例が見られる。 

会計管理業務としては電子手形サービス提供、国債債権代行サービス提供などが挙げられる。 

 販売管理業務では顧客情報（取引履歴、営業情報など）を一元管理し、営業効率の向上を図る

目的でCRMが導入されている。 

 

(10) サービス業 

サービス業では購買管理業務、販売管理業務への導入が多く見られる。昨年度は在庫管理業務、

設計管理業務、物流管理業務への導入が見られたが、今年度は見受けられない。 

 導入事例としては、フードサービス事業者の EDIによる受発注をはじめとし、取引先とのEDI

システム導入事例が数多く見られる。 

その他に宿泊予約サイト開設が挙げられる。 
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購買管理業務、販売管理業務以外では、その他業務として著作権申請の電子化、米のトレーサ

ビリティシステムなどが挙げられる。 

 

複合サービス事業ではその他業務への導入が多く見られる。 

 その他業務としては、トレーサビリティシステムの導入事例が数多く見られる。 

 

その他業務以外では販売管理業務への導入が見られる。 

 販売管理業務には、インターネットEDI の実施が挙げられる。 

 

また、協同組合による製造業向けマーケットプレイス設立なども見られる。 
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2.3 欧米の B2B EC の動向 
 

(1) 調査対象 

2003 年度の業界マップ調査では、調査対象地域を、B2B EC の先進地域である北米（米国・

カナダ）と欧州地域に絞って調査を実施した。これらの地域ごとに報道資料や企業プレスリリー

スなどの一般公開情報を調査し、B2B EC事例を収集している。調査対象期間については、グロ

ーバル・データベースや文献の検索により、2003 年2 月 1日から2004 年 1月31日までに公開

された事例を対象としている。 

業界マップに取入れる B2B EC活用事例は、原則的に民間企業が主体となった事例を対象とし

た。また、B2B EC活動と併せてB2C EC活動が確認された事例についても、B2B EC事例とし

て業界マップ事例の対象とした。 

 

(2) 調査項目 

調査項目については、基本としてわが国のものを基本としているが、若干の追加がある。の過

年度調査から継続して以下の20項目を採用している。 
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表 2.2 欧米調査項目 

 調査項目 内容 

1 業種（大分類） 
事例企業の所属業種。 

日本標準産業分類(*)の大分類に近い業種を選択。 

2 業種（中分類） 
事例企業の所属業種。 

日本標準産業分類の中分類に近い業種を選択。 

3 企業名 B2B ECを導入している企業。 

4 国名 
事例の所属国。 

事例が企業グループの事業部門の場合は、その本社の所属国。 

5 州・地域 B2B EC活動が行なわれている地域。 

6 URL B2B ECを導入している企業の URL。 

7 参加範囲 B2B ECの活動範囲。 

8 相手先業種 
B2B ECの相手企業の所属業種。 

ここでは、必ずしも日本標準産業分類には則していない。 

9 相手先企業、団体名 B2B ECの相手企業名や、その他判る範囲。 

10 事例タイトル 事例の内容を表したもの。 

11 事例概要 事例の概要 

12 背景 B2B EC導入に至る背景、理由。 

13 ねらい・効果 B2B EC導入による具体的な効果など。 

14 今後の展望 B2B ECの今後の発展に向けた将来戦略など。 

15 稼動開始 B2B ECの導入時期。 

16 キーワード インターネットなどで検索する最に利用するキーワード。 

17 適用業務分類 B2B ECが適用されている業務 

18 システム構築メーカ B2B EC導入ベンダー 

19 使用する標準 システムで使用している通信プロトコルなどの標準規格 

20 出所日 記事の出所日 

(*) 日本産業分類は平成 14 年 3 月改訂版を使用。 

 

(3) 検索キーワード 

以下は、2003年度業界マップ事例収集に使用した、検索キーワードである。ここでは、B2B EC

を活用する企業やその活動内容に関する文献の検索が目的としているため、キーワードの枠を可

能な限り拡大した。 

 

(4) 検索キーワード 

｢B2B｣、｢business to business｣、｢B2B EC｣、｢B2B commerce｣、｢e-commerce｣、｢electric 
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commerce｣、｢e-business｣、｢e-marketplace ｣、｢online marketplace｣、｢marketplace｣、 

｢e-market｣、｢e-auction｣、｢online auction｣、｢e-billing｣、｢online billing｣、｢online payments｣、 

｢eBills｣、 ｢electronic invoice｣、 ｢online catalogue｣、 ｢e-catalogue｣、 ｢SCM｣、 ｢Supply Chain｣、

｢supply chain management｣、｢e-sales｣、｢online sales｣、｢e-selling｣、｢EDI｣、 ｢Electronic Data 

Exchange｣、 ｢XML｣、 ｢Web Services｣、 ｢ERP｣、 ｢JAVA｣、 ｢BPR｣、 ｢IT usage｣、 ｢internet 

commerce｣、 ｢CALS｣、｢CRM｣、｢Customer Relationship Management｣、 ｢PLM｣、 ｢Product 

Life Cycle Management｣、 ｢PLCS｣、｢Product Life Cycle Systems｣、｢private exchange｣、

｢ private marketplace ｣、  ｢ CPFR｣、  ｢Collaborative Planning ｣、 ｢ Forecasting and 

Replenishment｣、｢design collaboration｣、｢collaborative product commerce｣、｢CAD｣ 

 
(5) 総事例数 

2003年度のB2B EC業界マップ事例収集調査の結果、北米・欧州地域における総事例数は165

件であった。 

このうち、米国及びカナダ企業を対象にした北米事例は93件であった。昨年度調査でみると、

米国における B2B EC事例数は 132件であり、39件の減少となった。また、欧州事例は72件で

あり、昨年度調査の113 件から 41 件の減少となった。 
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図 2.11 欧米総事例件数 
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(6) 国別事例数 

業界マップを構成する事例を国別で見ると、北米地域では 93件中90件が米国企業による B2B 

EC 活用事例であり、カナダ企業の B2B EC 活用事例は 3 件に留まった。尚、これらカナダの

B2B EC活用企業の全てが製造業であることが特筆される1。 

以下図は、欧州における国別の事例数を、2002 年度調査と比較して表したものである。2002

年度の調査では、113事例が 16 カ国にまたがり、最も事例企業の多かった国は、英国（40件）、

ドイツ（20件）、オランダ（8件）に集中していた。一方で、2003年度の調査では、72事例が

18カ国で確認され、また事例数も各国に分散化されていることが判る。前年度調査ではB2B EC

事例が確認されなかった国では、デンマークが6 件、ノルウェーが2 件、チェコが 1件、及びト

ルコで 1件の事例が確認された。 
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図 2.12 欧州国別事例数推移 

 

(7) 業種別事例件数 

以下図は、2003年度調査の B2B EC事例を、確認された全 13業種別に分布した図である。 

業界マップを構成する事例件数は、北米及び欧州共に製造業が全 76 件と最も多く、地域別に

みると北米で 44件、欧州で32件の事例が確認された。 

                                                 
1 カナダの B2B EC 事例 3 社は、パルプ・紙・紙加工製品製造のCCL Custom Manufacturing社、非鉄
金属製造業のAlcan 社、輸送用機械器具製造業のPratt & Whitney Canada 社。 
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続いて、卸売・小売業が全33件確認された。地域別にみると、北米事例が20件なのに対し欧

州事例が13件であり、北米の事例数を若干上回っている。 

また、製造業、卸売・小売業に続いて、情報通信業が健闘しており、全 20 件の事例数が確認

された。地域別では、北米及び欧州共に、事例数は10件であった。 
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図 2.13 業種別（大分類）事例数 

 

(8) B2B EC活動が最も多く確認された業種の内訳 

2003年度調査対象事例でB2B EC活動が最も多く確認された製造業、卸売・小売業、及び情

報通信業にて、それぞれの業種における中分類を分布した。 

 

1) 北米地域 

北米地域の製造業では、自動車の部品メーカーを含む輸送用機械器具製造業が最も多く、続い

て化学工業、金属製品製造業、一般機械器具製造業となった。卸売・小売業では、百貨店やスー

パーマーケットを含む各種商品小売業が7 件確認され、突出していることが判る。情報通信業も

同様に、情報サービス業でのB2B EC活動が5 件と、圧倒的に多い。 
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北米事例　内訳
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図 2.14 北米事例にみる製造業/卸売・小売業/情報通信業の内訳 
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2) 欧州地域 

以下、図は、欧州地域にみる製造業、卸売・小売業、及び情報通信業の中分類での内訳である。

製造業では、北米と同様に、自動車メーカーや関連部品メーカーを含む輸送用機械器具製造業が

最も多く、10件が確認されている。続いて、食料品製造業の事例が 7件ある点が北米との違いで

ある。 

卸売・小売業では、北米地域と同様に、百貨店やスーパーマーケットを含む各種小売業の事例

が 4件確認された。一方で、情報通信業では通信業が4件と最も多く、インターネット付随サー

ビス業が 1件に留まっている。 
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図 2.11 欧州事例にみる製造業/卸売・小売業/情報通信業の内訳 
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(9) 適用業務別事例数 

2003 年度の業界マップ構成事例の特長として、B2B EC の適用業務が多岐に渡っていること

である。 

以下は、B2B EC適用業務を、主な業務である販売、購買、会計、物流などに業務を分類して、

北米及び欧州ごとに事例数を集計した図である。従って、総数は事例件数とは合致しないことに

留意したい。 

また、本年度調査の特徴の一つに、販売や購買業務における B2B ECの活用が目立つ中で、「サ

プライチェーン全般に利用している」とする企業が多く見られたことがある。このことから、本

報告書では、B2B EC適用業務内容に新たに「SCM」を分類として加えることとした。結果、SCM

全般にB2B ECを活用している事例件数は、北米で 21件、欧州で22件にのぼった。 
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図 2.12 主な業務別事例数 
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(10) キーワード別事例数 

以下は、2003 年度業界マップの作成に当たり、B2B EC 活用事例の検索に使用した主なキー

ワードの分布図である。 

2002年度調査で最も多くの記事を得たキーワードが「SCM（41件）」「CRM（25件）」で

あったのに対し、本年度は「B2B EC」「e-commerce」「e-business」「e-procurement」 / e-sourcing」

「e-marketplace」「e-auction」であった。 
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図 2.13 キーワードの分布 

北米では、「B2B EC」と「e-commerce」でそれぞれ 29 件、「e-business」で20件のの事例

を抽出している。これは、米国やカナダの企業における B2B ECの適用業務内容が多岐に渡り、

また複数の B2B EC活動を行なっている企業が増加したことが背景にあると考えられる。すなわ

ち、一般報道記事などでは、個別の B2B EC適用業務内容を取上げるのではなく、個々の企業に

みるB2B EC活動全般を取り上げる傾向が見られる。 

また、欧州でも同様に、昨年度調査で多く確認された「インターネット」や「EDI」とは異な

り、「B2B EC」が27件、「e-business」が 19 件と、「e-commerce」と「e-procurement」が

それぞれ17件であり、北米のキーワードとほぼ同様のものであった。一方で、「e-marketplace」
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で 16 件の事例を抽出している点が北米とことなっており、欧州地域では e-マーケットプレイス

が活発に利用されていることを示唆している。 
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3. e調達と関連する部門との連携 

調達部門における B2B EC の利用実態とより効率的な調達業務を支える他部門との連携実態

の把握のために、製造業（主に電機業界）、小売業を中心としてお話を頂いた。 

この結果、調達部門の方々から以下の課題が挙げられた。 

製造業の方々からは、以下が指摘されている。 

 調達・経理業務の合理化、ペーパーレス化 

分社化によるバーゲニング・パワーの低下 

 商品価格の下落 

商品の短寿命化、多頻度化発注への対応 

グローバル調達の展開 

パートナーシップの構築 

取引情報の DB化と資材戦略への活用 

地球環境保護 

 

一方、小売業の方から以下が指摘されている。 

国内商習慣・慣行帳合制リベート 

国内競合をベースとした横並び意識 

グローバルリテイラーの生き残り競争 

 

このような課題の羅列でも、調達部門、さらにはわが国の企業が抱えている課題の多さが実感

できる。しかし、上記の2業界での共通課題を失礼ながら簡単にまとめると以下のように集約で

きるのではないかと考えることができる。 

 海外展開（小売業では、国際化） 

 調達業務の効率化 

 調達額の削減 

上記に加え、サプライヤとのパートナーシップをどのように整理し、再構築するかも共通の課

題と言っても良いかもしれないが、この課題に対する直接的な IT による解決は、今のところ明

示されていない。 

 

上記以外では、地球環境保護がある。これは、グリーン調達と呼ばれ、再生紙などの企業内で

消費するエコ商品の調達と製品として市場に出す場合の調達に分けることができる。この報告書

では、後者の調達に簡単に触れることとする。 

 

これらの点を踏まえ、その共通課題の解決策としての e調達を考えてみると、それらは、現状

では以下の 4点に集約できるのではないかと考えられる。 



 29 

  開発購買 

  集中購買 

  Web-EDI（インターネット EDI） 

  逆オークション 

 上記の項目は、購買部門が基点となり、その課題解決に向けたものである。一方で、販売、生

産部門などの調達部門以外からの要請としての SCM を構成する一機能としての e 調達もある。

これは、上記を述べた後で、まとめることとする。 

 

以下には、上記の 4項目の現状とSCMとの関係における e調達の説明を試みるものである。 
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3.1 e調達の現状 
 従来、わが国大企業では、調達部門とサプライヤとの間は、専用線、VANを用いた EDI が主

流であり、かなりの取引がこの方法を用いて行われて来た。この専用線、VANを用いた EDI に

代わりインターネット技術を用いたXML/EDIが、オープン・インターネットやIP-VPN（イン

ターネット・プロトコルを用いた専用線網）等の企業間の基盤を元に普及してきている。さらに

その企業間の基盤とイントラネット等の企業内や企業グループ間のコミュニケーションの基盤環

境の整備に伴い、調達部門においても色々な機能を盛り込むことができるようになって来ている。 

 一方、ビジネス・マッチングなどの商取引機会の場の提供、決済、商品の流通支援機能や MRO

などの一部調達品の調達業務のアウトソーシングなどのサービスがe-マーケットプレイスとして

発生し、調達業務を支援するサービスが多様な展開を見せている。このような e-マーケットプレ

イスは、その対象とする業務のノウハウを蓄え、特定の企業間をまたがる取引の一部を代行する

ものまで出現している。 

 このように調達部門にとっても多種多様な手段が、目の前に現れたことになり、このようなサ

ービスを如何に利用するかも調達部門の課題となってきているのではないかと想像できる。 

 

 以下の図は、調達部門を中心とした上記の基盤を用いた展開を示したものである。 

 下図には、出て来ていないが、専用線、VAN を用いた EDI も未だ健在であり、大きな調達の

手段として機能している企業は多くある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 調達部門を中心としたe 調達の概要 
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3.2 e調達のトピックス 
 3章の当初で示したように、この節においては、「開発購買」、「集中購買」、「Web-EDI」、「逆オ

ークション」、「SCMと e調達」についての現状について説明を行う。 

 

3.2.1 開発購買 

 製造業の中でも特に電機・電子機器業界では、デフレ環境、低価格製品を供給する海外メーカ

の進出で、厳しい価格競争状態に置かれており、簡単に利益を挙げられなくなってきている。 

 さらに、生産が開始された製品のコストを品質を保持しながら下げていくのは容易では無い上、

ライフサイクルが短い製品には対応が難しい。 

 

 さらに製造業においては、生産販売プロセス（営業・販売、生産計画、資材手配、生産、物流）

においては、各部門を「在庫圧縮」、「納期短縮」などの効果を目的として、サプライチェーン・

マネージメント（SCM）が広く導入され、それが徐々に効果を上げている。一方、製品開発プロ

セス（商品企画、開発、設計、試作・試験、生産準備）においては、他部門との連携はある程度

限られた範囲に留まっており、この製品開発プロセスの効率化が課題となってきている。 

 

 このような背景の下、製品開発プロセスの初期段階からどのサプライヤから、どの部品をいく

らで購入するか、さらにできるだけ製品横断的な標準的なスペックの部品の採用を購買部門と設

計・開発部門が協力、連携して品質とコストの両面から検討する取組みが開発購買である。 

 

なぜ、開発購買が必要かは以下の理由による。 

製造、運用／保守の段階になると、構成部品の変更が容易では無くなる上に、品質を保持しな

がら安価な代替品を探す自由度も少なくなる為である。 

特にライフサイクルの短い携帯電話やパソコンなどは製品開発の初期段階でいかにコストを

抑えるかが重要である。  

さらに下図に示すように全ライフサイクルコスト要因の８０％が開発設計段階で決まると言

われていることもこの開発購買を重要視する要因となっている。 
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図 3.2 製品のライフサイクルにおけるコスト 

（出所：W.J.Fabrycky and B.S.Blanchard,  Life-Cycle Cost and Economic Analysis） 

 
 
開発購買のメリットは、以下である。 

・設計部門／調達部門は仕様の確定しない段階から複数のサプライヤから見積もりを入手しなが

らコストを検討できる。 

・設計を進めながら見積入手、評価を繰り返し、コストと品質を確保できる。 

・サプライヤへの見積依頼もネット上で行えるため素早く、複数のサプライヤに依頼できる。 

 

 上記のサプライヤへの見積依頼に関しては、公開入札と指名入札の入札制の単独、若しくは併

用に行われる。公開入札は、新規サプライヤの発掘のために用いられ、サプライヤにとっては新

規参入機会となっている。この新規サプライヤの発掘については、各企業のインターネット上で

の調達項目の公開を基本として、その公開情報への応札希望情報を元に審査を行う。一方で、 

e-マーケットプレイスを用いて、行うこともあり、e-マーケットプレイスのビジネス・マッチン

グ機能が利活用されている。ただ、この場合、試作と量産の場合のサプライヤの採用は、サプラ

イヤの供給能力により当然分けられ、量産の場合の審査は別になる。 
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図 3.3 開発購買における商談情報の流れ 

 

 このように、開発購買は、製品開発プロセスの各部門、取分け開発部門と調達部門の連携を設

計、部品、サプライヤ情報を元に行うことを示している。 

このことは、設計部門に対し、調達部門の推奨部品の利用を促進し、開発部門は、どのサプラ

イヤが必要とする汎用品（標準品）をもっているか見つける手段として利用することになる。 

一方、調達部門は、サプライヤ情報として技術力、生産能力、納品実績、品質情報などがデー

タベースに登録し、設計部門が参照する。 

今後の展開としては、調達部門は、地球環境保護を目的としたグリーン調達のために、部品情

報やサプライヤ情報に関連した情報を掲載するか、開発部門が利用できる部品を環境基準を満た

すものに限定するなどの企業が提供する製品の保証を確保するようになるであろう。 

 

 このように開発購買を導入するためには調達部門、設計部門、製造部門の役割／意識を変える

必要がある。 

 次ページに設計・製造部門と調達部門の開発購買の役割をまとめるが、調達部門に対し、多く

の負荷が掛かる事がわかる。 

サ
プ
ラ
イ
ヤ

設計検討

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

サプライヤ情報

部品情報

設計情報

サプライヤ情報

部品情報

設計情報

設計検討

見積依頼

評価

見積依頼

評価

評価通知

設計 調達

製造
品質情報



 34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4設計・製造部門と調達部門の開発購買の新たな役割 

 

 この開発購買は、小売業でも成立する概念である。具体的には大手スーパーマーケットにおけ

るプライベート・ブランドの開発をメーカと行うなどの際に利用できる。実際には既に行われて

いて、開発購買とは呼ばないかもしれない。この場合は、小売業が調達側となり、設計／製造は、

メーカ側となり、企業間を跨ったコラボレーションとなる。 

 

最後にこの開発購買の効果については、開発購買の実現自体がかなりの時間を必要とすると考

えられ、まだ情報を得られていない。 
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3.2.2 集中購買 

 集中購買は、大量発注による調達額の低下を狙ったものである。 

 e-マーケットプレイスの 2000 年の出現当初は、このモデルを持つものが多数存在したが、現

在生き残っているものは、MRO（総務調達品）と小売業を対象としたものが主なものである。

鉄等の原材料、部品等の e-マーケットプレイスは、複数の企業からの注文が揃わず、さらに在庫

もしていなかったため、機能せずにサービスを停止したものもある。一方で需要予測を元に在庫

管理をし、集中購買のごとく大量発注を行い、低価格を実現した e-マーケットプレイスは、未だ

に健在である。 

 

 本WGでの活動の結果、このモデルが、利用されている製品は限られているが、企業内、若し

くはグループ企業内で有効活用されていることが分かった。これはある意味でコーポレート・ガ

バナンスが発揮されたからであろうと想像される。現在集中購買が、有効活用されているものは、

MRO が中心である。当然、この MRO の集中購買を支える e-マーケットプレイスなどの中間的

なサービスも健在である。 

 

 特に製造業で集中購買の活用が多いものは、やはりMROが中心である。具体的には事務用品

やトイレットペーパーなどの企業内で消費する物品があり、地方に分散している工場や支社など 

から注文を取りまとめ、一括発注を行う。一例として、前出のトイレットペーパーがある。ある

コンピューターメーカでは、全国の工場などで数十種類のトイレットペーパーを使用していた。

これを 2種類までに統一し、本社から一括発注に切り替え、コストダウンを図っている。このよ

うな作業を MRO 全般について行い、8 割の人員削減と数億のコストカットを実現した。この外

に今までに行っていた事務による発注行為も省力化された。このMROの分野では、このような

作業自体をアウトソーシングしている企業も複数見つけることができる。 

 このような考え方、方法は、前出の開発購買などにより、部品利用において、製品分類を超え

た使用部品の標準化が成された場合には、MRO 以外の分野でも有効に集中購買が発揮されると

考えられる。 

 

一方、小売業では、大規模、小規模スーパーマーケット、コンビエント・ストアー等の形態に

より、会社を分けている場合があり、共通の商品の集中購買が製造業に比べて行いやすい環境に

あると言える。一方、この業界では海外からの参入があり、これを契機として国内商習慣・慣行

帳合制リベート等の廃止を目的とした国際化を推進しており、この対応としても国際的な e-マー

ケットプレイスを利用し、集中購買を行っている。 

 次ページに集中購買のイメージを示す。 



 36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5 集中購買のイメージ 

 

集中購買の効果としては、以下が上げられている。 

 ・購買品目を企業、グループ企業内で集約し、注文の窓口を一元することにより調達量を増や

すことで調達価格が下がる。（注文窓口の一元化による大量発注） 

 ・購入先を幾つかに集約し、購入先毎の調達量を増やすことで調達価格が下がる。 

（サイプライヤの絞込みによる大量発注） 

・窓口を一本化することにより社内からの問合せは勿論、取引先からの問合せも一本化でき調

達業務が無駄なく効率良く行える。場合により、アウトソーシングでき、調達業務の工数削

減できる。 

・国際的な集中購買サービスを利用する事により、商習慣の国際化を行っている。 

 ・調達を一本化することにより、全社的な観点で資材の動向を把握することができ、変化にす

ばやく対応できる。 

 

 上記のアウトソーシングに関しては、MRO が主なもので受け皿となる e-マーケットプレイス

や専用のサービスが存在する。以下のB社は、その例である。 
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 以下、具体的な事例を掲載する。 

A 社 

 社内及びグループ企業内での需要を取りまとめる窓口を設置し、バーゲニング・パワーを享受

できる品目の選定を行って、利用している。 

 この企業ではグループ企業の需要を取りまとめることで、調達量を3.6倍にし、調達価格の32％

減額を達成した物もある。 

 

B 社（MRO集中購買サービス提供企業） 

 某社の MRO 集中購買で、以下の様な効果が得られたとの報告があった。 

  購買額を５～２０％削減 

  消耗品在庫スペースの削減 

  事務処理コストの削減 
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3.2.3 Web-EDI 

 従来から専用線、VAN による EDI は、大企業を中心に調達業務効率化などの目的で利用され

て来た。しかしながら、専用線、VANによる EDI は、専用の端末、ソフトウェアを必要とし、

さらに高額な専用回線で実現されて来た。このため、広く中小企業の末端にまで普及が進まず、 

大企業に取っても中小企業に取っても、更なる効率化の観点で問題を残していた。実際には、2

割 8 割の法則と言われ、大企業から見て 2割の数のサプライヤに対し、8割のものを発注してお

り、残りの 8 割のサプライヤに対し、2 割のものを発注している事を示している。この比率は、

米国でも欧州でも変わらないようで、世界的に通用する比率である。 

上記の法則の後者に中小企業が集中しており、そこに効率化ということで Web-EDI が登場し

たと言ってもよいであろう。 

 

 Web-EDI は、売り手がインターネットを用いて買い手サイドの特定アドレスにアクセスし、

見積依頼や注文情報を得るもので、サプライヤは、基本的には PC とインターネットにアクセス

できる環境を持っていれば良い。そのため、中小企業に取っては、有効な商取引の手段となって

いる。これはインターネットEDIと呼ばれることもある。さらに取引先の利便性を考えて、ファ

イル転送型のサービスを備えているところもある。これは、サプライヤがアクセスするのは買手

側のホームページとなるため、取引情報が買手側のみになる。このため、取引情報がサプライヤ

側の社内システムと連動できないためにこのサービスが行われている。また、この時にも業界標

準的なフォーマットを利用するなどの動きもある。 

 

 さらにインターネットを利用したこのような取引は、実は一方的である。サプライヤが見て始

めて、取引が始まる。このため、対象となるページを見なかった場合の弊害を考慮して、メール・

サービスを行うところもある。 

 

 企業 IT化WGで、EDIに関して興味深い話題があったのでここで紹介したい。 

タイトルは、｢EDI化はどの程度進めれば効率が良くなるのか？｣である。 

 

C 社 

某工場調達部門では EDI 化された取引先が全体の99％を超えると良くなったと感じている。                                        

95％程度では効率が良くなったとは感じていない。  

 

 上記の企業でのEDI化とは、専用線、Web-EDI等の複数のEDIを利用しての話であり、99%

の達成率でないと効率化しないと言う驚異的な話である。 

 このことを踏まえると Web-EDIは、買い手、売り手双方に有効な手段である。 

 

さらに｢専用線や VAN型 EDI と Web-EDI の導入状況はどうなっているか？｣についても、同
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様にお話を頂いた。 

 

D 社 

? 専用線、VAN 型 EDI は、初期費用、通信費用などが高く、大手サプライヤでしか採用

されなかった。 

? 取引先の 6割以上は中小サプライヤである。 

? この6 割を EDI化しなければ調達業務（受発注業務）は効率化されない。 

? そこで、中小サプライヤが導入し易いWeb-EDIの開発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 D社における EDI化の状況 

 

Ｄ社のEDI化率

50%50%

ＥＤＩ導入サプライヤ
ＥＤＩ未導入サプライヤ
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EDIによる発注数
EDI以外

Ｄ社のEDI導入内訳

57%

35%
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Web-EDI
VAN
併用

EDI化の効果

注文情報のEDI化により平均２．５日短縮

３日が０．５日に短縮
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3.2.4 逆オークション 

 逆オークションは、集中購買と同様に e-マーケットプレイスでの主要機能として、広く採用さ

れたものである。しかしながら、集中購買と同様に十分に機能したと言う話題には接していなか

った。企業 IT化WGでは、一般企業やe-マーケットプレイスにおいて逆オークションを実施さ

れ、効果を上げている企業があることが判明した。 

 

 逆オークションとは、買手側が購買予定の製品、部品などのスペックを公開し、サプライヤが

応札して決める仕組みであり、サプライヤからの応札価格が都度応札したサプライヤに公開され、

値段が押し下げられる。一方、電子入札では、ある期間内で応札を受け付けた後、一斉に入札結

果を買い手側で開き、サプライヤを決定するもので、逆オークションとは異なる。 

 

 逆オークションは、主に「大幅なコストダウン」を目的に行われている。この背景には、複数

のサプライヤによる応札価格の競い合いによる競争意識を基本としたものであり、実際、これに

より数十％のコストダウンを実現する場合が多いと聞いている。一方で、このぎりぎり攻防戦は、

サプライヤ側で価格決定までの数時間に価格決定者などの複数の人員が張り付く必要があり、負

担が大きいとされて来た。 

 ところが本年度は、この逆オークションの話が多数あり、実際にかなりの効果を上げていると

ころもあって、買い手側では、大幅なコストカットの手段として、徐々に定着して来ている。 

 具体的には、次章で示す CMnet は、逆オークションだけでビル一棟を建てることができ、実

際に建てている。また、逆オークションではビル以外にも電力発電設備の大型の商談から、電子

部品、MRO品など、多種に渡る利用がなされている。 

 

 逆オークションの成立要因としては、購買予定の物やサービスを供給する複数のサプライヤの

存在がある。このため、買い手側でも逆オークションをある程度公開の場で利用し、サプライヤ

の複数化を試みている。実際には e-マーケットプレイスなどを利用している場合もある。 

 この逆オークションで採用された新規のサプライヤは、その納入後の評価で一般的な購買にお

けるサプライヤとして、定着化される。（新規サプライヤの発掘機能） 

 

 一方で、逆オークションは、買い手側にも商談情報の標準化が要求される。 

電子部品、MRO 品などのある程度標準化した部品や商品名だけで購買ができるものは良いが、

ビルや電力発電設備などは、見積もり可能な設計図やスペックの提示が必要となる。このため、

従来のような徐々にサプライヤを巻き込みながら徐々に詰めて行くような工程は取れない。 

従って、現状では逆オークションが可能なものから利用されている。 

 

 さらに逆オークションは、購買部門にとって、情報収集の場でもある。今までは既存のある程

度固定化されたサプライヤとの間ので取引では、取引価格もある程度固定化されたプロセスで決
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まり、言わば閉じた世界での話になっていた。この逆オークションを利用することでその世界に

風穴を開け、市場価格がどの位かを把握できるようになる。これによって、取引価格の見極めが

できるようになる。 

 

逆オークションの効果、留意点、サプライヤのメリットについて事例からピックアップする。 

 

逆オークションの効果 

・開始価格より数時間で２６％を超えるコストダウンに成功。（応札サプライヤ6社）   

・年間購入額で４０％を超えるコストダウンに成功。 

・特に短時間で大幅なコストダウンをしたい場合に有効との報告もある。 

 また、価格硬直品の価格引下げにも有効との報告もある。（競争原理） 

 

逆オークションの留意点 

 ・サプライヤが参加しやすい品目にする。（マイコン、LSIなど戦略開発製品は不向き） 

 ・開始価格は応札しやすい価格にする。 

 ・参加サプライヤに逆オークション結果を通知する。（サプライヤの納得が得られる） 

 ・サプライヤには参加機会を均等に与える。 

  ただし、信頼のおける、意欲のあるサプライヤを選定すること。 

 

サプライヤのメリット 

・過去のしがらみに囚われず、新しいビジネスチャンスを求めることが出来る。 

 ・公開の場で公平な規則に則り評価される。（採否の理由が明確である） 

 ・営業コストが削減できる。 
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3.2.5 SCMと e 調達 

製造業を中心とする生産販売プロセス（営業・販売、生産計画、資材手配、生産、物流）の最

適化をする概念として SCM（サプライチェーン・マネージメント）が広くわが国で言われ始め

たのは1997年頃からであり、実際には 1998年から事例が導入されてきた。今年度の企業間電子

商取引の動向調査でも SCMは製造業において、53の事例（2003年4月～2004 年 1月まで）を

数えることができる。 

これは、次に多いERPの25件の倍以上である。 

SCM は、キャッシュフローの最大化を求め、それに対応して、納期（リードタイム）の圧縮

や在庫の最小限化を目的として導入され、そのため、関連する営業・販売、生産計画、資材手配、

生産、物流の各部門を横串を刺すような共通のソリューションとなる。 

 

SCM を成立させるためには、生産計画、資材手配を短期化し、無駄を最小限にする必要があ

る。具体的には月次で決定していた生産計画を週次とすることにより、実現しようとしていると

ころもある。これは、以下の各部門で業務の見直しが必要となる。 

販売部門 ： 週単位の市場予測によるオーダー 

生産部門 ： 週単位での生産 

開発部門 ： 週単位での生産可能な開発・標準設計 

管理部門 ： キャッシュフォローの週単位での把握 

       週単位での調達業務（注文、支払い） 

 

上記に示したように SCM を成立させるための縁の下として調達部門が存在する。このため、

短期の受発注を実現するための情報共有をベースとしたインフラストラクチャを作り上げている。

特に大企業においては、海外との調達も含まれ、海外をも視程に入れた調達部門での EC、特に

SCM の部品を供給するサプライヤとは、EDI を用いた確実でセキュリティの高い方式による、

の全面的な利用が図られている。 

具体的な ECの利用とは、以下である。 

帳票主体業務をデータ処理中心にした業務への変更 

 納品システムの統一 

 生産情報開示による注文レスの実現 

 自動補給体制の実現 

 見積、価格決済のシステム化 

 

このような SCMに対する対応を調達部門が行っている。一方で、取引情報、価格情報のデー 

タベース化により、コスト削減へのアプローチもなされている。 

 

他方、小売業、小売に近い食品業では、SCMに近い概念としてCPFR（Collaborative Planning, 
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Forecasting and Replenishment）がある。 

これは、小売業とメーカが協調（Collaborative）を前提に、販売計画（Planning）を立て、販 

売計画の達成するために予測（Forecasting）する。これにより高い精度の補充発注

（Replenishment）を行うものである。これは当然ながら、小売業とメーカとのメリットの共有

とリスクの共有が必要となる。 

 

 元来店舗の棚割りや補充発注は、わが国では小売業の側で行っていた。一方、欧米では、POS

データをメーカ側に開示し、その予測や補充発注をメーカ側で小売店側に上げることがもはや一

般化して来た。この点でわが国と欧米の小売業では、大きな違いであった。このCPFRの概念は、

わが国の小売業の商取引習慣の欧米化の一端と考えることが出来る。 

これを実現するためには、SCMと同様の小売業とメーカの協調環境が必要となる。 

具体的には、小売業の中心であるデマンドチェーン（消費者－小売店舗－在庫センター）とメ

ーカ側のサプライチェーン（在庫センター－配送業者－工場）の繋ぎの役割をCPFRは要求して

いる。具体的にはデマンドチェーンとサプライチェーンの中間に位置する在庫センターの商品の

在庫の最適化を小売業、メーカが協調して行うものと考えることが出来る。 

実際には SCM で要求される小売業からの需要予測や注文情報が、小売業のデマンドチェーン

側からオンラインで提供され、それに基づき生産が行われ、納品情報蛾がデマンドチェーン側に

届けられる。これによって、在庫センターの在庫の最適化が行われる仕組みである。 
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4. ECを支えるサービス 

B2B ECは、近年e-マーケットプレイスの多様なサービスを中心とした展開や e調達で示した

多様な機能が用いられるようになって来ている。 

一方、B2Cにおいてもその普及に伴い、B2Bと同様の状況が出現してきた。 

 

ココで紹介するECを支えるサービスは、自社のコア・ビジネスを背景とした付加価値の創造

によるビジネス展開や巨大な購買力を背景として展開したサービスなどである。これは、インタ

ーネットが持つ時差・距離の超越、同時性・瞬時性、双方向性などの特性を基に展開したもので

あり、新たな取引、業務の効率化に貢献するものとなろう。 

 ここでは、企業 IT化 WG でお話を頂いたそのようなサービスを展開されている話題をまとめ

たものである。 

 講演時に利用された実際の資料については、付録に掲載する。 
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4.1 特徴と動向 
 本章では、以下の事例を紹介する。 

  CMnet 

  Weekend Homes 

  日立製作所 TWX-21 

  佐川急便 

 上記の CMnet、日立製作所 TWX-21 は、主に B2B を対象とし、Weekend Homes は、B2C

を対象としている。一方、佐川急便は、B2B、B2C 双方を対象としているが、現状では B2Cの

比重が高い。 

 一方、対象とする業種としては、CMnet、Weekend Homesは、建設／建築業界であり、日立

製作所 TWX-21は、製造業中心であり、佐川急便は、汎用である。 

 これらの事例の特徴として、以下が挙げられよう。 

 ・ネット・ビジネスに参入する前に、対象とする業務に対してノウハウの存在 

  （CMnetは、森ビル、Weekend Homesは、建築士である。） 

 ・コア・ビジネスに対しての付加価値の追求 

  （TWX-21は、日立の調達部門のツールから発展、佐川急便は、宅配便への付加価値追求） 

 ・シーズベースからニーズベースの展開 

   （CMnet、Weekend Homesは、ある意味でユーザ側が始めたサービスである。一方、TWX-21

は、会員数増加によりニーズベースの機能を取り入れている。） 

 このように 2000年から始まった多くの e-マーケットプレイスで提供していた単なる取引の場

（ビジネス・マッチング）の提供ではなく、しっかりとした背景が各社には存在する。 

 

 上記の 4社以外にも海外接続サービス、MRO、3PLなどのサービスが、展開されている。 

しかしながら、各社ともわが国の古い商習慣との戦いを続けており、最近は徐々に改善されたと

は言え、持久戦の様相を呈している。具体的にはある e-マーケットプレイスは、利益が出るまで

に 3 年を要した。その中で上記 4 社は、健闘しており、「利便性」、「オリジナリティ」により成

立しているのではないかと考えている。CMnetは、既存のビル建設だったら、ゼネコンに依頼す

ると言う考えに兆戦しているし、同様にWeekend Homesは、家を建てるなら、建売部件を買う

か、ハウスメーカや工務店に前面依頼すると言う既存概念に兆戦している。一方、TWX-21 は、

日立グループを背景としたマーケットをベースに日立グループ以外にも利用者にマーケットを広

げている。佐川急便は、宅配便を基本として、B2C ECのマーケットを考慮した新サービスに兆

戦している。 

 さらにこのようなサービスの対象は、大企業に留まらず、中小企業の参加も射程に入れており、

既に参加している場合がある。 

 このような企業の方々の挑戦により、徐々にわが国の商習慣も変わりつつあり、更なる中小企

業も含めた企業の競争力の向上が図られるであろう。 
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4.2 事例紹介 
 本節では、各社の事例の概要を紹介する。 

4.2.1 CMnet 

シーエムネット株式会社（施主の立場からの事業展開） 

創業 ： ２００１年４月 

出資者 ：森ビル株式会社、ソフトバンクＢＢ株式会社 

経営理念：オープンで透明な市場で、良いものを安く調達できる場を提供する。 

ＵＲＬ：http://www.cmnetcorp.com/ 

会員数：1,350社（2003 年8 月現在） 

 

業務概要： 

同社はインターネット上で建設プロジェクトの受発注を行う電子商取引市場である。 

同社では電子入札、逆オークションシステムのサービスを提供しており、以下の様な場面で利用

されている。 

 ・施設の新築・改築の際の施工会社の選定 

 ・ビル等のメンテナンス会社の選定 

 ・マンシヨンの管理会社や改修施工会社の選定 

 ・建築に関連する諸資材の購入先会社の選定 

 

特徴／メリット 

 ・ビル建設などにＣＭ（Construction Management）方式による分離発注を採用した。 

  個々の工事について入札を行うため、コスト削減が図れる。 

 ・資材調達に利用されていた逆オークションを改修施工会社選定などに採用した。 

  これにより短時間で適正価格に引き下げることができる。 

 ・発注者は業者との接触が減り、透明性、公平性も確保できる。 

  多くの業者から見積もりを入手することの手間が軽減される。 

 ・案件情報を容易にかつ広く掴むことができ、営業活動経費が削減できる。 
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4.2.2 Weekend Homes社 

株式会社ウィークエンドホームズ社（建築家からの事業展開） 

創業 ：２０００年１０月 

創業経緯：人生で最も大きく高い買い物である住宅を、施主のこだわりを反映した注文住宅をリ

ーズナブルに提供したい。 

ＵＲＬ：http://www.weekend-homes.com/ 

 

業務概要： 

注文住宅の CM（Construction Management）サービスを提供している。 

同社は、完全注文住宅をインターネット活用により、リーズナブルに提供している。 

施主の依頼を受け設計コンペで最適の建築家を、見積コンペで最適の工務店を選ぶ事で施主のこ

だわりを反映するとともに、コストダウンを図っている。  

 

特徴／メリット 

 ・施主は要求に沿った設計プランを複数検討でき、最適プランを手に入れられる。 

 ・施工費用もコンペで決めるため、工費適正化が図れる。 

 ・住宅取得プロセスを改革することで新たな建築需要を創造している。 

 ・契約後に詳細設計を行うのではなく、詳細設計後に契約を行うため、施主はコスト、      

  デザイン、機能性などを納得した上で契約することができる。 
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4.2.3 日立製作所 TXW-21 

日立製作所（TWX-21）（e-マーケットプレイス事業から EC環境提供事業へ） 

TWX-21会員数 15,400社（’03/11 月現在、サービス、卸売、商社、建設、製造、小売業） 

サービス内容 

 ・サプライチェーン支援（調達、納入計画など） － 発注EDI、生産コラボレーション 

 ・エンジニアリング・チェーン支援（協調設計、開発購買など） 

－ 指定、公開見積、オークション 

 ・間接財購買支援 － MRO集中購買、カタログ協定品購買 

 ・販売業務支援  － 受注 EDI、電子カタログ販売 

このようなサービスにより、以下を実現。 

 ・インターネットを活用した企業間連携ビジネスの短期の実現 

 ・TWX-21 のビジネスコミュニティによる新規パートナーの開拓 

 

e-Sourcingサービス（購買・調達ソリューションサービス） 

 ・見積評価サービス（逆オークション、英語対応） 

 ・Web-EDI/BBサービス（取引情報をサプライヤとの間で交換する。 

（web、ファイル転送、FAX型）） 

 ・SCコラボレーションサービス（webを通して生産情報を共有する） 

 ・MRO集中購買サービス（MROの購買業務のアウトソースサービス） 

 

効果 

 ・見積依頼から価格決定までの期間を短縮 

 ・購買価格の低下（価格硬直品、灯油、MRO品など） 

 ・MRO購買代行による管理、事務処理コスト削減 

 ・在庫スペースの削減  
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4.2.4 佐川急便 

佐川急便株式会社（e-コレクトなど）（自社の特長を展開） 

通販の伸び（ここ10年で1.5倍、2002 年2.6 兆円）を睨んだ事業展開（e-コレクトサービス）  

 代金回収コストと貸し倒れのリスクヘッジ 

 2002 年決済実績 （e-コレクト決済額：4115 億円、クレジット決済額：119 億円、デビッド

決済額：6 億円   

更なる付加価値の追求 

? インターネット集荷・出荷支援システム（e 飛脚、集荷依頼システム（FTP、Web による

集荷指示） 

? 全流通プロセスEDI サービス 

? インターネット対応貨物追跡サービス 

? 配達受領印配信サービス（FAXによる通知と配達完了e-Mail通知） 

? 流通加工サービス 

? ３PL・コンサルティング（受発注の効率化、リードタイム短縮、SCM構築、３PL支援。

EDIによるデータ交換） 
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5. 結語 

 B2B ECの企業の窓口と言う観点から調達業務における ECを取り上げ、e 調達の現状を探り、

それを取りまとめた。一方で事務局としては効果のある調達を実施するためには他部門との IT

による連携は欠かせないとの問題意識から、開発購買、SCM、CPFRなどの強力なコラボレーシ

ョンの概念を起点として、まとめを試みた。 

 本来であれば、多方面からお話を頂き、それをまとめてお届けしたかったが、これは事務局の

不徳と致すところである。 

 

 まとめて見ての結論であるが、インターネットの基盤上に調達部門は色々なツール（開発購買、

集中購買、Web-EDI、逆オークションなど）を持ち、より効率的な購買を目指し、サプライヤに

とっては激しい価格競争や製品差別化が待っている。ある企業の調達部門は、このようなツール

を駆使して、調達額を３ヵ年で 2000 億円のコストカットを計画し、実際は 2 年間で達成してし

まっている。 

 このような企業の方々の努力が、最近のわが国の経済の好調さの要因ではないかと考えている。 

 

 調達部門の方々を始めとして、B2B ECの有効活用にご利用頂ければ、幸いとするものである。 
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資料編 

 
 ここでは、本篇の 4章で紹介した事例の講演資料を掲載する。 

 順番は、4章と同じく、以下である。 

  CMnet 

  Weekend Homes 

  日立製作所 TWX-21 

  佐川急便 

 



1

- インターネット上で建設プロジェクトの受発注を行う電子商取引市場 -

｢CMnet ｣シーエムネット

平成15年10月02日

シーエムネット株式会社
CMnet corporation

ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏｰｹｯﾄ

Copyright ©2003 CMnet corp All rights reserved 無断転載,、複製を禁ず 2

森ビルがなぜＣＭｎｅｔを立ち上げたか

背景としてインターネット利用率の劇的な普及、Ｂ２Ｂ市場の発展が
あった。

世の中の発注者のコスト意識変化に対応する仕組みが手薄（選択
の余地がない）であった。

情報開示要求の高まり（分離発注、ＣＭ方式への期待、投資家への
アカウンタビリティー）への対応が必要と考えた。

国土交通省が２００３年度直轄工事を完全に電子入札に切り替える
動きに合わせた。

森ビルの発注業務に役立つと考えた。
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Ｂ２Ｂ市場規模Ｂ２Ｂ市場規模

資料提供：電子商取引推進協議会
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森ビルとしてのメリット森ビルとしてのメリット

既に厳しいコスト管理が出来ていたがＣＭｎｅｔにより最初から考慮さ
れた見積もりが提出されるようになった。

多くのサプライヤーから見積もりを取ることによる業務の手間が軽減
された。

サプライヤーとの接触が減り透明性が向上した。
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新しいバイヤーとサプライヤーの関係について

バイヤーと今まで付き合いの無かったサプライヤーが階層を超

えて直接結び付くことが可能となった。

（検討課題）（検討課題） 新しいサプライヤーは大丈夫？新しいサプライヤーは大丈夫？

・要はコスト重視か品質重視か、の問題。

・バイヤーが汗をかく覚悟が必要。

・最初から１００点を望まない寛容さが大切。

メーカーの部品調達とは異なる。

・サプライヤーの与信・技術力・組織力等の把握が必要。

Copyright ©2003 CMnet corp All rights reserved 無断転載,、複製を禁ず 6

ピラミッド構造から並列構造への変化

発注者発注者

総合建設業者総合建設業者

サブコン、専門業者サブコン、専門業者

設計者設計者

◆距離や時間、地域、産業を超えて、人と人、人とモノ、企業と企業のマッチング



4

Copyright ©2003 CMnet corp All rights reserved 無断転載,、複製を禁ず 7

｢CMnet｣の提供する２つのシステムについて

◆システムの概要◆システムの概要

・逆オークション

・品目毎にマーケットを開催
・マーケット開催前に応札者候補を決定
・応札者ごとの仕様の確定（参加者の仕

様同等の確認）
・マーケット開催（時間内で価格だけの

つり下げ）

・マーケット開始基準価格の設定要

・指名入札 →指名型

・発注者から課金

■ 特徴

短時間での価格ネゴ、更なる価格の適正化

ⅡⅡ. . ダイナミックソーシングダイナミックソーシング
（逆オークション）

・見積依頼
・広く応札者を募集
・応札希望者が申し込む

・発注者が見積会社を決定
・見積図書により見積依頼
・応札者より見積受領

・発注者が納得した相手に（金額、技術力
工期等考慮）発注

・一般入札・指名入札（特命）→公募型

・応札者から課金

■ 特徴

入札プロセスの公平性・透明性

ⅠⅠ. . 入札支援システム入札支援システム
（電子入札）
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プレイヤータイプ

入札支援システムのフロー

案 件 登 録

CM会社決定

設計事務所決定

積算事務所決定

企業情報照会

入札開催通知

入札参加申込

指名業者決定

見 積 依 頼

入 札

落 札

CMnet

CM会社

設計事務所

積算事務所

施工者

サプライヤー

ビルメンテンス

その他

発
注
者

業者決定
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森ビルの事例

（仮称）天王州計画・施工者選定 愛宕グリーンヒルズ住宅棟・ビルメ
ンテナンス会社選定

株式会社サンウッド 森ビル株式会社
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㈱サンウッド（仮称）天王州計画-1
＜ＣＭ方式・分離発注＞

【プロジェクト名 】
（仮称）Tマンション新築工事

【計画概要】
所在地 品川区
建物用途 共同住宅/事務所
構造・規模 SRC造

地上22階・地下1階
敷地規模 1,536.71㎡
延床面積 10,360.00㎡
計画住戸数 138戸

【発注者】
㈱サンウッド

【CMR】
山下ＰＭＣ

【設計者】
日本設計

◆ピュアCM方式による分離発注

BQ表（見積数量書）を作成する為、CMnetにて積
算事務所募集及び選定

CMnetにて施工者/専門工事会社 募集及び選定

スケルトン・インフィル工事を分離発注

森ビル
CMnet事例
森ビル

CMnet事例
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㈱サンウッド（仮称）天王州計画-2
＜ＣＭ方式・分離発注＞

◆スケルトン・インフィル工事を分離発注・ＣＭｒ主導による
高級分譲マンションプロジェクト

■集合住宅の今後の理想形としての

スケルトン・インフィルによる

高耐久性・長寿命化・高品質性・可変対応性

を備えた発注方法の実現を目標

■ＣＭ方式により目標コストの達成

透明性・公平性の確保（※ＢＱ表作成）

■ＣＭｒを入れたマンション新築工事

■コスト削減を目標とする

■スケルトン・インフィル分離を実施

■ＣＭｎｅｔにより無駄な手間を省き

コストダウンを目標

発注方式：ピュアＣＭの分離発注方式

発注者：

サンウッド

①建築工事(スケルトン）

②住戸内装工事（インフィ
ル）
③電気設備工事

④空調衛生設備工事

⑤昇降機設備工事

⑥機械式駐車設備工事

ＣＭ：

山下ＰＭＣ

設計・監理：

日本設計

森ビル
CMnet事例
森ビル

CMnet事例
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愛宕グリーンヒルズ住宅棟
ビルメンテナンス会社選定-1

発注業務のコストを２７％削減

応札側にも４２％の時短効果

見積提出延べ60社

1度も顔を合わせずに落札

◆発注業務の合理化

【プロジェクト名 】
愛宕グリーンヒルズ住宅棟

ビルメンテナンス会社選定
【計画概要】

所在地 港区愛宕２丁目３４－２４他
建物用途 共同住宅・店舗
構造・規模 ＲＣ／ＳＲＣ／Ｓ・ＣＦＴ造

地下５階、地上４２階
建築面積 1,381.01㎡ (   418坪）
延床面積 62,290.46㎡ (18,843坪）

【発注者】
森ビル(株) 

森ビル
CMnet事例
森ビル

CMnet事例
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共用部 日常定期清掃 内訳明細書（ＢＱ表） に金額を記載すること。 （月額：円）

単価 金額 単価 金額

36F 非常用EVロビー タイルカーペット 12.72

非常用ロビー前室 タイルカーペット 1.19

Ａ階段 ビニル床シート 17.00

Ｂ階段 ビニル床シート 17.00

階段附室 タイルカーペット 5.33

EVホール2 タイルカーペット（一
部花崗岩本磨き） 34.50

共用廊下 ロングカーペット 79.32

ゴミ置き場 ビニル床シート 3.81

トランクルーム ビニル床シート 7.47

小計

日常清掃 定期清掃（ガラス除く）
合計フロア エリア 床材 面積（㎡）

◆見積数量明細書（ＢＱ）一般清掃の内訳明細書の一部(参考）

■各階ごとの場所別に細かく面積が記入されている
■求積作業は発注者が行なった
■応札者は網掛けした単価の欄を埋めるだけで合計は自動算出される

愛宕グリーンヒルズ住宅棟
ビルメンテナンス会社選定-2

森ビル
CMnet事例
森ビル

CMnet事例
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従来方式 ＣＭｎｅｔ方式

資料準備 173.5 391.0 +125%

図面代 ― ― ―

見積依頼 48.0 5.0 -90%

質疑応答 39.0 54.0 +38%

見積受領 28.0 4.0 -86%

委託先選定 94.0 56.0 -40%

結果通知 16.0 4.0 -75%

契約 40.0 29.0 -28%

438.5 543.0 +24%

対象 項目
時間

発注者

増減比

発注者計

従来方式 ＣＭｎｅｔ方式

520,500 1,173,000 +125%

915,000 0 -100%

144,000 15,000 -90%

117,000 162,000 +38%

84,000 12,000 -86%

282,000 168,000 -40%

48,000 12,000 -75%

120,000 87,000 -28%

2,230,500 1,629,000 -27%

総コスト
増減比

見積依頼受託 11.1 7.4 -33%

内容確認 49.9 24.8 -50%

質疑応答 23.6 23.0 -3%

見積作成 91.4 59.3 -35%

見積提出 11.1 4.6 -59%

ＣＭｎｅｔ利用料 0.0 0.0 －

その他 35.4 11.0 -69%

222.5 130.1 -42%応札者計(１社平均）

応札者

33,300 22,200 -33%

149,700 74,400 -50%

70,800 69,000 -3%

274,200 177,900 -35%

33,300 13,800 -59%

0 241,429 －

106,200 33,000 -69%

667,500 631,729 -5%

661.0 673.1 +2%発注者・応札者総合計 2,898,000 2,260,729 -22%

◆ 発注者及び応札者 見積業務時間・コスト比較

発注者及び応札者の見積業務時間・コストの総合計は、見積業務時間はほとんど変わらず
に、コストが２２％削減された。

森ビル
CMnet事例
森ビル

CMnet事例
愛宕グリーンヒルズ住宅棟

ビルメンテナンス会社選定-3
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入札支援システムの事例

◆事例

• 日本エフディ豊科工場増築工事

• 朝日新聞盛岡ビル（仮称）新築工事

• （仮称）ペリエ稲毛改装工事

• ニューシティ・レジデンスメンテナンス業者選定

• 医療法人敬和会 大分岡病院 建物清掃業者選定
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日本エフディ豊科工場増築工事-1
アサヒビールグループ企業

【プロジェクト名 】
日本エフディ豊科工場増築工事

【計画概要】
所在地 長野県三並安曇郡豊科町

大字豊科2095-1
建物用途 1階：工場棟・2階：事務厚生棟
構造・規模 S造・地上２階
施工床面積 約1,９１４㎡
工事種別 増築工事

【発注者】
日本エフディ(株) 

【CMr】
(株) アサヒビールエンジニアリング

【設計者】
斎藤勝人建築設計事務所

CMnet事例CMnet事例
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日本エフディ豊科工場増築工事-2
アサヒビールグループ企業

1 総合調整ゼネコン ○

2 鉄骨工事 ○

3 屋根工事 ○

4 外壁工事 ○

5 金属建具工事 ―

6 外構工事 ―

7 電気設備工事 ○

8 機械設備工事 ○

発注単位 CMnet入札参加業者数合計 落札状況

30

（入札の経過）

◆発注単位と入札参加状況

参加者数が少ない入札発注単位もあったが、ここ

にも入札ｼｽﾃﾑの仕組により競争原理が働き低価

格での発注が可能となった。

（入札の評価）（入札の評価）

◆◆今回入札プロジェクトの成果
コストダウン率＝約25％を達成
（一括発注推定工事費3.5億円に対し）

「公募方式により多数のゼネコン及び専門
工事業者が入札に参加して 競争原理 が働
き、きわめて低価格で高仕様の建物が発注
できた」

（プロジェクト概要）（プロジェクト概要）

◆◆入札開催における工夫
入札書類配布に係わる開催者側の負担を軽
減させるため、全ての入札関連図書帳票類を
ソフトファイルで作成しCD-ROM にて現場説明
時に配布した。

・設計図面（建築、電気設備、機械設備）
・見積要項書（発注単位毎）
・ＢＱ表（発注単位毎）

CMnet上では参加者同士が互いに分からない
仕組みになっているが、現場説明によってもこ
の考え方を崩さないために、今回は入札者を
複数グループに分けて現場説明を行った。

CMnet事例CMnet事例
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朝日新聞盛岡ビル（仮称）新築工事-1

【プロジェクト名 】
(仮称)朝日新聞盛岡支局建替え工事

【計画概要】
所在地 盛岡市内
敷地規模 約900㎡ (280坪) 
構造・規模 S造・地上４階
施工床面積 約1,500㎡ (450坪) 
工事種別 新築工事
建物用途 事務所
工期 2002年5月～2003年4月 (予定) 

【発注者】
(株)朝日新聞社

【CMr】
日建設計マネジメントソリューションズ(株) 

【設計者】
(株)中居敬一都市建築設計

◆プロジェクトの達成目標
(本入札において特に工夫・配慮した事項)

従来の企業系列にとらわれない公平な競争
原理を働かせた施工会社選定、コスト低減。

工種によっては建物所在地周辺で合理的な
優良専門工事業者を発掘する。

ＣＭｒの有効性確認。

分離発注による品質/透明性の確保。

1. 企画・基本・実施設計に関してのコメント
2. 発注方法の提案
3. ｢ＣＭｎｅｔ｣利用・操作
4. 入札価格の精査及び減額内容の提案
5. 工程管理内容のチェック
6. 施主完成検査立会い
7. 完成（提出）図書、作成方法の提案
8. 完成後の保全計画案に関してのコメント

◆ＣＭｒへの依頼業務

CMnet事例CMnet事例
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朝日新聞盛岡ビル（仮称）新築工事-2

８社３．外装ｶｰﾃﾝｳｵｰﾙ工事

７社２．鉄骨工事

７社１．本体建築工事

４２社計

１４社５．設備工事

６社４．外構工事

入札参加希望社数入札発注単位

◆入札内容

◆入札結果
朝日新聞よるコメント

◎○
分離発注対応図面作
成

★

回答

質疑

★

★

参加
申込

閲覧

応札
者

場の提供◎見積依頼・図面送付

○◎
見積要項、質疑ﾌｫｰ
ﾏｯﾄ

入札
実施

場の提供◎指名業者決定

場の提供◎
案件登録／入札開催
通知

ＨＰ掲載○案件情報の開示、ＰＲ

入札
準備

◎○
工事特記・標準仕様
書作成

設計

○◎比較・分析・審査

審査

場の提供受領入札（見積回答）

場の提供支援回答質疑

場の提供◎入札結果の通知

◎落札業者決定

｢ＣＭｎｅｔ｣
設計
者

（発注者）
ＣＭr

◆ＣＭｒの発注ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ業務
（発注業務に係わる役務分担）

・此れまでの発注実績に対して、大幅なコス
トダウンを達成。

・今回、５工種の全てについて、これまで全

くお付 き合いの無かった新規工事会社

が落札した。(鉄骨工事は栃木県の有限
会社が落札した）

CMnet事例CMnet事例
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（仮称）ペリエ稲毛改装工事（仮称）ペリエ稲毛改装工事--11

【プロジェクト名 】
(仮称) ペリエ稲毛改装工事

【計画概要】
所在地 千葉市稲毛区

（ＪＲ総武線稲毛駅）
敷地規模 15,849.98㎡ (約4,795坪) 
構造・規模 ＲＣ一部鉄骨造・地上2階
施工床面積 約6,700㎡ (約2,027坪) 
工事種別 改装工事
建物用途 店舗
工期 2003年7月～2003年8月 (予定) 

【発注者】
(株)千葉ステーションビル

【CMr 】
(株)ジェイアール東日本建築設計事務所

【設計者】
同上

◆入札支援システム利用における
達 成目標
従来の企業系列にとらわれない公平な競争原理を
働かせた施工会社選定、コスト低減。

各工種毎【１．建築工事（全体調整業務を含む）２．
空調工事３．衛生工事４．電気工事】での合理的な
優良工事業者の発掘。

分離発注による品質/透明性の確保。

CMnet事例CMnet事例
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（仮称）ペリエ稲毛改装工事-2

２社３．衛生工事

１１社２．空調工事

７社１．建築工事

２３社計

３社４．電気工事

応札者数入札発注単位

◆入札結果

東日本旅客鉄道（株）のグループ会社でもあります（株）千葉ステーションビルが（仮

称）ペリエ稲毛改装工事において、各工事区分の施工業者を広く公募し、透明性のあ

る、公平・中立な入札を実施する為、｢シーエムネット入札支援システム｣を利用頂きま

した。

◆入札内容

・既存の発注方式から公募方式によ

る発注方式へ変更したことにより、多
数のゼネコン及び専門工事業者が

入札に参加して 競争原理が働き、
きわめて低価格で高仕様の建物が
発注できた。

・公募方式により公平・中立な入札を

実施できた。

CMnet事例CMnet事例
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ニューシティ・レジデンス・レジデンス
メンテナンス業者選定メンテナンス業者選定--11

【プロジェクト名 】
ニューシティ・レジデンス

メンテナンス業者選定
【計画概要】

所在地 首都圏・北海道・兵庫県・福岡県
対象工事内容 清掃、雑排水管清掃、設備点検

保守、エレベーター保守、機械
式駐車場保守、建築設備検査・
調査報告書作成、設備遠隔監
視業務

建物用途 マンション
管理開始予定 2003年10月 (予定) 

【発注者】
シービー・リチャード・エリス・インベスターズ㈱
㈱ニューシティリビング

【CMr 】
シーエムネット(株)

CMnet事例CMnet事例
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ニューシティ・レジデンス
メンテナンス業者選定-2

複数の高級賃貸マンション一括してメンテナンス業者に委託することによりコスト削減
を目指し、また、公募方式により分離発注をにより公平性・透明性を目指すと共に多
数のビルメンテナンス会社が入札に参加して競争原理を働かせる

◆入札内容

発注者：
シービー・リチャード・エリス・インベスターズ㈱
㈱ニューシティリビング

首都圏
24物件

北海道
1物件

兵庫県
1物件

福岡県
2物件

①清掃
②雑排水管清掃

③設備点検保守
④エレベータ保守

⑤建設設備調査・調査報告書作成
⑥設備遠隔監視業務

①清掃

②雑排水管清掃
③設備点検保守

④建設設備調査・調査報告書作成
⑤設備遠隔監視業務

案件

発注単位
①清掃

②雑排水管清掃
③設備点検保守
④エレベータ保守

⑤機械式駐車場保守
⑥建設設備調査・調査報告書作成

⑦設備遠隔監視業務

①清掃

②雑排水管清掃
③設備点検保守
④エレベータ保守

⑤建設設備調査・調査報告書作成

⑥設備遠隔監視業務

発注単位

発注単位 発注単位

案件

案件 案件

CMnet事例CMnet事例
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医療法人敬和会
大分岡病院 建物清掃業者選定-1

【プロジェクト名 】
医療法人敬和会 大分岡病院 建物清掃業務

【計画概要】
所在地 大分県大分市西鶴崎３丁目

７－１１
延床面積 14,460.3 ㎡
構造規模 地下1階 地上6階
病床数 ２３１床
業務内容 建物の清掃管理業務
契約期間 2003年7月～ 2004年6月

【発注者】
医療法人敬和会 大分岡病院

【 CMｒ】
東栄部品株式会社（発注代行）

建物の総合管理業務を行う企業の募集及び選定

※繊細につきましては、シーエムネット入札支援シス
テムサ イトにて公開する。

※上記の計画概要及び選定内容につきましては、変
更され る場合がある。

尚、この案件については純粋に建物の総合管理
業務に 主眼をおいており、その後の業務に関する
受注つい保証 されるものではありません。

シーエムネット入札支援サイトにおいて建
物の総合管理業務委託業者の募集入札が開
催されました。この案件に参加いただけるビ
ル管理会社の方々をこのサイトを使い広く募
集致しました。本案件は、発注者の要望によ
り東栄部品株式会社が発注代行を行いまし
た。プロジェクトの概要と選定内容は下記の
通りです。

CMnet事例CMnet事例

◆選定内容
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◆入札結果について

今回、病院のビルメンテナンス業者選定において入札支援サイトを使って頂き、CMｒ（コンストラクションマネ
ジャー）を担当された東栄部品 社長 足立友秀様に対して電子入札を行ったことにつき、お話を伺った。

◆電子入札を使ったメリットについて

①オーナー様の要望を清掃仕様書にした事から、明確に清掃の品質を入札者の方々に伝えられた。
②ネットで業者を公募することにより、公平性、透明性が保てさらにコスト縮減にもつながった。
③お付き合いのなかった会社と新たにお付き合いすることができた。
④ビルメンテナンスにコンストラクションマネージャーという考えを持ち込むことにより、会社に新たな

方向性が生まれた。
⑤システムはストレス無く、操作することが出来た。

今までの既成観念を外し、新たなフィールドへチャレンジする姿勢には感心させられました。また
シーエムネットにおいても、建物管理業者を選定するのにコンサルタント的な役割での CMｒとして発
注者の代行をするという初めての案件でした。

今後の病院案件だけではなく、事務所ビル、マンション等の建物管理業者選定に関して新たな方
向性になればと期待しています。

医療法人敬和会
大分岡病院 建物清掃業者選定-2CMnet事例CMnet事例
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リバースオークションの流れと狙い

ＳＴＥＰ１ＳＴＥＰ１

購買・発注購買・発注
Ｒ・オークＲ・オーク

ションション
要件定義要件定義

価格のみの
競争とし

市場適正価格
を追求

硬直化しがちな
価格の流動性

を高める

価格のみの競争
の中で

要求品質を維持

ＳＴＥＰ２ＳＴＥＰ２

サプライヤーサプライヤー
の選定の選定

ＳＴＥＰ３ＳＴＥＰ３

仕様の確認仕様の確認

ＳＴＥＰ４ＳＴＥＰ４

Ｒ・オークＲ・オーク
ションの開催ションの開催

ＳＴＥＰ５ＳＴＥＰ５

契約契約
購買購買
発注発注

CMnetCMnetは公平で透明な運営、最優先交渉権者決定のプロセスの明確化と、
バイヤー・サプライヤー双方にメリットが出ることを心がけています。

Øバイヤーのメリット
・適正価格の調達
・プロセスコストの削減
・時間の短縮
・サプライヤー決定のプロセスの明確化（新規開拓）
・調達条件の一元化による商材・サービスの価値管理
・管理購買サイクル見直しの早期実現
Øサプライヤーのメリット

・営業コストの削減
・決定プロセス・最終価格の透明性
・大型受注・新規顧客の獲得のチャンス

Copyright ©2003 CMnet corp All rights reserved 無断転載,、複製を禁ず 28

ダイナミックソーシングの事例

◆事例

• 資材調達（材のみ）モデルの結果報告

• 事務所ビル 共用部改修工事施工者選定

• 羽田、成田 空調機更新工事

• 事務所ビルOAフロア工事施工者選定
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某通信会社

資材調達（材のみ）モデルの結果報告-1

前回発注時より20.6％のコストを削減！

☆ 逆オークション結果
マーケット名 ：電気資材６
単位 ：セット（調達数量9,600セット

/1セット当た
り）

開始価格 ：6,300円（1本当たり）
最終落札価格 ：5,000円
取扱金額 ：48,000,000円（落札価格）
削減効果 ：12,480,000円（当初価格よ

り）
削減効果 ：12,480,000円（開始価格よ

り）
※開始価格は前回調達時の価格で設定する。

☆ 調達概要
調達資材 ：電気資材６
調達数量 ：9,600セット
☆ 要件提示項目
見積要件定義書
（入札条件・入札時提出書類・納入場所）

☆ 参加サプライヤー
招待2社・参加2社・入札2社
☆ オークションルール
開催時間 ：2時間
入札停滞時間 ：30分
最低価格下げ幅 ：1円

☆ オークション経緯
総ビッド・入札回数：63回
総入札時間：12時間31分
延長時間 ：10時間31分

☆ 他サプライヤー最終入札価格
・サプライヤー2 5,090円
・サプライヤー1 5,000円

4,900

5,000

5,100

5,200
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5,400

5,500
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6,300
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:00
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11:
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11:
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12:
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13:
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13:
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13:
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:39
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:00
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:20

15:
59

16
:40
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:00

17:
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17:
39

18:
00

18:
19

18:
39

18:
59

19
:19

19:
39

20:
00

20
:19

20
:39

21
:00

21
:18

21:
39

22
:00

時間

金
額

サプライヤー1

サプライヤー2

当初価格：6,300円
開始価格
6,300円

落札価格

5,000 円

電気資材調達

CMnet事例CMnet事例
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某通信会社

資材調達モデル（材のみ）の結果報告-2

前回発注時より22.1％のコストを削減！

☆ 逆オークション結果
マーケット名 ：電気資材７
単位 ：本（調達数量600本/1ラック

セット当たり）
開始価格 ：46,000円（1本当たり）
最終落札価格 ：35,800円
取扱金額 ：21,480,000円（落札価格）
削減効果 ：6,120,000円（当初価格より）
削減効果 ：6,120,000円（開始価格より）
※開始価格は前回調達時の価格で設定する。

☆ 調達概要☆ 調達概要
調達資材 ：電気資材７
調達数量 ：600本
☆ 要件提示項目
見積要件定義書
（入札条件・入札時提出書類・納入場所）

☆ 参加サプライヤーサプライヤー
招待2社・参加2社・入札2社
☆ オークションルール
開催時間 ：2時間
入札停滞時間 ：30分
最低価格下げ幅 ：1円

☆ オークション経緯
総ビッド・入札回数：42回
総入札時間：7時間9分
延長時間 ：5時間9分

☆ 他サプライヤー最終入札価格
・サプライヤー2 35,900円
・サプライヤー1 35,800円
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サプライヤー1

サプライヤー2

当初価格：46,000円

落札価格
3 5,800円

開始価格
46,000円

電気資材調達

CMnet事例CMnet事例
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オークション開催日：平成15年2月

午前10時から午前11時

Ø 逆オークション開催条件（CMnetにより、代理開催
を行う。）

・マーケット数 1マーケット

・入札停滞時間 1時間（※自動延長機能）

・最低価格下げ幅 500,000円

Ø 入札価格

・品目の総額の金額でビッドするように設定。

Ø 開始価格

・応札者の一次見積金額を参考に、CMnetと相談の上

妥当な金額を設定した。

◆ サプライヤーの選定

Ø サプライヤーの勧誘 10社中、7社参加

開始価格から26.6％のコストを削減！

発注者：デベロッパー

事務所ビル 共用部改修工事施工者選定-1CMnet事例CMnet事例
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☆ 逆オークション結果
マーケット名 ：改修工事施工業者選定
単位 ：１式

（総合計金額：消費税別）
開始価格 ：120,000,000円
最終落札価格 ：88,000,000円（取扱金額）
削減効果 ：32,000,000円（開始価格よ
り）

☆ 調達概要
規模 ：事務所(築28年）

地上9階/地下２階
共用部のみ改修

☆ 要件提示項目
見積図書・見積要綱

☆ 参加サプライヤー
参加7社・入札6社

☆ オークションルール
開催時間 ：1時間
入札停滞時間 ：30分
最低価格下げ幅 ：500,000円
※ 入札停滞時間とは、最後のビットが応札さ
れてマーケットが終了するまでの延長時間

☆ オークション経緯
総ビッド・入札回数：39回
総入札時間：3時間29分
延長時間 ：2時間29分

☆ 他サプライヤー最終入札価格
・サプライヤー3 118,000,000円
・サプライヤー5 113,500,000円
・サプライヤー2 98,000,000円
・サプライヤー6 97,000,000円
・サプライヤー１ 89,500,000円
・サプライヤー7 88,000,000円
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(円
）

落札価格
8800万円

開始価格
1億2000万円

発注者：デベロッパー

事務所ビル 共用部改修工事施工者選定-2CMnet事例CMnet事例
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発注者：航空会社

羽田、成田 空調機更新工事-1

オークション開催：平成15年６月

午前10時から午前11時

Ø 逆オークション開催条件（CMnet

により、代理開催を行う。）

・マーケット数 1マーケット

・入札停滞時間 30分

（※自動延長機能）

・最低価格下げ幅

500,000円

Ø 入札価格

・品目の総額の金額でビッドするよう
に設定。

Ø 開始価格

・応札者の一次見積金額を参考に、

CMnetと相談の上、金額を設定。

◆ サプライヤーの選定

Ø 参加サプライヤー ５社

（入札２社）

開始価格から28.2％のコス
トを削減！

CMnet事例CMnet事例
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☆ オークション経緯
総ビッド・入札回数：11回
総入札時間：1時間2分
延長時間 ：2分

☆ サプライヤー最終入札価格
・サプライヤ１ 14,000,000円
・サプライヤ２ 14,500,000円

☆ 逆オークション結果
マーケット名 ：空調機更新工事 購買
単位 ：１式

（総合計金額：消費税別）
開始価格 ：19,500,000円
最終落札価格 ：14,000,000円（取扱金額）
削減効果 ：5,500,000円（開始価格より）

☆ 調達概要
工事内容：空調機更新工事

☆ 要件提示項目
見積要綱書（入札条件・支払条件）

☆ 参加サプライヤー
参加5社・入札２社

☆ オークションルール
開催時間 ：1時間
入札停滞時間 ：30分
最低価格下げ幅 ：500,000円
※ 入札停滞時間とは、最後のビットが応札され
てマーケットが終了するまでの延長時間

13,000,000

13,500,000

14,000,000

14,500,000

15,000,000

15,500,000

16,000,000

16,500,000

17,000,000

17,500,000

18,000,000

18,500,000

19,000,000

19,500,000

20,000,000

10:0
0

10:0
0

10
:01

10:0
3

10
:04

10:1
2

10
:13

10
:18

10:1
9

10:2
6

10:2
7

10
:32

時間（分）

金
額

(円
）

落札価格
1 4 0 0 万 円

開始価格
1950万円

発注者：航空会社

羽田、成田 空調機更新工事-2
CMnet事例CMnet事例
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◆ 購買・発注・逆オークション要件定義

某不動産会社

事務所ビルOAフロア工事施工者選定-1

発注者 ： 某不動産会社

品目 ： リニューアルに伴う

OAフロア材工調達

工期 ：7月初旬～7月末（3週間）

支払 ：すべての工事検収後、10日

締め翌月現金一括払い

オークション開催日 ：平成15年７月１日

午前10時～午前１１時

◆逆オークション開催条件

・入札停滞時間 30分 （※自動延長機能）

・最低価格下げ幅 50,000円

◆入札価格

・各単価・数量を積算した総合計金額にて入札

◆開始価格

・過去の取引ベースを参考に、今回発注量を鑑み、

発注者と相談の上妥当な金額を設定した。

◆ サプライヤーの選定

・既存サプライヤーの勧誘 ７社中、6社参加

CMnet事例CMnet事例
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開始価格より19.3％のコストを削減！

☆ オークション経緯
総ビッド・入札回数：33回
総入札時間：1時間48分
延長時間：48分

☆ 他サプライヤー最終入札価格
・サプライヤー１ 19,000,000円
・サプライヤー２ 18,950,000円
・サプライヤー３ 17,350,000円
・サプライヤー４ 16,300,000円
・サプライヤー５ 16,200,000円
・サプライヤー６ 16,150,000円

O Aフロア調達

☆ 逆オークション結果
マーケット名 ：OAフロア敷設工事

単位 ：１式
（総合計金額：消費税別）

開始価格 ：20,000,000円
最終落札価格 ：16,150,000円
削減効果 ：3,850,000円（開始価格よ

り）

☆ 調達概要
オフィスリニューアルに伴うOAフロアー敷設

☆ 要件提示項目
見積図書・見積要綱

☆ 参加サプライヤー
参加6社・入札6社

☆ オークションルール
開催時間 ：1時間（10：00～11：00）
入札停滞時間 ：30分
最低価格下げ幅 ：50,000円

OAフロアー・敷設工事会社

16,000,000

17,000,000

18,000,000

19,000,000

20,000,000

10
:00

10
:01

10
:02

10
:05

10
:06

10
:07

10
:07

10:0
9

10
:10

10:1
5

10:2
0

10:2
5

10:3
1

10:3
9

10:5
1

10:5
6

10
:57

10
:58

11
:01

11
:01

11
:02

11
:03

11
:08

11
:09

11
:13

11
:17

11:2
0

11:2
5

11:3
5

11:3
9

11:4
2

11:4
8

時間（分）

金
額

(円
）

終了価格
1615万円

開始価格
2000万円

基準価格
1680万

某不動産会社

事務所ビルOAフロア工事施工者選定-2CMnet事例CMnet事例
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補足資料

・ CMnet会員数と推定取扱高の推移

・ ゼネコン一括での下請け入替方式
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CMnet会員数と推定取扱高の推移
2003年9月11日現在

1000

1200

1400

1600

0

200

400

600

800

2001/08 2002/02 2002/08 2003/02 2003/08

500億円

100

200

300

400

1350

約520

現在 合計 1350
正会員 734(640社)

団体会員

準会員

その他

建物管理/人材派遣

施工者/ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ

積算事務所

設計事務所

CMr

発注者 106
50
48
8

374
120
28
81

535

約10

約180

約240

約430

1272
1230

523

317
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業者選定（コスト比較）の場面において
有効的に逆オークションを利用する方法

発注方法 デメリットメリット

トータルコストの削減

総合請負業者にリスク
（施工管理・瑕疵保証・
納期管理等）を負わせる

リスクの一部を発注者が
負う

コスト高
一括発注

【総合請負業者】

分離発注
【サブコン】

【専門工事企業】

◆ 発注方式によるメリット・デメリット

一括発注と分離発注の良いところをミックスしたい

解決策： ゼネコン一括での下請け入替方式
※トータルコストを削減し、リスクは総合請負会社に負わせる

Copyright ©2003 CMnet corp All rights reserved 無断転載,、複製を禁ず 40

ゼネコン一括での下請け入替方式

１）総合請負業者が当初見積金額を提出

２）サブコン・専門工事業者より逆オークション方式
による見積金額の提出

３）総合請負業者とサブコン・専門工事業者/見積金
額の入替え交渉

４）総合請負業者が最終見積金額を提出

５）最終見積金額の安い総合請負業者に一括発注の
形式で落札

コスト削減

リスクヘッジ
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ゼネコン一括での下請け入替方式による入札フロー

見積（BQ表：参考数量）

逆オークション

優先交渉権者決定

落札業者決定

(

5
社
程
度)

総
合
請
負
会
社(C

M

会
社
＝
発
注
者
代
行))

（
分
離
発
注
工
種
毎

5
社
程
度
）

専
門
工
事
業
者

サ
ブ
コ
ン
会
社

落札業者選定

総合請負会社
入札業者選定（5社程度）

最終金額根拠見積書提出（各社）

当初見積金額確定（各社）

業者/金額の入替

(

5
社
程
度)

総
合
請
負
会
社
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ゼネコン一括での下請け入替方式による見積方法-1

総合請負業者に対する見積徴収結果＋分離発注工種毎に逆オークション

逆オークションにより各専門工事業者
のベストな金額を引き出す
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ゼネコン１ ゼネコン２ ゼネコン３ ゼネコン４
電気設備

専門工事１
電気設備

専門工事２
電気設備

専門工事３

C．建築工事 当初見積金額 ¥100,000,000 ¥101,000,000 ¥96,500,000 ¥110,000,000

最終見積金額

D．電気設備 当初見積金額 ¥30,000,000 ¥27,500,000 ¥31,000,000 ¥32,200,000 ¥29,000,000 ¥28,000,000 ¥29,500,000

最終見積金額

E．空気調和設備 当初見積金額 ¥20,000,000 ¥21,000,000 ¥22,000,000 ¥21,000,000

最終見積金額

F．給排水衛生設備 当初見積金額 ¥20,000,000 ¥23,000,000 ¥18,000,000 ¥20,000,000

最終見積金額

A．共通仮設 ¥10,000,000 ¥9,700,000 ¥11,000,000 ¥13,000,000

B．コストオンフィー ¥5,000,000 ¥5,500,000 ¥5,200,000 ¥5,100,000

G．一般管理費 ¥6,000,000 ¥6,100,000 ¥6,400,000 ¥5,500,000

H．現場管理費 ¥10,000,000 ¥9,000,000 ¥9,000,000 ¥9,000,000

当初見積金額 ¥201,000,000 ¥202,800,000 ¥199,100,000 ¥215,800,000

最終見積金額

ゼネコン１ ゼネコン２ ゼネコン３ ゼネコン４
電気設備

専門工事１
電気設備

専門工事２
電気設備

専門工事３

C．建築工事 当初見積金額 ¥100,000,000 ¥101,000,000 ¥96,500,000 ¥110,000,000

最終見積金額

D．電気設備 当初見積金額 ¥30,000,000 ¥27,500,000 ¥31,000,000 ¥32,200,000 ¥29,000,000 ¥28,000,000 ¥29,500,000

最終見積金額

E．空気調和設備 当初見積金額 ¥20,000,000 ¥21,000,000 ¥22,000,000 ¥21,000,000

最終見積金額

F．給排水衛生設備 当初見積金額 ¥20,000,000 ¥23,000,000 ¥18,000,000 ¥20,000,000

最終見積金額

A．共通仮設 ¥10,000,000 ¥9,700,000 ¥11,000,000 ¥13,000,000

B．コストオンフィー ¥5,000,000 ¥5,500,000 ¥5,200,000 ¥5,100,000

G．一般管理費 ¥6,000,000 ¥6,100,000 ¥6,400,000 ¥5,500,000

H．現場管理費 ¥10,000,000 ¥9,000,000 ¥9,000,000 ¥9,000,000

当初見積金額 ¥201,000,000 ¥202,800,000 ¥199,100,000 ¥215,800,000

最終見積金額

¥28,000,000

¥28,000,000¥28,000,000¥28,000,000¥28,000,000

¥28,000,000

¥199,000,000

¥28,000,000 ¥28,000,000

¥196,100,000 ¥211,600,000

¥27,500,000

¥202,800,000

¥202,800,000

ゼネコン一括での下請け入替方式による見積方法-2

業者/金額の入替え

各分離発注工種毎に業者/
金額を入替え、最終見積
金額の一番安い総合請負
業者が落札する
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逆オークションで建築施工業者選定案件を行う上での留意点

入札不調の場合以外、逆オークション参加業
者以外から請負業者を選定することはできま
せん。（逆オークションで競争原理を十分働か
せるため）
万一逆オークションで十分価格が下がらな
かった場合、逆オークション参加者の中で通
常通り個別交渉を行い業者選定を行うことに
なります。それでも予定価格に合わない場合、
入札を不調にすることができます。但し落札
者が決定されたときは、契約締結義務を負い
ます。

応札者は逆オークションの中で一度入れた札
は取消しできません。
応札者は落札者になった段階で、逆オーク
ションで最後に提示した条件又はその後の同
意条件で御社と契約義務を負います。

逆オークション前の条件から逆オークション
後に御社が契約条件を変更したり追加した
場合は、落札者決定後であっても業者はそ
の変更条件に同意できない場合は契約義務
を負いません。

マーケット開催者 マーケット参加者

u 競争原理を有効的に働かせる為には、ある程度取扱金額の大きいものを対象とさせていただきま
す。（取扱金額が2000万以上）

u 各種参加企業のPC環境の普及率（FAXレベルの対応しか出来ない業者が多い）を鑑み、大手専
門工事会社・メーカー（サッシ・各種設備機器）等でコスト削減効果見込める工種を対象とさせ
て頂きます。

u システムの特徴上、1社の一人勝ちのような工種については、競争相手が存在しないためコスト
の下げ止まりによる適正価格を摘出できない可能性がありますので、そのような工種は対象外と
します。

入札案件の条件
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日本の注文住宅に日本の注文住宅に
注文があります。注文があります。

私達ウィークエンドホームズ社は、

2000年10月に創業した「建築サービスベンチャー」です。

当初 150人の同志建築家と共に・・

ドリームチームで創る「家づくりの未来形システム」を
構築するために創業いたしました。

この3年間で、参加建築事務所は1200事務所、工務店は400社を超え
新たに創造した建築需要は、50億円に到達しました。

●150棟の注文住宅、●コンバージョン＆リフォーム、
●SPCを利用した直接金融によるマンションの建替え

●100戸のデザイナー建売り開発………
など事業領域も拡大しました。

「知恵のプラットフォーム」で

金融・不動産・建築 を革新的にハンドルする

『総合建築サービス企業』として

日本人と日本経済に貢献し続けます。
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FOUNDING

当社は、お陰様を持ちましていよいよ4年目を迎えることになりました。創業の年には「インターネットハウジングプロ

デュース」業を目指し、建築家とお客様の最適マッチングを事業の核としてスタート致しました。設計コンペと見積コン

ぺというキーワードが会社を総称した年でした。２年目には「建築ソリューションプロバイダー」と自己規定することで住

宅購入のお客様へ向けた注文住宅全般のソリューション（解決策）を提供しようと、住宅ローン比較アレンジサービス

とウィークエンドオリジナル10年瑕疵保証が新たなメニューとしてご注目頂くことができました。建築家と大手住宅メー

カー並に安心して家づくりを進めるためのプラットフォームの拡充に努めて参りました。自己規定を変革することで一

般のお客様以外にもマンションデベロッパーへ向けた「設計・工事の付加価値提供」をサービスする会社へと同時に

業容を拡大してまいりました。そして3年目はさらに上を目指し「イマジニアリングカンパニー」と規定致しました。

これは建築の発注者の“イメージ”を“エンジニアリング”するということからの造語です。すなわち発注者のイメージを

越える結果を出す会社を標榜することです。従来のデザイン設計/ＣＭ/工事周りに加え、アセットマネジメントサービ

ス・金融ソリューションサービスを新たな柱と据え、法人個人の両面に対し、建築に必要な事業資金を、アドバイスだ

けではなく、実際に金融スキームを活用しアレンジするサービスを展開して参りました。

そして、4年目を迎えました。事業政策を拡充し、建材や電材・家具・インフラ・コミュニケーションの各分野で成功を収

めている事業会社の経験を注入し、ベンチャーとして創った「消費者エージェント」という業種を、きちっとした業界にし

あげていく布石を打つ年と設定いたしました。今年は、そういう意味に於いて【第ニ創業】の年と位置づけ、おかげさま

で12地域まで広がった各地方都市には当社の分身であるビジネスパートナーを配置し、その上で既存の住宅業界の

皆さんと少しずつ対話をしながら【魅力有る住宅を供給する】と誓った創業の使命を大きなうねりとして結実させたいと

考えています。

BUSINESS MODEL

家づくりの未来形システムの概念図家づくりの未来形システムの概念図

WHCのPJT保全補完

1,200社の建築家が競争する

デザインの秀逸性

400社の工務店

が入札する
価格の透明性

お客様

担当
工務店

提携
ローン

完成
保証

バリュー
エンジニアリング

瑕疵
保証

建材
供給

③

①

②
設計
賠償

担当
建築家

潜在客
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SALES TREND

(千円）

年 度 1st yr 2nd yr 3rd yr 4th yr 5th yr

売 上 19,552 78,832 378,536 1,000,000 2,300,000

営業利益 -14,570 4,033 28,451 80,000 260,000

-14,584 3,409 31,448 75,000 250,000

税引後
利 益

-8,764 737 18,437 43,500 145,000

topics

第３期

コンシューマー事

コマーシャル事業

コンポーネント事

数々の賞を頂き、成長トレンドで邁進中数々の賞を頂き、成長トレンドで邁進中

経常利益

リフォーム事業
立ち上げ

（予想） （予想）

PORTFOLIO

4,500,000

4,000,000

3,500,000

3,000,000

2,500,000

2,000,000

1,500,000
1,000,000

500,000

1st 2nd 3rd 4th 5th

（単位：千円）

コンシューマー事業
当社の中核事業。一般の施主に対し

て注文住宅をプロジェクティブに建築す
る事業。設計コンペ、見積もりコンペ等
のプロデュースサービスを提供。

『家族を建てる』をコンセプトに当社の営
業スタッフ『イマジニアン』が夢を実現を
お手伝いします。

ファイナンス事業
１－３の事業をよりオーナーサイドの負担を
軽減する為に、投資家から開発資金を手当
てしたり、ローンのブローケージを行う事業。

＊各事業の接着剤として機能。

1.

3.

4.

コンシューマーを基礎にした、コンシューマーを基礎にした、44階建ての構造です階建ての構造です

コマーシャル事業
デベ・工務店・ハウスメーカー等に設計やデ
ザインのソリューション／工事費削減のCM
機能を提供。

また、仕組みで事業を育てるべく、大手不動
産ポータルサイトと共同で「中古マンション再
生」「狭小建売」も手掛けています。

コンシューマー事業では対応しない地主向
けのマンション／アパート建設や、組合向け
のマンション建替えPJT も行う。

2.

コンポーネント事業
BP（ビジネスパートナー）店を営業拠点とし

て、コンシューマー事業とコマーシャル事業
のサービスを全国に展開していく事業。
地区の本部としてマスターBP店を設置。
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1.1.コンシューマーコンシューマー
事業事業

2.2.コマーシャルコマーシャル
事業事業

3.3.コンポーネントコンポーネント
事業事業

事業別概要

独自開発したデマンドチェーンによる注文住宅プロデュース

サービスは消費者エージェント機能の提供

学習
相場感、知識、希望

学習
相場感、知識、希望

計画・設計
ラフプラン 概算見積り

詳細設計の
検討・確定

詳細設計の
検討・確定

計画・設計 ラフ
プラン 概算見積り

発注先の検討 契約 着工

発注先の検
討 設計

着工

メンテ
ナンス

メンテ
ナンス

完成
引渡し

完成
引渡し

各種施工

各種
施工

詳細設計図（平面詳細図、展開図、矩計図）
構造設計（壁量計算、基礎伏図、梁伏図）
仕上表、建具表、各種仕様書・積算・見積、実施
計画書（価格影響要因が明確）

設計変更あり
設計変更なし

• 消費者と供給者の間で、「情報の非対称性」が顕著であり、
性能 / 価格 / デザインに対する不信と不満が溢れている。
したがって、「住宅づくり=信頼できる会社選び=信じて任せる」

という防衛的な方法になっており、需要の喚起が不整合である。

発注先の検
討 工事

契約

*住宅取得プロセスを変更する事で、消費者の納得性とコスト/
デザイン / 機能性を高める事を使命とし、結果として「住宅建設の需要
を喚起し、日本経済の発展に寄与」してまいります。

設計変更多数あり

現プロセス

新プロセス

コンシューマー事業コンシューマー事業
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課金モデルは、成功報酬型 コンシューマー事業コンシューマー事業

工務店建築家

建築主様

１．施主保全・・設計・建築中事故死を保全。団信がつくまで。
２．工事火災保険・・工務店にかける保険。
３．リストラ保険・・ローン支払いが滞らないように。
４．瑕疵保証保険・・工務店の倒産に。

○プロデュース契約（定額）６０万円・・・設計コンペを開催した結果、建築家選定にいたった場合

○設計監理委託契約・・・建築代金の１０％を設計料とします。調査企画業務・基本設計業務・実施設計業務・監理業務に分かれます。

○見積もりコンペコーディネート料・・・・見積もりコンペにより選定された工務店から収入します。

○工事請負契約は建築主様と見積もりコンペによって選定された工務店とで直接ご契約いただきます。

プロデュース契約
６０万円（定額）

＊原価保険１５万

建築代金３０００万円（※）のケース
（ ）内の％はこの金額の％です。

設計・監理契約
３００万円
（ １０％）

【契約時支払い】

【契約時2.6％７８万】
【基本設計完了時2.7％８１万】
【実施設計完了時2.7％８１万】
【監理業務終了時2.0％６０万】
に分割して支払い

見積コンペコーディネート後に
工事VEサービスフィーとして

９０万円（３％）

設計監理再委託契約
２４０万円（ ８％）

【契約時2.08％ 62.4万】
【基本設計完了時2.16％ 64.8万】
【実施設計完了時2.7％ 64.8万】
【監理業務終了時1.8％ 48万】
に分割して支払い

工事請負契約

サービスフロー コンシューマー事業コンシューマー事業

1,200
事務所

2500人

準会員

担当
建築家

旭化成
建材チーム

2000社

建設業

協同組合
チーム
400社

リストラ
保険 死亡

保証
現場監査

設計
完成
保証

家電
電材

建材

瑕疵保証

設計
賠償
保証

設計
VE

工事
VE

都市銀行

ノン
バンク

地方銀行

⑥工務店
見積入札

③ 設計コンペ

② ローンの仮承諾後

カウンセリング

⑤施主保全

④ 保証補完

進行
管理

CRM
システム

メーリング
リスト方式 ⑧

案
件進

行
管
理

⑨コスト
ダウン

設計
審査

設計
契約 保険

契約

請負
契約

担当
工務店

完成
保証

⑦ プロジェクト保全

家具

① 諸条件の共有
（土地/資金/要望）

10 お引渡

ー

動
リ
ア

ル
な

サ
ビ

活
ス

Inte
e t

N
r

ご依頼

アフター
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弊社CD-ROM「建築家と建てる」

サービスは消費者エージェント機能の提供
電波.ネット.リアル店舗のトータルマーケティングプラン

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

完成ドリームハウスからのATTENTION

WEBでシステムに納得 CDROMで情緒的納得

潜在客

YAMADA
DENKI

WH
大塚
家具

家電、家具の理性的納得

コンシューマー事業コンシューマー事業

サービスは消費者エージェント機能の提供
コンシューマー事業 まとめ

成約率87％のビジネスモデルで、
効率的に6名で3期単年100棟をプロデュースいたしました。

ITによる効率化と月間約150件の問い合わせを頂く
ユニークな複合マーケティング戦略が特徴です。

コンペ開催率10％（実績）から勘案し
毎期30％成長を見込んでいます。

関東圏、年間約10万戸の注文住宅需要に対し
6期には年間200棟のプロデュースを計画し、

消費者エージェントの”職業確立”を目指します。

※経産省の消費者エージェント制度普及促進委員として活動しています。

コンシューマー事業コンシューマー事業
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1.1.コンシューマー事業コンシューマー事業

2.2.コマーシャル事業コマーシャル事業

3.3.コンポーネント事業コンポーネント事業

事業別概要

金融.不動産.建築の総合ソリューション
入り口から出口まで考えれる建築コンサルファームです

OWNER

金融

不動産 建築

コマーシャル事業コマーシャル事業

当社のコマーシャル事業では、コン

シューマー事業の強みである、デザイン

／設計／バリューエンジニアリングといっ

た建築に特化したサービス分野はもとよ

り、従来、総合設計事務所が提供し得な

かった【事業資金調達のアレンジメントを

伴う、ファイナンスアレンジャー業務】また、

その為の【マーケティング企画と販売計

画などの出口戦略】構築までの一貫した

ソリューションを提供しております。

コンシューマー事業を展開する中から

発掘した異能な建築家一人一人の個性

を、クライアント毎の固有の経営課題を解

決する為の企画として、ストラクチャーを

企画設計し、ファイナンス・ 不動産 ・ 建

築をプロジェクティブに総合的 / 機動的

にディレクションの上、実施運営までを行

う、具体的実施（設計.施工.調達.）を伴う

建築コンサルティングファームとして新し

い付加価値を社会に還元しております。

当社コマーシャル事業のサービスは、●
他社と差別化した設計／デザインを提供し
たい【マンションデベ、建売パワービル
ダー】や、市場に合致したアパート経営を
行いたい【地主や不動産管理会社】、資産
の高付加価値 化を促進したい【アセットマ
ネジメンファーム】など、幅広い業種に活用
されております。

ウィークエンド社のコマーシャル事業の使命と存在価値は、既成概念と既得権益をアンバドルし、 真
のオーナーの視点で建築をもう一度リバンドルし直す事にあります。資産価値を高めるプロジェクトに
は、小額出資し、事業会社と同じ船に乗り二人三脚で事業を成功させています。
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金融.不動産.建築の総合ソリューション

WH企画 計画経営課題

※上野から40分ほどの住宅地に
100戸分の建売用の土地が売残
※自社商品シリーズを数戸販売
したが、値引き販売が止まらない

思う様に売れない

依頼内容

※付加価値が欲しい

※フィリピンリゾート開発等の実
績を持つ、国際的に活躍中の建築
家をアーキテクトとして登用
※事業資金手当に、SPCを組成し
アレンジャー、出資者、設計者
として事業参画

マスタープラン

提供サービス

※資金アレンジャー、プロデューサ
ー、マスタープランナー、設計者

造成 工事 会社 +測 量会 社+司法 書士 等

土地投資額 委託

7.6億円

設計料

委託

2期造成費

1.8億円

必要事業資金 建設費

建築関連費 委託 14.0億円（本体）+

0.4億円（共同施設）

15.4億円 植栽費

委託 0.3億円

販売会社/販促会社

資本金 委託 0.98億円+0.6億円

販売利益

総事業費：24.8億円

ＳＰＣ

1.0億円

0.94億円

利益総額：6.23億円

分譲売 上費（前ページ参照）・・・① 3,263,175,676

売買時 土地購入費 250,000,000

購入手数料 3,750,000

不動産取得税 15,700,400

登録免許税 13,372,588

一期造成費 造成工事費 404,668,612

給水負担金 29,000,000

所有権移転登記費 1,407,300

分筆登記費用 520,000

確定測量費 1,200,000

地盤調査費 1,200,000

保有間経費（H16まで） 固定資産・都市計画税（H16まで） 26,353,200

金利 16,953,055

二期造成費 開発設計・申請業務 10,000,000

造成工事費（ペイブ・街灯等含む） 100,000,000

合筆分筆登記費 520,000

確定測量費 1,200,000

植栽費 30,000,000

保有間経費 固定資産・都市計画税（H17～18） 14,500,000

金利 18,632,290

土 地関連費合計 938,977,445

共用施設（浴場施設・陶芸窯場等） 42,000,000

本体工事費（前ページ参照) 1,406,250,000

設計料 94,400,000

建 築費合計 1,542,650,000

総投資 ・・・② 2,481,627,445

販売手数料（販売価格3.0％） 97,895,270

販促費(モデルルーム・ウェブ・広告等） 60,000,000

経費差 引後分譲収 益・・・④＝①-②-③ 623,652,960

対総投資利 益率・・・④/②× 100％ 25 .1%

764,125,155

販売経 費等・・・③

174,852,290

事例1 建売デベロッパー様向け コマーシャル事業コマーシャル事業

事例2 マンション管理組合様向け

金融.不動産.建築の総合ソリューション

WH企画 計画実施経営課題 付加価値WH企画経営課題

※築40年の老朽化マンションを
どうにかしたい

老朽化

依頼内容

※真に住人サイドに立って欲しい

※修繕計画と、建替え計画を
ニ方向の調査を提案
※建替え計画には、デベロッパー
経費を見込む余地がなく、組合主
導の事業を企画

事業性調査

提供サービス

※プロデューサー、マスタープラ
ンナー

※総合設計制度を活用し、東京都
と設計協議を行い、建替えマスタ
を社内設計 ※構造、免震設計等
をスーパーゼネコンとコワーク
※住民に個別ヒアリングを行い、
修繕必要項目の棚卸しと計画

都と事前協議

提供サービス

※基本設計者

※設計、デザイン、コストを基に
事業計画を仕上げ、証券化、信託
化、プロジェクトファイナンスの
3方向の資金調達を計画.証券会社
信託銀行をアレンジし、ファイナ
ンスの手当を構想、実施

投資家IR

提供サービス

※資金アレンジャー

※老朽化マンションと、資金調達
手段が限定されている「シニア権
利者」の資産再生プロジェクトと
して、デベを活用せず、直接金融
で建築する「日本初」のビジネス
モデルを開発。

付加価値

提供サービス

※新しい概念としてのデベロッパー

コマーシャル事業コマーシャル事業
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事例3 大手総合デベロッパー様向け

金融.不動産.建築の総合ソリューション

WH企画 計画推進 建築経営課題 付加価値

※JR千葉から10分ほどの広大な
住宅地の土地が売残っている
※自社商品シリーズを数戸販売
したが、集客すらままならない

思う様に売れない

依頼内容

※戸建てのコーポラができないか

※戸建てのコーポラティブという
新しい事業を企画し ※建築家の
参加を促す様、現実的な事業モデ
ルを形成

マスタープラン

提供サービス

※プロデューサー、マスタープラ
ンナー、コーディネーター

※ガーデニング、露天風呂、陶芸
自家菜園、ペット…それぞれの

コミュニティースペースに趣味を
共有する人々が集い、活用する。
コーポラだからできる暮らしを
実現するアイディアコンペを企画

事業推進

提供サービス

※設計／デザインコンペ開催

現地

コマーシャル事業コマーシャル事業

事 業 領 域 全 体 像

金融.不動産.建築の総合ソリューション
コマーシャル事業コマーシャル事業

アドパーク
狭小デザイナーズ建売事業

不動産業者100社との

コラボレーション

コンバージョン
建物診断

デザイナー建売
D-Blockシリーズ

収益物件
D-Assetシリーズ

高所得者層向け
デザイナーリフォーム

事業

地主向け
立地、市場に

マッチした
アパート建築

建売
オフバランス型

大規模建売事業
デベロッパー向け

マンション
デベロッパーを介在しない
組合主導型建替え事業

＊建替え30万戸のストック

金融

不動産 建築

WHC
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コマーシャル事業 まとめ

金融.不動産.建築の総合ソリューション

コンシューマー事業を展開する中から発掘した
異能な建築家一人一人の個性を、

クライアント毎の固有の経営課題を解決
する為の企画として落とし込み、

ファイナンス ・ 不動産 ・ 建築を
プロジェクティブに総合的、機動的に

ディレクションし、実施運営するサービス業です。

具体的実施（設計.施工.調達.）が行える
建築コンサルティングファーム

として新しい付加価値を社会に還元しています。

コマーシャル事業コマーシャル事業

1.1.コンシューマー事業コンシューマー事業

2.2.コマーシャル事業コマーシャル事業

3.3.コンポーネント事業コンポーネント事業

事業別概要
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役割1 東京発 時空を超えた創造力 を地方に展開する為のブースターとしての役割

地方建築革新 へのパワーブースター コンポーネント事業コンポーネント事業

WHC

全国の
デザイナー

建築家
ム

知
恵

の
プ ラ ッ ト フ ォ ー

地方の
OWNERBP店

●不動産仲介業
●不動産管理業
●税理士 / FP

●金融機関
●保険会社

●保証会社

●建材メーカー
●電材メーカー/ 商社

●工務店

●家具量販店

●家電量販店

当社のコンポーネント事業は、コン

シューマー事業と、コマーシャル事業の

両ビジネスモデルを全国各地で展開す

るビジネスモデルです。秀逸なデザイン

設計が手に入らずに、停滞しがちな地

方建築を革新するパワーブースターとし

て、直接建築に携わらない、●不動産

仲介業●不動産管理業●税理士 / FP

が、当社のBP(ビジネスパートナー）とし

て参画し事業を営んでおります。消費者

エージェントとして、又、建築コンサルタ

ントとして高い倫理観と専門性を兼ね備

えた加盟店が、当社の事業を地域単位

で強力に展開しています。

東京発 時空を超えた創造力 を地方に！

地方建築革新 へのパワーブースター
役割2 建築に対して、直接プレーヤーとして参加しないプロデューサー

直接建築にたずさわらない、

●不動産仲介業
●不動産管理業
●税理士 / FP 
●建材店など …

に、当社のBP(ビジネスパートナー）
として参画頂いております。

消費者エージェントとして、又
建築コンサルタントとして

高い倫理観と専門性を兼ね備えたネットワークが、
当社の事業を地域単位で落とし込んでいく事業です。

コンポーネント事業コンポーネント事業
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地方建築革新 へのパワーブースター
船井総合研究所を活用したマーケティング

船井総合研究所主催のセミナーを開催

加盟

船井セミナーDMをターゲットへ

船井が推薦！！
脅威のビジネス
●セミナーの
ご案内 毎月一回

ご契約後の研修＆OJT

現場ノウハウをアカデミーで瞬時に
共有し、管理はCRMでキメ細かに.

コンポーネント事業コンポーネント事業

4期末までに25店の加盟を見込んでいます。

毎年20～30店の加盟店開拓を行い今後8年間
でのネットワーク完成を目指しています。

第6期には、年間1,000棟の
建設プロデュースを見込んでいます。

直接金融のアレンジサービスを武器とし、収益案件に対する
設計/建築を透明に効果的に提供する当社ビジネスモデル
の建築サービスは、地方での競争力を十分に発揮しています。

東京発 時空を超えた建築革新を地方に！ まとめ

地方建築革新 へのパワーブースター

2年目
8棟

1年目
5棟

3年目
12棟

※実質的には3期末から開始した事業です。2月の半期でおおよそ70％達成予定です。

コンポーネント事業コンポーネント事業



13

第6期 BUSINESS GOAL
総合建築インフラ企業としての2年後の短期目標

CONSUMERCONSUMER
コンシューマー事業

component
コンポーネント事業

COMMERCIALCOMMERCIAL
コマーシャル事業

良質な注文戸建を年間200棟プロデュース
家族を建てる事を企業の使命とし、
日本人の人格向上と経済成長に貢献します。

賃貸、分譲の様々な建築需要に対し、ソリューシ
ョン提供を行う事業で20億円のサービス提供を行い、
ブロック毎に「住環境改善活動」を行います。

地方の事業パートナーと共にコンシューマー、コマー
シャルの両事業モデルを活用し、地方の建築革新を目
的に年間1,000棟のプロデュースを見込んでいます。

消 費 者 エージェント の 開 発 . 確 立

金融.不動産.建築の総合ソリューション

地方建築革新 へのパワーブースター

事業シナジー

案件開発を当社が担当出来ます。
＊設計事務所選定前の企画段階が案件開発のボトルネックです。

案件開発を当社が担当出来ます。
＊ローンブローキングにおいて、直接的なシナジーが見込めます。

案件開発を当社が担当出来ます。
＊設計事務所や工務店のIT化バージョンアップ等ニーズは大。

案件開発を当社が担当出来ます。
＊マンション建替えや建売デベロッピングの直接金融が必要です。

案件開発を当社が担当出来ます。
＊デザイナーを活用した高付加価値商品提供が可能です。

案件開発を当社が担当出来ます。
＊FC店の仲介促進のための注文住宅供給システムの提供が可能。

リフォーム事業への参入によるFC店の売上拡大に貢献。
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【 称 号 】

【 所 在 地 】

【 設 立 】
【 資 本 金 】
【 資 本 準 備 金 】
【 取 締 役 】

【 社 員 】

株式会社ウィークエンドホームズ社
http://www.weekend-homes.com
E-mail： info@weekend-homes.com
〒151-0053
東京都渋谷区代々木2-27-11
AS-4ビル4階
TEL： 0120-770-320 

（03-5302-3390）
FAX： 03-5302-3391
2000年10月26日
資本金 2億0,130万円
準備金 1億6,500万円
代表取締役 森本 剛
取締役 大場 壹朧
取締役 長澤 愛彦
取締役 西谷 麻央
取締役 近藤 健一郎
取締役 村田 伊織
監査役 野中 浩二
監査役 藤田 隆男

26名

2000.11
2001. 2
2002. 1
2002. 4
2002. 7
2002. 8
2002. 9
2003. 4

東京都創造法認定
日経ネットビジネス「ECグランプリ部門賞」
「ヒットビジネス大賞」受賞
リクルートall about Japan「編集長賞」受賞
NHK「21世紀ビジネス塾」放映
日経ビジネス「2002イノベーション大賞」ノミネート
AIUとオーナー保証制度開発
「テレビ東京」系列「完成！ドリームハウス」番組共同制作

一級建築士事務所 東京都知事第46391号
一般建設業 東京都知事（般-14）第119121号
宅地建物取引業 東京都知事（1）第81958号

【 沿 革 ・ ト ピ ッ ク ス 】

【 土 地 紹 介 】
【 建 築 家 】
【 工 務 店 】
【 保 証 】
【 ロ ー ン 】

【 建 材 / 設 備 】

住信住販売/三井不動産インフォメディアほか各社
日本全国に1200名以上の一級建築士ネットワーク
ハウザー21工事建設協同組合
AIU保険会社
提携ローン：UFJ銀行/りそな銀行
ソフトバンクグループE-LOAN提携ローン
小島電機工業：中国建材ルートの共同開発および韓国の
注文システムキッチンルート

【 業 務 提 携 先 】

上記提携先により、21世紀型のハウスメーカーを形成しています

会社概要
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株式会社 日立製作所
情報・通信グループ ECシステム本部

株式会社 日立製作所
情報・通信グループ ECシステム本部

http://www.twx-21.hitachi.ne.jp/

Ｅコラボレーション始まる

購買･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ
「TWX-21」「e-sourcing」のご紹介

Ｅコラボレーション始まる

購買･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ
「TWX-21」「e-sourcing」のご紹介
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TWX-21基盤技術の提供

TWX-21のビジネスコミュニティより
新たなパートナーを開拓可能

インターネットを活用した企業間連携
ビジネスを短期間に実現

TWX-21会員を対象とした
サービスビジネスの創生を支援

会員管理
課金管理 セキュリティー 運用管理

TWX-21基盤

TWX-21ビジネス･アプリケーション

建設業建設業
製造業製造業

小売業小売業

商社商社
卸売業卸売業

サービス業サービス業

物流物流物流 パートナー情報パートナー情報パートナー情報★★★★★★

エンジニアリング・チェーン支援

（協調設計、開発購買など）

●指定見積、公開見積

●オークション

サプライ・チェーン支援

（調達、納入計画など）
●発注EDI

●生産コラボレーション

間接材購買支援

●MRO集中購買代行

●カタログ協定品購買

販売業務支援

●受注EDI

●電子カタログ販売

TWX-21会員企業数：16,900社(2004年3月現在)

企業間ビジネスメディアサービス企業間ビジネスメディアサービスTWXTWX--2121の概要の概要



2

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 33

TWXTWX--2121 会員企業情報会員企業情報

会員の約３割が売上業界トップ３０位以内，
約１７％が１０位以内

31～51位
(7.2%)

201～500位
(16.4%)

101～200位
(12.8%)

51～100位
(12.7%)

11～30位
(12.4%)

1～10位
(16.8%)501～1000位

(9.9%)

1001位～
(11.7%)

資本金別 比率 従業員数別 比率

業界での売上高ランキング別比率

1～100人
(57.6%)

101～300人 (19.9%) 

301～500人 (6.7% ) 

501～1000人
(6.1%) 

1001～3000人 (5.6%) 
3001人以上 (4%) 

その他 (1%)

製造業 (62%)
サービス業

(5%)

卸売・小売業
(29%)

建設業 (3%)

業種（大分類）別 比率

製造業を中心とした388業種に分布

1億未満
(63.4%)

100億以上 (7%)

10億～100億未満
(11%)

1億～10億未満
(18.5%)

TWXTWX--2121 会員企業情報会員企業情報
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ＥＤＩレベルの企業間ＥＣ

ＥＤＩレベルの企業間ＥＣ

ＥＤＩ情報伝播型の企業間ＥＣ（構造から見た変遷）ＥＤＩ情報伝播型の企業間ＥＣ（構造から見た変遷）

企画 開発 設計 生産調達 販売 保守 修理

企画

開発 設計

調達設計

調達

販売

生産

保守

修理

Brand Owner

Original
Equipment
Manufacturer

Electronics
Manufacturing
Services

従来形一貫生産

EMS

OEM

BO 

・「情報の旅行距離」が一気に拡大

・深い階層の企業ほど、変動（変化）が
大きく振れる

・ＥＤＩの必要性

・各レイヤーで個別システムを開発、

情報の整合性の調整が必要

・「系」全体を構築する時間・費用が大

問題点

情報伝達の
ソフト、ハード
情報伝播の
専用ソフト
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企業間
ＥＣ

コラボレーション（処理協調）型の企業間ＥＣコラボレーション（処理協調）型の企業間ＥＣ

企画

開発 設計

調達設計

調達

販売

生産

保守

修理

EMS

OEM

BO 

・処理の一元化

・データの集積

業務の流れ

データ
の流れ
データ
の流れ

・各レイヤーのシステム開発、運用投資が減少

・リアルにビジネスの動態を共有
・短期間に開発、展開が可能、グローバルな展開が容易

ブラウザ

コラボレーション型への

シフトの背景

広帯域なネットワークの
利用コストが低減

コラボレーション型のもたらす効果
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資材部門資材部門 サプライヤサプライヤ

ＩＴを活用した新しい調達の仕組の構築

資材ニーズ サプライヤニーズ

資材費低減資材費低減

優良サプライヤ
最適部品
優良サプライヤ
最適部品

調達リードタイム
ＪＩＴ生産
調達リードタイム
ＪＩＴ生産

World Wide 調達
ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ改革
World Wide 調達
ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ改革

調達コストMin.   
新調達方式
調達コストMin.   
新調達方式

企業情報(経営･財務)企業情報(経営･財務)

部品情報
(技術動向･性能)
部品情報
(技術動向･性能)

価格情報(市況･原価)価格情報(市況･原価)

需給情報
(受注状況･所要納期)
需給情報
(受注状況･所要納期)

生産情報
(生産能力･実稼動)

生産情報
(生産能力･実稼動)

品質情報(検査･歩留)品質情報(検査･歩留)

<競合作用>
・価格ネゴシエーション

・複数購買・競合見積

・新サプライヤ開拓

・新製品・新部品探求

・短納期要求

・注文量
変動対応

<協調作用>

・製品
・部品の開発情報共有

・ｺﾝｶﾚﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ開発

・生産管理情報の共有

(生産計画、ﾌｫｰｷｬｽﾄ )

・生産ﾃ゙ ﾀー･品質ﾃﾞｰﾀ共有

(品質水準・検査ﾃﾞｰﾀ)

企業間の競合と協調企業間の競合と協調

企業間EC

企業間取引情報の有機的結合（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾚﾍﾞﾙから見た特企業間取引情報の有機的結合（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾚﾍﾞﾙから見た特
徴）徴）
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製造業における企業間製造業における企業間ＥＣの位置付けＥＣの位置付け

開発コラボ開発コラボ

Eコマース･ゾーン

設計変更

VEC 月別（Ｑ別・期別）価格ネゴ

生産
出荷

生産計画 需要予測

発注納期

フォー
キャスト

材料
計画

ＳＣＭ

設
計

図面入庫・開発ネゴ

詳細設計

基本設計

商企

部
品
Ｄ
Ｂ

顧

客

（販
売
ル
ー
ト
）

ベ
ン
ダ
ー

（調
達
ル
ー
ト
）

単価設定

･見積情報の高速受渡し
（JEITA RosettaNet)

･見積情報の高速受渡し
（JEITA RosettaNet)

･生産情報の高速受渡し
（JEITA RosettaNet)

･生産情報の高速受渡し
（JEITA RosettaNet)

･技術情報の高速受渡し
（ECALS RosettaNet)

･技術情報の高速受渡し
（ECALS RosettaNet)

・ﾊﾞｰﾁｬﾙDR
（Web式DR共同参画)

・ﾊﾞｰﾁｬﾙDR
（Web式DR共同参画)

サプライ チェーン

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
チ
ェ
ー
ン

開発ｻｲｸﾙの短縮

ｽﾙｰﾌﾟｯﾄの極大

ｅ購買ｅ購買

生産コラボ生産コラボ
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TWXTWX--2121、、ee--sourcingsourcing 調達系サービスの展開調達系サービスの展開

顧

客

（販
売
ル
ー
ト
）

ベ
ン
ダ
ー

（調
達
ル
ー
ト
）

OPEN
取引

OPEN
取引

OPEN
取引

OPEN
取引

生産コラボ 生産情報共有 (01/7)EDI,web-EDI(98/5)

XML-EDI
RosettaNet対応

(計画中 )

開発コラボ

ECALS電子カタログ
公開 (01/1)

パートナー紹介(01/7)

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｺﾗﾎﾞ (計画中 )

e購買

グローバル・ソーシング(02/6)

パートナー紹介(01/7)

公開見積 (99/3)

e-sourcing /MRO(01/12)

＊( )の数字はサービス開始時期

指定見積 (97/9)

e-sourcing /SC
(02/12)

JEITA仕様書情報
支援ebXML(計画中 )

e-sourcing /Trader(03/4)

既存
取引

既存
取引

Web-EDI/BB
(03/7)
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見積

発注

納入調整

サプライヤ調査
部品調査

設計・開発

設計部門 購買･調達部門

日立購買・調達ASPソリューション

見積評価(リバースオークション)見積評価(リバースオークション)

TWX-21企業情報提供TWX-21企業情報提供

TWX-21ECALS電子カタログ公開TWX-21ECALS電子カタログ公開

TWX-21公開見積TWX-21公開見積

TWX-21 指定見積TWX-21 指定見積

TWX-21 EDI/Web-EDI BBTWX-21 EDI/Web-EDI BB

計画中：次世代BtoB(XML-EDI)計画中：次世代BtoB(XML-EDI)

MRO集中購買(間接材)MRO集中購買(間接材)

SCコラボレーションSCコラボレーション

サプライヤ群

潜在
サプライヤ群
(他eMP 含)

TWX-21会員
(又は日立取引先)

約16,900社

既存
取引先

日立は購買・調達の各ビジネスプロセスで、適切なサービス提供を行います。

日立
購買W/F
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

日立
購買W/F
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

生産管理部門

SCPLANSCPLAN計画

お客様（発注企業 )

日立の購買・調達ソリューションの全体イメージ日立の購買・調達ソリューションの全体イメージ
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（１）情報を伝達･共有すべき相手
が多い

（２）定型～非定型まで利用すべき
情報種類が多い

（３）システム準備／運用調整が自社にクローズしない

販売系取引先

調達系取引先

物流系取引先

決済系取引先

定型情報
EDI：EIAJ27種，･･･

非定型
仕様情報,カタログ,CAD,･･･

ビジネスのディジタル化,共有化実現

○ 数100～1,000単位のパートナー
間との短時間，段階的構築

○ 対象業務範囲の拡張性確保

○ 相手の規模等に合わせた
相手先システム導入支援が必要

（４）いかに優良企業と新規パートナー開拓ができるか

（５）バイヤ企業・サプライヤ企業間のＢ２Ｂ取引全般がワンストップでできるか

●優良な取引先を早期に集め、短期間で「N：N」のＥＣ化を実現

●定型～非定型情報、バイヤ企業～サプライヤ企業まで豊富なメニューを品揃え

解決策

企業間ＥＣ構築時のポイント企業間ＥＣ構築時のポイント

○ TWX-21会員（15400社）から
新たなパートナーを開拓
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ee--sourcingsourcingののご紹介ご紹介

e-sourcingは日立の購買・調達業務ノウハウと、企業間ECサービス「TWX-21」で培った
システム提供・運用ノウハウが結びついた日立の新しい購買・調達ソリューションサービスです。
お客様とともに新しいBusiness Communityを築く、新しいサービス群の総称です。

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 1212

○ ○○○

・見積条件に対し、ｻﾌﾟﾗｲﾔが決められた短時間のうちに、Webﾌﾞﾗｳｻﾞを通じて
応札を行う、“逆ｵｰｸｼｮﾝ”。調達ﾌﾟﾛｾｽ、ｺｽﾄの削減を支援します。

・ｻﾌﾟﾗｲﾔ側画面の英語対応により、海外ｻﾌﾟﾗｲﾔを含めたﾘﾊﾞー ｽｵｰｸｼｮﾝが可能
・ｲﾍﾞﾝﾄ参加企業としてバイヤ企業の相互のサプライヤ紹介が可能。

○ ○○○

・社内ｼｽﾃﾑで作成された発注、買掛など、契約（価格など）に関係する情報をﾊﾞｲﾔ、

ｻﾌﾟﾗｲﾔ間で情報交換するｻｰﾋﾞｽです。
・ｻﾌﾟﾗｲﾔのご利用形態によりWebﾌﾞﾗｳｻﾞ型、ﾌｧｲﾙ転送型、FAXのﾒﾃﾞｨｱを選択

できます。ﾍﾟー ﾊﾟﾚｽ発注に対応するための、ｻﾌﾟﾗｲﾔのﾃﾞー ﾀﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ状況も把握
できます。

・Webﾌﾞﾗｳｻﾞ型は、ﾃﾞｰﾀ件数の多いﾕｰｻﾞ様向け機能や、一連回答登録機能、
PDF納品書印刷など、機能拡張を図っております。

Web-EDI/BB
サービス

見積評価

サービス

量産
試作／

非量産

設備

購買

○

間接材

購買

生産材購買

適用業務

・ｵﾌｨｽや製造現場で購入する消耗品の購買業務をｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞします。
煩雑な購買業務にかかる人員ｺｽﾄと時間を削減します。

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄで注文すると、欲しい商品がお手元に届きます。
（事務用品・安全保護具・工具・ｵﾌｨｽ家具など）

・日立ｸﾞﾙｰﾌﾟの購買力をﾍﾞｰｽにｺｽﾄﾀﾞｳﾝを行います。

サービス概要

MRO集中購買

サービス

ee--SourcingSourcingのサービスメニュー（順次拡大中）のサービスメニュー（順次拡大中）

・社内システムで作成された所要計画、注残情報などの生産情報を、
関係するバイヤ/サプライヤの複数部署間でＷｅｂベースの情報共有を

行うためのサービスです。
・国内・海外サプライヤ企業との納期・生産調整の精度向上、

部品在庫の削減、調達リードタイムの短縮を支援します。

○SCｺﾗﾎﾞﾚｼｮﾝ

ｻｰﾋﾞｽ
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２．２．購買購買･･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「ee--sourcingsourcing」」
22--1.1. ee--sourcingsourcing/Trader/Trader見積評価ｻｰﾋﾞｽのご紹介見積評価ｻｰﾋﾞｽのご紹介

http://e-sourcing.twx-21.com/Trader/

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 1414

e-sourcing/Trader
見積評価サービス

ee--sourcing/Trader sourcing/Trader 見積評価サービスの概要見積評価サービスの概要

バイヤ

バイヤが指定した
サプライヤ

…

サプライヤ

サプライヤ

経過

価
格

入札履歴入札履歴

サプライヤ

①案件登録

⑤状況確認

⑥結果確認
評価登録

②参加依頼メール

③案件内容確認
参加意思登録

④入札

⑦評価通知メール
開催後

開催中

開催前

バイヤ企業とサプライヤ企業の間で実施される見積業務をリバースオークション
形式で支援するサービスです。

バイヤ企業からの見積依頼に対し、サプライヤ企業が入札を行ない、その結果を
バイヤ企業が評価します。

ブラウザ

のみで
利用可能

ブラウザのみで
利用可能
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11 業種、品目、調達額に制限無く、リバースオークションを開催
（ご利用前に利用規約をご確認ください。）

業種、品目、調達額に制限無く、リバースオークションを開催
（ご利用前に利用規約をご確認ください。）

22

33

44

バイヤが指定したサプライヤに入札参加依頼を実施
さらに、サプライヤが参加意思や事前見積を登録することで、入札対象サプライヤを選定可能
バイヤが指定したサプライヤに入札参加依頼を実施
さらに、サプライヤが参加意思や事前見積を登録することで、入札対象サプライヤを選定可能

55 バイヤ側、サプライヤ側とも、ブラウザがあれば利用可能
自社でのサーバ構築、運用、保守等に関わる準備、費用が不要
バイヤ側、サプライヤ側とも、ブラウザがあれば利用可能
自社でのサーバ構築、運用、保守等に関わる準備、費用が不要

サプライヤ側画面の英語対応により、海外サプライヤを含めたリバースオークションが可能
（輸出管理に必要な手続きをお済ませの上、ご利用ください 。）

サプライヤ側画面の英語対応により、海外サプライヤを含めたリバースオークションが可能
（輸出管理に必要な手続きをお済ませの上、ご利用ください 。）

サプライヤへのメール通知により、オークション開催前後の連絡を省力化
(案件登録時、修正時、オークション開催前日、評価時)
サプライヤへのメール通知により、オークション開催前後の連絡を省力化
(案件登録時、修正時、オークション開催前日、評価時)

ee--sourcingsourcing/Trader/Traderの特長の特長

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 1616

ee--sourcingsourcing/Trader/Traderの機能一覧の機能一覧

７．CSVダウンロード

(1)総合評価型

サプライヤは、前回の自社の入札金額を下回れば、他社よりも安値でなくとも入札可能

(2)価格優先型

サプライヤは、自社、他社を含めて、最安値で入札

(1)開催時間は、最大２時間

(2)自動延長「有」の場合、終了予定時刻の残り10分間に入札があった場合、入札があった時刻から

10分間延長（最大2時間延長）

(1)バイヤが、案件登録、案件修正、評価登録を行ったと同時に、サプライヤにメール通知

（評価通知メールは、評価結果に応じて、採用、不採用、継続検討を通知）

(2)開催前日（営業日）に、サプライヤに確認のメールを送信

バイヤ案件作成時、サプライヤ回答時にファイル添付が可能 （最大１MB×５ファイル、種類制限無し）

案件内容のダウンロードが可能 （オークション開催中の案件は除く）

バイヤが指定した通貨で入札 （為替レートによる自動変換は無し）

１．見積の種類

２．入札時間

４．入札通貨

５．メール通知

６．添付ファイル

国内バイヤ、国内サプライヤ向けのヘルプデスクを開設８．ヘルプデスク

(1)サプライヤは、時間内であれば何回でも入札可能

(2)サプライヤ同士では、企業名は開示しません （自社以外に参加しているサプライヤ名は確認不可）

３．入札ルール
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対象品目 ：測定器、メータなど（５品目）

調達期間 ：－
参加依頼サプライヤ ：４社

調達数量 ：１式

入札実施サプライヤ ：４社

見積種類 ：総合評価型リバースオークション

入札時間 ：２時間

ee--sourcingsourcing/Trader/Traderのの利用事例利用事例

（１）入札結果（１）入札結果

（２）入札履歴（２）入札履歴

（３）効果（３）効果 ①見積依頼～入札まで３日間で実施（⇒間接材のため、短期間で入札可能）

②市販品のため、最安値を入札したサプライヤに落札し、即効果を刈り取り

①見積依頼～入札まで３日間で実施（⇒間接材のため、短期間で入札可能）

②市販品のため、最安値を入札したサプライヤに落札し、即効果を刈り取り

①終了間際の３０分間に１０回の入札有り

②最低入札価格を確認できるため、入札回数の多いサプライヤは、６回入札を実施

①終了間際の３０分間に１０回の入札有り

②最低入札価格を確認できるため、入札回数の多いサプライヤは、６回入札を実施

２時間で１４回の入札有り

⇒最低入札価格は、現行調達価格比２７％ダウン

２時間で１４回の入札有り

⇒最低入札価格は、現行調達価格比２７％ダウン

カタログに掲載されている市販品。

市販品のため、見積には時間を要
さないため、見積依頼の３日後に、
入札を実施。

５品目を１式として、入札！
（市販品のため添付ファイルはなし）

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 1818

２．購買２．購買･･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「ee--sourcingsourcing」」
22--2.2. WebWeb--EDI/BBEDI/BBサービスのご紹介サービスのご紹介

http://www.twx-21.hitachi.ne.jp/etc/Hp-edi.htm
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＜＜次世代の企業間ＳＣＭを実現するブロードバンド対応の「Web-EDI／BB」が誕生！ ＞＞

バイヤ企業様のシステム変更はございません！！バイヤ企業様のシステム変更はございません！！
サプライヤ企業様はブラウザのみでご利用頂けます！！サプライヤ企業様はブラウザのみでご利用頂けます！！

クライアントレスでお問合せ工数も激減します！！クライアントレスでお問合せ工数も激減します！！

インターネット常時接続により、画面ベースでの業務処理へ！！インターネット常時接続により、画面ベースでの業務処理へ！！
・クライアントレス（・クライアントレス（OSOSバージョンアップ等、手間無し）バージョンアップ等、手間無し）
・一覧形式での回答入力や・一覧形式での回答入力やCSVCSVデータの一括送信データの一括送信
・ＥＡＩＪ納品書、注文書などをＰＤＦ印刷・ＥＡＩＪ納品書、注文書などをＰＤＦ印刷
・データ量大のサプライヤ企業様・データ量大のサプライヤ企業様((注文件数注文件数3,0003,000件件//月程度月程度))も利用可能も利用可能
・・EIAJEIAJバージョンバージョン11D, 2E, 2F, 2GD, 2E, 2F, 2Gの全情報区分へ対応の全情報区分へ対応

特長

特長

特長

WebWeb--EDI/BBEDI/BBサービスの特徴サービスの特徴

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 2020

バイヤ企業 A社

• 送受信管理

• 状況照会

EDI-FEP

EDIﾄﾗﾝｽﾚｰﾀ

Twx-21ｾﾝﾀｰ

各種
後方
支援
ｼｽﾃﾑ

各種
後方
支援
ｼｽﾃﾑ

サプライヤ企業 Ｂ社

• 送受信管理
• 状況照会機能

EDI-FEP

サプライヤ企業 Ｃ社

EIAJ標準
納品書

サプライヤ企業 Ｄ社

Web
ﾌﾞﾗｳｻﾞ

納品書
出力AP

EIAJ標準
納品書

サプライヤ企業 E社

Web
ﾌﾞﾗｳｻﾞ

EIAJ標準
納品書

In
te

rn
et

In
te

rn
et

注文書
FAX

サプライヤ企業 X社

フ
ァ

イ
ル

転
送

形
Ｅ

Ｄ
Ｉ

W
eb-E

D
I

W
eb-E

D
I/B

B

VANTOPIAｰ
for EIAJ

出荷残管
理

WebWeb--EDI/BBEDI/BBサービスの概要と位置付けサービスの概要と位置付け
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Ｗｅｂ－ＥＤＩＷｅｂ－ＥＤＩ//ＢＢの導入事例ＢＢの導入事例((AA社殿社殿))

EDIサービスEDIサービス

納品

FAX

Web-EDI/ＢＢ

EIAJ標準
納品書

取引先様取引先様

Twx-21TwxTwx--2121

業務システム
EDIサーバ

FAX出力ｻｰﾋﾞｽFAX出力ｻｰﾋﾞｽ

Web-EDI/ＢＢｻ ﾋー゙ｽWeb-EDI/ＢＢｻ ﾋー゙ｽ
ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

取引先様取引先様

ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ

EIAJ標準
納品書

業務システム

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ

EIAJ標準
納品書

本社本社

22事業所事業所

ＦＡＸユーザ

①確定注文情報

②変更注文

③注文残高情報

④検査情報

⑤買掛明細

Web -EDI/BBユーザ

①所要計画

②支給実績

③注文情報

④変更注文

⑤注文取消

⑥注文残高情報

⑦納期回答

⑧検査情報

⑨買掛明細

ファイル転送型EDIファイル転送型EDI

他社VAN他社他社VANVAN

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 2222

（１）目標：取引先様約５００社とＥＤＩ接続
（２）利用費用が安価なため、注文件数１０件 /月以上はWeb-EDI/BBで展開

（３）取引先説明会から２ケ月で約３７０社の取引先様との EDI接続を完了
→業務件数の75％のＥＤＩ化を実現

（１）目標：取引先様約５００社とＥＤＩ接続
（２）利用費用が安価なため、注文件数１０件 /月以上はWeb-EDI/BBで展開

（３）取引先説明会から２ケ月で約３７０社の取引先様との EDI接続を完了
→業務件数の75％のＥＤＩ化を実現

ポイントポイント
発注者様(A社殿) 取引先様

（１）発注～納品までの調達リードタイム
の短縮を実現

→ 約３日

（２）調達業務の効率化
→ ２,１６０万円／年の削減効果

①注文書／納品書の郵送あるいは、ＦＡＸ送信業務の廃止
②入荷時の分納入力レス
③請求方式を、A社殿から請求書郵送方式から

買掛データ送信方式に変更することによる業務の効率化

（１）発注～納品までの調達リードタイム
の短縮を実現

→ 約３日

（２）調達業務の効率化
→ ２,１６０万円／年の削減効果

①注文書／納品書の郵送あるいは、ＦＡＸ送信業務の廃止
②入荷時の分納入力レス
③請求方式を、A社殿から請求書郵送方式から

買掛データ送信方式に変更することによる業務の効率化

発注者殿の効果発注者殿の効果

（１）受注から社内手配までのリードタイム短縮
（２）社内システムへの伝票入力工数の削減
（３）納品書の自社発行による業務の効率化

（１）受注から社内手配までのリードタイム短縮
（２）社内システムへの伝票入力工数の削減
（３）納品書の自社発行による業務の効率化

取引先様の効果取引先様の効果

納期確認業務の実運用による更なる業務の効率化納期確認業務の実運用による更なる業務の効率化

今後の課題今後の課題

Ｗｅｂ－ＥＤＩＷｅｂ－ＥＤＩ//ＢＢの導入事例ＢＢの導入事例((AA社殿社殿))
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２．購買２．購買･･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「ee--sourcingsourcing」」
22--3.3. ee--sourcingsourcing/SC/SCｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽのご紹介ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽのご紹介

http://e-sourcing.twx-21.com/scc
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ee--sourcingsourcing/SC/SCサービスのサービスの概要概要

e-sourcing/SCe-sourcing/SC

リリース済 インターネット
日本国内
サプライヤ

海外サプライヤ
（英語）

生産
管理
ｼｽﾃﾑ

事業所
（納期調整担当）

日本国内
倉庫管理者

連携
ｼｽﾃﾑ

日本国内向け機能（日本語）

共通ﾒﾆｭｰ

発注別ﾒﾆｭｰ

運用管理
注残照会

納入計画調整

コンサイメント機能（日本語）（オプション）

etc.

etc.

海外向け機能 （英語）（オプション）

納品書発行

会員管理

ヘルプデスク
日本語

基幹システム
連携

TWX-21EDI/WebEDIサービス（別サービス）TWX-21EDI/WebEDIサービス（別サービス）
社内ｼｽﾃﾑ

バイヤ

日本国内サプライヤ

サプライヤ

計画、在庫、注残

検査情報

・量産/中量産系アッセンブリ企業とサプライヤ間の在庫・計画・納入情報を共有することで、
リードタイムの短縮と在庫縮減をサポートするサービスです。

・バイヤとサプライヤ間の納期調整業務を、Web上アプリケーション画面で公開された情報をもとに
行うことでバイヤ側の納期調整の業務負担を減らすことが可能となります。

・自社の複数の事業所、グループ会社で統一したシステムとしてご利用頂けることはもちろん、
海外サプライヤ（オプション）向けにもサービスを提供することが可能です。
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ee--sourcing/SCsourcing/SCの機能一覧の機能一覧

在庫管理（発注者在庫、消費予定など）と所要/供給計画、予約注文、確定注文をもとに、
部品毎の在庫予測値（理論在庫、週末在庫）推移の表示またはCSVファイルダウンロー
ドが行えます

所要/注残受払照会

予約注文、確定注文などの各情報から注文番号毎の進捗（注文残高数、着荷/検査数）
の表示とCSVファイルダウンロードを行えます（90日前の完納注文まで対象とする）注文残高一覧

自社の企業情報、連絡先の変更が行えます会員管理

各種掲示板の表示、マニュアル、ツールの参照/ダウンロードが行えます業務運用支援

過去の「所要/注残受払照会」情報の履歴を表示させます所要/注残受払い履歴

確定注文をもとに納品書出力プログラムにより納品書の印刷を行えます納品書発行

納入スケジュールに対する納期回答と入力値に対する在庫予測値の変動シミュレーショ
ン機能を提供します(在庫切れ発生有無のチェックができます)

納期回答入力
（品目別）

予約注文、確定注文に対し納期回答を一覧形式により行います納期回答依頼一覧

予約注文に対する確定注文の引き当て状況を表示します予約/確定差数管理

所要/供給計画、予約注文、確定注文をもとに、部品毎の納入スケジュール一覧を表示
します。注文照会（品目別）

内容オンライン機能

通常購入品向けの基本機能、コンサイメント（預託）取引機能（ｵﾌ゚ｼｮﾝ）、海外向け機能（ｵﾌﾟｼｮﾝ）があ
ります。基本機能の一覧は下記の表のようになります。

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 2626

２．購買２．購買･･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「ee--sourcingsourcing」」
22--4.4. ee--sourcingsourcing/MRO/MRO集中購買ｻｰﾋﾞｽのご紹介集中購買ｻｰﾋﾞｽのご紹介

http://e-sourcing.twx-21.com/apmall/
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３．３．３４０社３４０社 ４万４万IDIDにて利用中にて利用中

業界、業種、規模を問わず あらゆる企業でのご利用が可能です。

オフィスや製造現場、研究所等でご利用いただく企業向けの商品、機能を取り揃えたサービスです。

日立製作所 ＋ 関連企業 ＋ 一般企業 にてご利用頂いております。

●ｲﾝﾀｰﾈｯﾄで注文すると、欲しい商品がお手元に届きます。

(事務用品・安全保護具・オフィス家具など)

●ﾕｰｻﾞｰ情報や電子ｶﾀﾛｸﾞ、各種実績ﾃﾞｰﾀ等はすべて

MRO集中購買ｻｰﾋﾞｽｻｲﾄで一元管理します。

MRO
集中購買
ｻｰﾋﾞｽｻｲﾄ

供給
企業

物流
ｾﾝﾀ

承認

注文依頼
インターネット

業務代行／ｼｽﾃﾑ運用

お届け

MROMRO集中購買サービス概要集中購買サービス概要

１．１．間接材に間接材に関する「企業向け購買代行型サービ関する「企業向け購買代行型サービ
スス」」

２．２．２０００年４月から運用開始２０００年４月から運用開始

御参考：http://e-sourcing.twx-21.com/apmall/

電子
カタログ

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 2828

２．２．スケールメリットを活かした継続的コストダウンスケールメリットを活かした継続的コストダウン

全拠点について、発注からお届けまでを同一単価、送料無料（沖縄・離島は対象外）

各拠点での購買業務(単価交渉、伝票処理、支払、各種調整・取り纏め)の重複を排除できます。

単なる消耗品のインターネットカタログ販売ではなく、業者／商品選定、価格交渉等購買関連業務を代行し
ますので、購買管理コストを削減でき、消耗品バイヤを創造的業務へシフトすることが可能です。

日立グループの購買量をベースに、お客様全体の購買量をもとに価格交渉を実施しております

事務用品、オフィス家具、安全保護具、パッケージソフトウェア、ＰＣアクセサリ、工具、理化学消耗品 等
燃料、ガスなど副資材へも展開中です。

１．１．購買代行サービスとシステム運用サービスの購買代行サービスとシステム運用サービスのご提供ご提供

３．３．取り扱い商品取り扱い商品 順次拡大中（消耗品から副資材へ順次拡大中（消耗品から副資材へ))

４．４．全国一律全国一律 同一サービス（全社規模の合理化が可能）同一サービス（全社規模の合理化が可能）

６．６．ＥＲＰやグループウェアとの連携も可能ＥＲＰやグループウェアとの連携も可能
ブラウザでのご利用(標準機能)以外に、社内システムとの連携ソリューションもご提供します。
(R/3、Notesとの連携実績がございます)

MROMRO集中購買サービスの特長集中購買サービスの特長

承認機能(最大2段階 )、承認者ﾒｰﾙ通知機能、経費勘定科目・部門ｺｰﾄﾞ項目対応、購入実績 (CSV形式)ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ、
(繰り返し発注対応)お気に入り商品検索機能、購入商品制限機能、個別購入商品掲載ｵﾌﾟｼｮﾝ(環境提供)など

５．５．企業のご利用に必要な各種機能に対応企業のご利用に必要な各種機能に対応



15

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 2929

Ａ社 本社

● 以前の消耗品購買の業務概要

購買部門各部門

･･･

各工場(国内主要15工場)

購入
依頼

伝票処理

発注

単価交渉

受入れ物品渡し

伝票起票

引取り

受注

出荷処理

見積回答

● サービス導入による消耗品購買改革

問題点：
各事業所毎の分散購買：購買業務の重複
紙の伝票処理のため事務コスト大

Ａ社 本社 日立
バイヤ

各部門

･･･

単価交渉
発注･承認

サプライヤ
(事務用品等)

受注

出荷処理

見積回答

MRO
集中購買

ｼｽﾃﾑ

物流会社

出荷指示

各部門へ直接納品

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

注文案
件

電子
カタロ

グ

注文受付

状態管理

購買代行による管理コスト低減
購買額の削減(事業所では15%削減)
消耗品在庫スペースの削減
事務処理コストの削減(伝票レス化)

効
果

サプライヤ
(事務用品等) 購買

代行

国内主要15工場

在庫管理

各部門
伝票起票

引取り

購入
依頼

非常備常備
各部門
発注･承認

経理ｼｽﾃﾑ(R/3)計上･支払

非常備

購買部門

経理sys

ﾃﾞｰﾀ連携

請求ﾃﾞｰﾀ処理
(月次処理)

日立営業

出荷指示

月次請求

・部門振替
・日立へ支払

支払

常備
品棚

非常備

SE作業部分

MROMRO利用事例（１利用事例（１）） ～Ａ社～～Ａ社～

All Rights Reserved. Copyright © ,2003, Hitachi,Ltd. 3030

２．購買２．購買･･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ「ee--sourcingsourcing」」
22--5.5. 次世代次世代EDIEDIへの取り組みへの取り組み
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次世代次世代EDIEDIへの取組みへの取組み ～～ebXMLebXML、、RosettaNetRosettaNet対応～対応～

ECALGA
採用取引先

RosettaNet
採用取引先

ＴＷＸ－２１

ECALGA
接続サービス

RosettaNet
接続サービス

E2open 社

RosettaNet
接続サービス

● ECALGA接続をTWX-21サービスとしてご提供いたします。(2004/上 リリース予定)
● RosettaNet接続は､E2open社とアライアンスを組み､取引先様の要請や取引量に応じて､

お客様に適した接続方式(E2open経由 または TWX-21経由)をご提供いたします。
(12/1 提供開始)

TWX-21 会員様

・フォーマット変換
（ＰＩＰ⇔フラットファイ
ル）
・例外の監視
・ヘルプデスク

・フォーマット変換
（ＰＩＰ⇔フラットファイ
ル）
・例外の監視
・ヘルプデスク

3232http://www.twx-21.hitachi.ne.jp/

Ｅコラボレーション始まる

購買･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ
「TWX-21」「e-sourcing」のご紹介

Ｅコラボレーション始まる

購買･調達ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ
「TWX-21」「e-sourcing」のご紹介



1

Page 1All rights Reserved,Copyright SAGAWA Express co.,ltd 

第３６回ＥＣＯＭセミナー

佐川急便のＥＣ戦略

～物流におけるＢtoＢtoＣ～

佐川急便のＥＣ戦略

～物流におけるＢtoＢtoＣ～

Sagawa Express Co.,Ltd
2004. 1.29
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C o n t e n t sC o n t e n t s

◆ １．弊社概要・商品

～宅配便個数実績

◆ ３．通信販売業界の伸びと現状

◆ ６．ＥＣ戦略

～付加価値の追求

◆ ４．通信販売業界の課題とリスク

◆ ７．環 境

◆ ２．システム概要

◆ ５．佐川急便のＥＣ戦略
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◆１．弊社概要

商 号 佐川急便株式会社（SAGAWA EXPRESS CO．LTD）

本社所在地 京都市南区上鳥羽角田町68番地

代 表 者 代表取締役社長 真鍋 邦夫

創 業 １９５７（昭和３２）年 ３月

資 本 金 １１憶９９０万円

売 上 高 ７，４６８億円（連結 15年3月期）

経常 利 益 ３０２億円（連結 15年3月期）

従 業 員 数 ３０，６７７名（15年 6月現在）

認可車輛台数 １９，１７３台（15年 6月現在）

営業所数 国内３３５店 海外１３法人

取次店 約５０，０００店

商 号 佐川急便株式会社（SAGAWA EXPRESS CO．LTD）

本社所在地 京都市南区上鳥羽角田町68番地

代 表 者 代表取締役社長 真鍋 邦夫

創 業 １９５７（昭和３２）年 ３月

資 本 金 １１憶９９０万円

売 上 高 ７，４６８億円（連結 15年3月期）

経常 利 益 ３０２億円（連結 15年3月期）

従 業 員 数 ３０，６７７名（15年 6月現在）

認可車輛台数 １９，１７３台（15年 6月現在）

営業所数 国内３３５店 海外１３法人

取次店 約５０，０００店 京都本社

Page 4All rights Reserved,Copyright SAGAWA Express co.,ltd 

北海道支社

東北支社

関東支社

中京支社

北陸支社

本社（京都）

関西支社

四国支社

中国支社

九州支社

（財）佐川交通社会財団
（財）佐川留学生奨学会

（財）佐川がん研究助成振興財団
（財）佐川国際経済協力会

（財）佐川先端科学技術振興財団
（財）佐川美術館

【海外拠点】

陜西佐川急便天誠国際貨物（物流）有限公司

上海佐川急便金洋倉儲聯運有限公司

北京佐川急便国際貨運有限公司

北京住商佐川急便物流有限公司

深川佐川急便シントン倉庫株式会社

保利佐川物流有限公司

佐川急便（香港）有限公司

佐川急便フィリピン株式会社

佐川急便ベトナム株式会社

クアラルンプール駐在員事務所

佐川急便アジア株式会社

佐川急便シンガポール株式会社

佐川急便ハワイ株式会社

アジアの海外拠点

【主要拠点】

関東支社

関西支社

◆１．弊社概要
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エクスプレスシリーズ

●スピードが大事なときスピードが大事なとき

●日時等を限定したいとき日時等を限定したいとき

とにかく安全に運んでほしいとにかく安全に運んでほしい
【【手渡し手渡し】】

手渡しの確認を行いながら、荷物と責任とを一緒にハンド・
トゥ・ハンドでリレー式で渡していきます。

こわれものをしっかり運んでほしいこわれものをしっかり運んでほしい
【【ワレモノワレモノ】】

精密機械、電化製品、化粧品などこわれやすい荷物は、
特に注意した配送を行います。

高額商品に保険付で運んでほしい高額商品に保険付で運んでほしい
【【貨物保険貨物保険】】

宝石・貴金属などの高額商品や、こわれやすい貨物には、
万が一に備えて、保険付配送をご用意しています。

●安心感が欲しいとき安心感が欲しいとき

全国ネットワークの陸送便全国ネットワークの陸送便
【【佐川急便佐川急便】】

「迅速・確実・丁寧」飛脚の精神が息づく原点です。

日本全国、翌日配達してほしい日本全国、翌日配達してほしい
【【飛脚航空便飛脚航空便 Ｒ－１Ｒ－１】】

トラックとジェット機をジョイントさせて、北海道から沖縄
までを翌日配達で結びました。全国翌日配達可能です。
※配達地域および集荷時間には制約があります。

遠距離でも明日の午前中に着いてほしい遠距離でも明日の午前中に着いてほしい
【【飛脚スーパー便飛脚スーパー便】】

通常発送では翌日午後配達となる場合も、翌日午前中
配達を可能にする陸の特急便です。
※配達地域および集荷時間には制約があります。

【【飛脚航空便飛脚航空便 Ｒ－２Ｒ－２】】
トラックとジェット機をジョイントさせて、札幌から沖縄まで
翌日午前中配達を可能にします。
※配達地域および集荷時間には制約があります。

近距離なので今日ついてほしい近距離なので今日ついてほしい
【【飛脚即配便飛脚即配便】】

当日午前中にお預かりした荷物をその日の午後に近距
離主要地域にお届けいたします。

※配達地域および集荷時間には制約があります。

■当日配達当日配達

■翌日配達翌日配達

日本中どこでも時間指定できないか日本中どこでも時間指定できないか
【【飛脚ＴＯＰ便飛脚ＴＯＰ便】】

北海道から沖縄まで、お客様のご都合に合わせて
お届けいたします。

※配達地域および集荷時間には制約があります。

日曜・祭日に届けたい日曜・祭日に届けたい
【【サンデーサービスサンデーサービス】】

日曜日・祭日の配達をはじめ、休み明けに送り届けたい
というご要望にお応えするため、休日も集荷いたします。

指定日に配達してほしい指定日に配達してほしい
【【指定日配達サービス指定日配達サービス】】

お客様のご都合にあわせて、指定日配達をいたし
ます。また配達時間の指定も可能です。

ターミナルでの荷物の引き取りターミナルでの荷物の引き取り
【【営止めサービス営止めサービス】】

お届け先が定まって以内場合や、お届けが都合
わるい場合。またターミナルを起点に配達される
場合に大変便利です。

夜間に配達してほしい夜間に配達してほしい
【【時間帯サービス時間帯サービス】】

贈る人から受け取る方へ、佐川急便は２４時間
帯のサービスでお応えいたします。

「早く届けたい」「この日に届けたい」「早く届けたい」「この日に届けたい」
どこよりも速く、幅広いサービスで、ご要望に的確にお応えします。どこよりも速く、幅広いサービスで、ご要望に的確にお応えします。

セーフティーサービスセーフティーサービス

◆１．弊社商品
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●輸送商品で選ぶ輸送商品で選ぶ

●付加価値サービスが必要なとき付加価値サービスが必要なとき

●海外発送したいとき海外発送したいとき

より確実に。より真心をこめて。より確実に。より真心をこめて。 佐川急便の輸送アイテムとサービスは、佐川急便の輸送アイテムとサービスは、
組み合わせ自在です。組み合わせ自在です。

鮮度を保ったまま運んでほしい鮮度を保ったまま運んでほしい
【【飛脚クール便飛脚クール便】】
贈答品から産物品まで、温度管理の必要な商品を新鮮
そのままに、クールなお品をお客様のお手元まで確実に
お届けいたします。

商品カタログや販促品を送りたい商品カタログや販促品を送りたい
【【飛脚メール便飛脚メール便】】
ＤＭ・カタログなどのポストインサービス。全国どこへでも

低料金で心をこめて運びます。

高級服飾、毛皮を運んでほしい高級服飾、毛皮を運んでほしい
【【飛脚ハンガー便飛脚ハンガー便】】
高級服飾品や毛皮などをハンガーに吊したまま輸送。

シワ防止や、梱包・開封の手間の削減に威力を発揮し
ます。

スキーやゴルフの道具を運んでほしいスキーやゴルフの道具を運んでほしい
【【ゴルフ・スキー・スノーボード便ゴルフ・スキー・スノーボード便】】

レジャーの重い荷物はおまかせください。身軽な移動で、
楽しさ倍増します。

オフィスや住宅の引越しをお願いしたいオフィスや住宅の引越しをお願いしたい
【【佐川引越輸送佐川引越輸送】】
会社まるごとから一般家庭の引越し輸送に「親切・丁寧」
に幅広く対応いたします。

イベント用に貸し切り輸送をしたいイベント用に貸し切り輸送をしたい
【【佐川チャーター輸送佐川チャーター輸送】】
展示会やイベント、大量の荷物の移動。特定の時間帯に
わたる大量の配達など、あらゆる貸切りにお応えします。

代引きサービスしてほしい代引きサービスしてほしい
【【ｅ－コレクトサービスｅ－コレクトサービス】】
荷物の配達と同時に、配達商品の集金を代行。通信販売
をはじめとするお取り引きに大きな効果を示します。

梱包資材がほしい梱包資材がほしい
【【資材提供サービス資材提供サービス】】
一層の安全輸送。効率輸送実現のために、数々の梱包
資材を適性ごとにきめ細かくご用意しています。

海外貨物の取扱い海外貨物の取扱い
【【飛脚国際便飛脚国際便】】
国際物流におけるトータルコストダウンなど様々な
要望に関するお手伝いをいたします。

●お荷物集配以外サービスお荷物集配以外サービス

●ＳＲＣ物流加工サービスＳＲＣ物流加工サービス

配達完了証明のＦＡＸサービス配達完了証明のＦＡＸサービス
【【配達受領印票サービス配達受領印票サービス】】
かけがえのない荷物の到着はとても気がかりなもの。
ご要望があれば配達終了をＦＡＸにて通知します。

佐川急便ロジスティックサービス佐川急便ロジスティックサービス
【【ＳＲＣ事業ＳＲＣ事業】】
お客様の物流全体最適化を実現いたします。物流スペース
はもちろんのこと、物流情報システム・コスト分折・生産性
調査分折・流通加工（検数・値付・集品・配分・梱包等）など、
効率的運営を提案・支援いたします・総合物流サービス企業
の総合力をご提案いたします。

荷札作成から処理・発送のトータルサー荷札作成から処理・発送のトータルサー
ビスビス
【【佐川急便アトムシステム佐川急便アトムシステム】】
懸賞キャンペーン、資料請求等のハガキ処理から、
データ作成、荷札作成、商品の梱包、発送作業、配達
を一貫して承ります。トータルシステムで低コスト。

インターネットでの出荷を支援サービスインターネットでの出荷を支援サービス
【【インターネット出荷支援システムインターネット出荷支援システム】】
ショッピングモールで販売された商品を手軽に発送でき
ます。送り状発行もシステム化、貨物追跡も可能となり
ます。

エクスプレスシリーズ◆１．弊社商品
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代金引換でのカード決済サービスを初めとした代金引換でのカード決済サービスを初めとした
様々なサービスが消費者に受け入れられ、様々なサービスが消費者に受け入れられ、

ヤマト運輸との差が約１億個に縮小ヤマト運輸との差が約１億個に縮小

宅配便個数実績

宅配便取扱個数 (国土交通省調べ)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1999年 2000年 2001年 2002年

ヤマト運輸（株）

佐川急便（株）

日本通運(株)

福山通運（株）

西濃運輸（株）

その他

平成14年度宅配便取扱個数推移

平成14年度宅配便取扱シェア

（万個）

（万個）

37%

32%

3%

14%

9%

5%

ヤマト運輸

佐川急便

日本通運

福山通運

西濃運輸 その他

(8,415)

(98,043)

(87,858)

(38,384)

(25,834)

(13,672)
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インターネットビジネスへの強力なサポートとして、
「e’s（イーズ）」のブランド名を掲げ、様々なサービス
を提供。

物流・輸送・情報（IT）といったロジスティクス分野
から展開を進めつつ、今後、状況の変化に柔軟に対
応し、お客様のビジネスサポート体制を充実。

ee--グローバルグローバル

【イーズ】

マーケティング経営

顧客満足

代金引換サービス

代金引換サービスにクレジット
カード・デビットカード決済を追加。

お客様の集金サイクルの短縮を
図ると共に消費者には安心の決済
を実現。

情報サービス

インターネット・ブラウザ対応携帯
電話での情報発信サービス。

配達完了に関してはトラックから
の通信で精度の高い情報を提供。

国際サービス

海外からのドア・ツー・ドアの荷物
をスムーズに輸配送。

通関手続き、国内送り状発行等
お客様の作業負荷の軽減が可能。

ECビジネスへのサポート e’s

物流管理サービス
お客様の出荷をサポートする、e

飛伝、EDIサービス等、出荷システ
ムを提供。

お客様の出荷効率化を図ると共
に、データ交換による情報返却
サービスを展開。

ee--ロジスティクスロジスティクス

ee--コミュニケーションコミュニケーションee--コレクトコレクト

ee--ロジスティクスロジスティクス

ee--コミュニケーションコミュニケーションee--コレクトコレクト

◆２．システム概要
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全体イメージ

①①勘定系システム勘定系システム

・請求システム
・精算システム
・経理システム
・路線管理システム

MVS(IBM9672) AIXサーバ（IBM）

③③貨物系システム貨物系システム

・統一貨物システム
・インターネット貨物システム
・輸送品質システム

・荷物情報入力機器（PDT） ・車載PDT送信機
・デジタルMCA無線 ・携帯電話（iモード）

ACOS iPX7800
(NEC)

PDT
(松下電器)

・出荷支援パッケージ
飛伝Ｖ、飛伝ＢＯＹ、ｅ飛伝

・出荷支援ソリューション
集荷依頼システム
ショッピングモール対応システム

・データ交換システム
顧客標準システム
ＦＴＰ/ＷｅｂＥＤＩシステム

・情報提供システム
ホームページサービス
ｅ-SAXIS システム

Himalaya S86000
(HP)

アプリケーション
サーバ

データベース
サーバ

マルチベンダーを採用し、各ベンダーの強みを生かしたシステムを構築

車載送信機

⑤⑤車載・ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ付帯機器車載・ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ付帯機器
荷物情報（位置・状態等）を貨物システムに登録する為の
入力・送信機器。主に松下電器の機器を採用。

荷物の情報を管理する当社の中核と
なるシステム。安定稼動を重視し
NEC・HPのホストコンピュータを採用。

請求・決算等費用に係わる金意及
び送り状の発行・管理を行うシステ
ム。主にIBMを採用。

請求書 運賃明細書送り状

④④顧客系システム顧客系システム
顧客とのデータ交換・情報提供サービ
スを行うシステム。主にＮＥＣのサーバ
によるオープンシステムを採用。

②②業務系システム業務系システム

インターネット・専用線インターネット・専用線

営業店

顧客

社内の業務効率化を目的として構
築されたシステム。システム毎に
柔軟にベンダーを選定し採用。

・グループウェアシステム（ＩＢＭ）
・顧客応対支援システム（日立）

・統合DBシステム（ＮＣＲ）

・運行管理支援システム（ＯＢＩＣ）
・統一人事システム（ＯＢＩＣ）

・購買・備品管理システム（ＮＥＣ）
・ISO品質管理システム（東計電算）

消費者

社内ネットワーク社内ネットワーク

荷物情報
送り状

請求書発行

データ交換
情報提供

情報連携情報連携

◆２．システム概要
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TCP/IP技術の利用による全国ネット
ワーク化。回線にはNTTの専用回線（
ＨＳＤ）サービスを利用。

専用回線を高価なＨＳＤから安価な
デジタルアクセス（D A）サービスに変
更し、コスト抑制を実施。

距離に依存しないI P-VPNサービス
を利用し、コスト抑制を実施。営業
店が直接I P-VPNに接続することで
耐障害性も向上。

業務量の増加に伴い、NTTの新サー
ビスメガデータネッツ（ＭＤＮ）の採用
により、主要営業店を増速。

～2000年中旬

佐川コンピューター・システム
（集中情報処理センター）

ツリー型のネットワーク構成
（距離に依存したコスト体系）

フラット型のネットワーク構成
（距離に依存しないコスト体系）

2000年中旬～ 2001年中旬～ 2003年中旬～

TCP/IPの採用 安価なサービスへの移行 ＩＰ－ＶＰＮの採用 新高速サービスの採用

ＨＳＤ：ＮＴＴの専用線サービス。
ＤＡ： 同一地域内の安価な専用線

サービス。

ＩＰ－ＶＰＮ：インターネット技術を用いた
企業専用ネットワーク

ＭＤＮ： ＮＴＴの安価な新サービス。
光ファイバー回線を利用。

ネットワーク変遷

128～256Kbps法人店

64Kbps

2M～9M

営業店

SCS、支社
0.5M～1.5Mbps法人店
128K～0.5Mbps

2M～33M

営業店

SCS、支社

128～512Kbps法人店

128Kbps

2M～9M

営業店

SCS、支社
128～512Kbps法人店

128Kbps

2M～33M

営業店

SCS、支社

支社

法人店

支社

法人店 法人店 法人店

営業店 営業店 営業店 営業店 営業店 営業店 営業店 営業店

上位拠点の障害が
下位拠点に影響

佐川コンピューター・システム
（集中情報処理センター）

法人店 法人店

法人店 法人店

営業店

営業店
営業店

営業店 営業店
営業店

営業店

営業店

IP-VPN

支社支社
障害が他拠点に

波及しない

◆２．システム概要
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全ての支社・営業店を
ＩＰ－ＶＰＮ網にて接続

北海道支社

東北支社

東京支社
（勝島センター）

大井センター

越谷センター
北陸支社

中京支社
大阪支社

京都ＳＣＳ*

四国支社

中国支社
九州支社

常に最新のネットワーク技術を導入

IP-VPN網

九州支社

ATM
５Ｍbps

四国支社

ATM
２Ｍbps

中国支社

ATM
２Ｍbps

大阪支社

ATM
７Ｍbps

京都ＳＣＳ

ATM
３３Ｍbps

北陸支社

ATM
２Ｍbps

中京支社

ATM
８Ｍbps

東京支社

ATM
１３Ｍbps

越谷センター

ATM
３Ｍbps

大井センター

ATM
８Ｍbps

東北支社

ATM
６Ｍbps

北海道支社

ATM
２Ｍbps

IP-VPN網を異なる
キャリアで２重化

（日本テレコム・NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）

メガデータネッツ
0.5～1.5Mbps

営業店 ・・・営業店営業店

IP-VPN網

佐川急便
専用

ネットワーク

最新ネットワーク◆２．システム概要
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貨物系システム例

貨物追跡システム
インターネットお荷物問合せサービス
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貨物追跡入力ポイント

お客様よりお預りした荷物の通過情報を５ポイントで管理し、データ蓄積を行っています。

ＰＤＴ編集サーバ

貨物追跡データベース
ＰＤＴ情報

貨物追跡データベース
ＰＤＴ情報

①集荷①集荷 ③積込③積込 ⑥配達完了⑥配達完了⑤持出⑤持出④到着降④到着降

集荷店 配達店 荷受人様荷送人様

PDT
(Portable Data Terminal)

DoPa網
佐川急便ネットワーク

◆２．システム概要
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車載端末からの配達完了情報送信

配達完了
入力

佐川急便
貨物データベースへ

専
用
線

NTTドコモ

送信後約５分で情報反映車に戻る
時間

業界初！！

携帯電話を内蔵したDopa対応
新型送信機を導入

配達完了情報はトラックからドコモのパケット通信網（DoPa）を利用して送信しています。

PDT ペン型PDT

車内の機器に
セット

１５分ごとに
送信

◆２．システム概要
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ｲﾝﾀｰﾈｯﾄお荷物問合せｻｰﾋﾞｽ

配達受領印要求サービス配達完了Ｅ－ｍａｉｌサービス

佐川急便配達完了 E- mailサービス

配達は完了致しました。

お問い合せ番号
3667324791
配達日時
2000/03/11 14:52
配達店
千代田店

配達ﾒｰﾙ予約日時
2000/03/11 10:00

ご利用ありがとうございました。

佐川急便 Web 受領印サービス

2000/05/22   10:52:30

ご送付先 ネットショップ 田畑 様
ＦＡＸ 0661231234
ご依頼者 サイトウェーブ井上 様
ＴＥＬ 0312345678
お問合せ番号 001234567890
出荷日 2000 年0 5月19 日

ご利用ありがとうございました。
※ ご不明な点がございましたら、最寄の佐川
急便営業所までご連絡下さい。

市
川配達中

FAXにて受領印イメージを提供ご指定のE-mail
アドレスに配達完
了通知を送信

荷物の状況を確認

ホームページ

佐川急便ホームページ

http://www.sagawa-exp.co.jp

ブラウザ対応携帯電話

お問い合わせ番号

荷物お問い合せサービス

佐川急便ホームページやブラウザ対応携帯電話より貨物問合せが可能です。

H”Link

J-web

ブラウザ対応携帯電話

固定電話

i モード iMENU
メニュー
リスト

くらしの情報 佐川急便

Vodafone Live!

カテゴリで探す ライフ 荷物追跡 佐川急便ａｕ

メニューリスト くらし・健康 宅配・郵便 佐川急便

コンテンツ
サービスメニュー

便利/辞書 佐川急便

J-web
メインメニュー

家庭生活 佐川急便

携帯電話

配達完了

◆２．システム概要
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

平成13年度 平成14年度 平成15年度

インターネットお荷物問い合わせ推移

インターネットお荷物お問合せ推移
※件数にはインターネットの他にブラウザ対応携帯電話（iモード、ＥＺｗｅｂ、Vodafone、

H“LINK）・固定電話（J-WEB）を含みます。

（万件）

平成15年12月度では
200万件／月を突破

◆２．システム概要
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業務系システム例

統合グループウェア
顧客応対支援システム

Page 18All rights Reserved,Copyright SAGAWA Express co.,ltd 

統合グループウェアの特徴

基幹システムとの連携

● ホストより
データ提供

日報公開（出来高 / 取分
/ 利益 / 路線）

各業務システムとの連携

● 各業務サーバへの
リンク（メニュー）の
提供

ＩＤ、ﾊ゚ｽﾜー ﾄ゙の
自動引渡機能

外部とのコミュニケーション

● 電子メールによる
送受信 モバイル環境での接続

● 国内 ・海外からの
インターネットを使用
した接続

（ISDN / アナログ回線 / 携帯 / PHS /
FOMA / AirH’/ ADSL等の常時接続）

社内からの接続

● 急便本社
● 支社
● 営業店
● ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社
● 関連会社

からの接続

システムのメリット

・企業意志の共有・統一
・メール・スケジュール閲覧による業務
効率化

・情報共有（文書管理システム）
・事務手続きの効率化（ワークフロー）

当社ではグループウェアシステムを構築し、社員の情報共有を図っています。

◆２．システム概要



10

Page 19All rights Reserved,Copyright SAGAWA Express co.,ltd 

佐川急便の統合グループウェア

（ｸ゙ﾙー ﾌ゚ )ｽｹｼﾞｭｰﾙ

(ｸﾞﾙｰﾌﾟ )ToDo

会議招集

個人ｱﾄﾞﾚｽ帳

ﾒｰﾙ

社員間のｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ･
ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの生産性
向上を図ります。

社員間のｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ･
ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの生産性
向上を図ります。

基本
コンポーネント

会議室

社用車

携帯電話

社員と施設管理者の
面倒な予約業務を簡
素化します。

社員と施設管理者の
面倒な予約業務を簡
素化します。

予約系
コンポーネント

会長訓示

社長訓示

本社通達/営業通知

標準規程集

広報ﾆｭｰｽ

管轄部門からの情報
提供をｽﾋﾟー ﾄﾞｱｯﾌﾟし、
全社員のﾍﾞｸﾄﾙを合
わせ、意識統一を推
進します。

管轄部門からの情報
提供をｽﾋﾟー ﾄﾞｱｯﾌﾟし、
全社員のﾍﾞｸﾄﾙを合
わせ、意識統一を推
進します。

掲示板系
コンポーネント

経営方針

スローガン

支社 営業店本社

ドライバー
管理職
事務職

グループ会社

*未リリース

文書管理システム

提案書*

議事録

申請用添付文書*

文書
DB

社員が所有する有益な情報を格
納し、公開／情報共有することで、
会社全体の品質向上とﾅﾚｯｼﾞﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄを促進します。

社員が所有する有益な情報を格
納し、公開／情報共有することで、
会社全体の品質向上とﾅﾚｯｼﾞﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄを促進します。

文書の承認フローは未導入
（今後の対応 －文書管理シ
ステム承認フロー－参照）

出来高日報

取分日報

利益日報

路線経費日報

紙ﾍﾞｰｽの実績帳票を
電子化し、ﾀｲﾑﾘｰな
情報提供を図ります。

紙ﾍﾞｰｽの実績帳票を
電子化し、ﾀｲﾑﾘｰな
情報提供を図ります。

日報系
コンポーネント

システム連携

出張申請

旅費精算

備品購入申請*

交際費申請

稟議*

申請業務をｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯ
ﾌ゚し、BPRを促進しま
す。

申請業務をｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯ
ﾌ゚し、BPRを促進しま
す。

ワークフロー
コンポーネント

交際費精算

◆２．システム概要
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グループウェアの展開範囲

佐川コンピューター・システム
佐川自動車工業株式会社
佐川通関株式会社
東日本運輸興業株式会社
近畿自動車運送株式会社
九州運送株式会社
佐川航空株式会社
佐川サポートサービス株式会社
首都圏運輸株式会社
佐川ネットサービス株式会社
佐川引越センター株式会社
情報計算システム株式会社
ヒッツエクスプレス株式会社
佐川車体株式会社
株式会社佐川ロジテック大阪

支社

営業店

本社

・・・

・・・

本社各部・各課本社各部・各課

グループ会社
・・・

佐川物流サービス株式会社
佐川印刷株式会社
アスコム株式会社
サムアート
佐川急便グループ健康保険組合
佐川急便グループ厚生年金基金
協同組合佐川急便グループ
佐川交通社会財団
佐川留学生奨学会
佐川国際経済協力会
佐川がん研究助成振興財団
佐川美術館
レークさがわ
瀬戸内パーク

各営業店各営業店

所属全員が利用可能

店長
営業店 営業責任者
カスタマーサービス責任者
が利用可能
他は申請により登録

申請により登録

グループウェア利用範囲 約6,300人強がグループウェアを利用

営業店設置端末による
ドライバーとの情報共有も

実施予定

◆２．システム概要

九州支社 四国支社 中国支社
大阪支社 北陸支社 中京支社
東京支社 東北支社 北海道支社

各部・各課

九州支社 四国支社 中国支社
大阪支社 北陸支社 中京支社
東京支社 東北支社 北海道支社

各部・各課



11

Page 21All rights Reserved,Copyright SAGAWA Express co.,ltd 

CTIｺｰﾙｾﾝﾀｰｼｽﾃﾑ「総合受付ｼｽﾃﾑ」

お客様お客様 電話受付センター電話受付センター

お客様の声

的確な回答

情報連携

ＭＣＡ以外の通信インフラに対応

ＭＣＡ無線

ＤｏＰａ

ｉ－ｍｏｄｅ

電話受付拠点の集約化

ＣＴＩ技術を使用してお客様からの電話受付サービス品質を向上します。

営業店Ａ営業店Ａ

営業店Ｃ営業店Ｃ営業店Ｂ営業店Ｂ

営業店毎の受付営業店毎の受付 総合受付センター総合受付センター

・集荷受付業務以外の問合せ、クレームに
対応可能なＣＴＩを利用したシステム構築

・集荷・業務連絡をドライバーへ伝える
情報伝達、システム構築

集荷業務完了履歴

メニュー0戻る

時間 荷主8件
1105* 磯子製作所
1101*  ｸﾚｼﾞｯﾄﾌｧｲﾅ
1100? 横浜環境ｴﾝ
1056* 横浜ﾚｰｻﾞｵｰ
1025* ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ
1019* 東西興業
1001* 航空財団
0905* 横浜ﾃﾚｺﾑ

電話受付業務の
サービスレベル均一化

お客様からの電話受付サービス品質の標準化を図りお客様からの電話受付サービス品質の標準化を図り

顧客サービスの向上を目指すシステム展開顧客サービスの向上を目指すシステム展開

◆２．システム概要
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集荷・不在再配達業務概要

お客様

ＰＣ
携帯電話

インターネットによる
集荷・再配達受付

電話による
集荷・再配達受付

携帯電話

ＭＣＡ無線機
（アナログ・デジタル）

顧客応対支援システム

④オペレーター受付

自動受付装置

③集荷・不在
自動受付

不在
管理

①集荷・再配達依頼

②依頼可否通知

⑦ドライバー連絡
⑧お客様依頼の可否返答

⑦ドライバー連絡

⑧お客様依頼の可否返答

ＰＤＴ
（不在・配達完了入力）

⑤不在・配達完了データ

《カスタマー集荷不在業務》
・ドライバー連絡
・お客様依頼の履行確認
・お客様連絡

新ＳＤＩシステム

集荷
管理

④オペレーター受付

②依頼不可通知
（電話）

Mcamic1

Mcamic3

無線指令局

トラック・ドライバー

お客様より寄せられる集荷・不在再配達情報は、顧客応対支援を通してドライバーのiモード対応携帯電話に表示されます。

今後サービス予定
配達時に不在入力顧客から寄せられる集荷

情報・不在再配達情報を
管理し、ドライバーへ通知

◆２．システム概要
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◆ 通信販売業界の伸びと現状◆ 通信販売業界の伸びと現状
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ﾒｰｶｰﾒｰｶｰ

一次卸一次卸

二次卸二次卸

小売小売

消費者消費者

通通 販販

小売における販売チャネルの変化小売における販売チャネルの変化

今までの販売はメーカーから卸、卸から小売店そして消費者という流通で販売フローが構成され
ていた、しかし昨今の業績低迷及び消費者の購買意欲を向上させる販売の手段として、メーカー、
卸、小売それぞれが通信販売という販売チャネルに参画している企業が増加している。これは通
信販売業界で専業はもちろん、副業及び兼業の企業が年々増加してる事でも現れている。

今までの販売はメーカーから卸、卸から小売店そして消費者という流通で販売フローが構成され
ていた、しかし昨今の業績低迷及び消費者の購買意欲を向上させる販売の手段として、メーカー、
卸、小売それぞれが通信販売という販売チャネルに参画している企業が増加している。これは通
信販売業界で専業はもちろん、副業及び兼業の企業が年々増加してる事でも現れている。

◆３．通信販売業界の伸びと現状
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小売業販売総額

年度 億円 億円 成長率

1992 1,461,700 18,400 4.50% 1.26%

1993 1,433,280 19,100 3.80% 1.33%

1994 1,448,230 20,000 4.70% 1.38%

1995 1,446,770 21,100 5.50% 1.46%

1996 1,459,200 22,300 5.70% 1.53%

1997 1,453,000 22,000 -1.30% 1.51%

1998 1,434,940 21,800 -0.90% 1.52%

1999 1,414,500 22,700 4.10% 1.60%

2000 1,391,320 23,900 5.30% 1.72%

2001 1,360,870 24,900 4.20% 1.83%

（日本通信販売協会調べ）

通販業売上高（推移） 通販シェア

日本の小売業に占める通販マーケットの割合推移

（商業販売統計年報・・・発行（財）経済産業調査会）

日本の小売市場規模に占める通販業界の売上高構成比をみると、顕著に伸びてい
る事がわかる。特に１９９６年以降は小売業販売の総額が減少しているにもかかわら
ず、通販業の売上は増加している、これはインターネットの普及も合わせて、新しい
販売チャネルへの変化が大きな要因の一つである事が伺える。

日本の小売市場規模に占める通販業界の売上高構成比をみると、顕著に伸びてい
る事がわかる。特に１９９６年以降は小売業販売の総額が減少しているにもかかわら
ず、通販業の売上は増加している、これはインターネットの普及も合わせて、新しい
販売チャネルへの変化が大きな要因の一つである事が伺える。

◆３．通信販売業界の伸びと現状
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２００２年度の通信販売業界全体の売上高は、推計で２兆６，３００億円となっており、
この１０年間で約１．５倍に拡大している。
２００２年度の通信販売業界全体の売上高は、推計で２兆６，３００億円となっており、
この１０年間で約１．５倍に拡大している。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

億
円

年度別通販売上高 19,100 20,005 21,100 22,300 22,000 21,800 22,700 23,900 24,900 26,300

1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

（第２０回通信販売企業実態調査より抜粋）

◆３．通信販売業界の伸びと現状
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２００１年度の通信販売利用率を見ると、世帯利用率（アンケート回答者の属する世帯の中に
利用者が１人以上いる割合）が８１．５％、個人利用率（アンケート回答者自身が利用してる場
合）が６７．０％である。いずれの年であっても世帯利用率は過半数となっている。下記グラフ
からも利用率は増加傾向にあり、通信販売が普及し、消費者にも受け入れられて、定着してい
る様子がうかがえる。

２００１年度の通信販売利用率を見ると、世帯利用率（アンケート回答者の属する世帯の中に
利用者が１人以上いる割合）が８１．５％、個人利用率（アンケート回答者自身が利用してる場
合）が６７．０％である。いずれの年であっても世帯利用率は過半数となっている。下記グラフ
からも利用率は増加傾向にあり、通信販売が普及し、消費者にも受け入れられて、定着してい
る様子がうかがえる。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

（
％

）

世帯利用率 53.9 58.4 62.2 52.0 61.3 56.9 61.6 65.9 81.5

個人利用率 33.3 34.2 36.4 32.2 40.5 36.9 40.0 51.5 67.0

1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

通信販売利用率

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

◆３．通信販売業界の伸びと現状
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通信販売年間利用回数

0

1

2

3

4

5

（
％
）

全体 3.5 3.9 3.9 3.6 4.0 3.4 3.6 3.7 4.1

女性 3.5 4.2 3.9 4.0 4.2 3.6 3.8 3.9 4.4

男性 3.5 3.6 3.9 2.7 3.5 3.0 3.0 3.4 3.6

１９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

年間に通信販売を利用する回数は９年前も現在も大きな変化は見られない。性別利用回数は
女性の方が男性より積極的に通信販売を利用している事がわかる。
年間に通信販売を利用する回数は９年前も現在も大きな変化は見られない。性別利用回数は
女性の方が男性より積極的に通信販売を利用している事がわかる。

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

◆３．通信販売業界の伸びと現状
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通信販売年間利用額

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

（
円

）

全体 52,000 53,000 38,000 47,000 42,000 47,000 43,000 51,000

女性 49,000 45,000 38,000 45,000 42,000 48,000 41,000 48,000

男性 55,000 62,000 39,000 50,000 43,000 46,000 45,000 58,000

１９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

年間に通信販売を利用する金額は、性別利用回数が女性の方が男性より多かったにも係わ
らず、ほとんどの年で男性の利用額が高かった。この事から男性の利用単価が高い事が推測
される。

年間に通信販売を利用する金額は、性別利用回数が女性の方が男性より多かったにも係わ
らず、ほとんどの年で男性の利用額が高かった。この事から男性の利用単価が高い事が推測
される。

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

◆３．通信販売業界の伸びと現状
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◆ 通信販売業界の課題とリスク◆ 通信販売業界の課題とリスク
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通信販売企業の課題

48.2

38.1

36.7

35.0

25.2

19.5

18.6

15.5

14.6

13.3

12.4

0 10 20 30 40 50 60

新規顧客の確保

利益確保

独自性の高い商品

売上高確保

既存顧客の維持

顧客対応/クレーム処理

コストの削減

売れ筋商品

人材の確保/教育

顧客ニーズの把握

在庫品

（％）

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）
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る
。

通
信
販
売
企
業
が
自
社
の
課
題
と
し
て
認
識
し
て

い
る
上
位
の
内
容
は
、
「
新
規
顧
客
の
確
保
」、「利

益
の
確
保
」、「売
上
高
の
確
保
」で
、
消
費
者
の
顧

客
満
足
に
よ
る
売
上
増
と
コ
ス
ト
削
減
等
に
お
け

る
利
益
の
確
保
を
大
き
な
課
題
と
考
え
て
い
る
。

顧
客
満
足
に
よ
る
売
上
拡
大
／
コ
ス
ト
削
減
に
よ
る
利
益
確
保

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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MIN第21回アンケート「買い物行動とインターネット・
ショッピングに関するアンケートⅣ調査結果」

(株)情報通信総合研究所より
（http://www.commerce.or.jp/）

代金引換

個人情報が漏えいする
のではないかという不安

支払いのトラブルが不安
（商品が届かない等）

インターネットショッピングでは
代引の利用が増えてきている！
インターネットショッピングでは

代引の利用が増えてきている！

ECビジネスの問題と利用される決済手段

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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代金回収方法

分割前払い
一括前払い
着払い
一括後払い
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代金回収方法

分割前払い
一括前払い
着払い
一括後払い
分割後払い

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

代金回収方法に関しては、１０年前から現在も大きく変わる事なく、一括後払いが約半数を占め
ており、次に多いのが着払いで約３割を占めている。分割は前払いも後払いも１割を切っている
のは、商品単価が低い事も起因している。

代金回収方法に関しては、１０年前から現在も大きく変わる事なく、一括後払いが約半数を占め
ており、次に多いのが着払いで約３割を占めている。分割は前払いも後払いも１割を切っている
のは、商品単価が低い事も起因している。

商品代金回収方法

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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代金回収手段

銀行振込

郵便振替

クレジットカード

代金引換
ＣＶＳ

その他
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代金回収手段

銀行振込

郵便振替

クレジットカード

代金引換
ＣＶＳ

その他

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

代金回収手段では、郵便振替が最も多くなっている。これは手数料が安く、地域を問わず存在し
ている事が要因。続いては代金引換で年々増加の傾向にある。又、全国にコンビニが増加してい
る事でその窓口による決済利用が急増している。

代金回収手段では、郵便振替が最も多くなっている。これは手数料が安く、地域を問わず存在し
ている事が要因。続いては代金引換で年々増加の傾向にある。又、全国にコンビニが増加してい
る事でその窓口による決済利用が急増している。

商品代金回収手段

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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代金回収コストの割合

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

（
％

）

代金回収コストの割合 2.0 3.1 3.4 2.4 3.7 3.7 2.9 2.5 3.5 2.7 2.3

１９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

通信販売売上高に対する商品代金回収費用の割合は、２～４％の範囲で推移しており、１０年間
で大きな変動傾向は見られない。しかし１９９９年以降は各企業で回収方法等の改善により若干
なりとも減少の傾向が見られる。（ほぼ固定化していると考えられる）

通信販売売上高に対する商品代金回収費用の割合は、２～４％の範囲で推移しており、１０年間
で大きな変動傾向は見られない。しかし１９９９年以降は各企業で回収方法等の改善により若干
なりとも減少の傾向が見られる。（ほぼ固定化していると考えられる）

商品代金回収コスト（売上高比）

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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代金回収コスト（概算）
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代金回収コスト（概算） 570 649 480 781 825 638 545 795 645 573

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

商品代金回収コスト（売上高からの概算）
売上高に対する代金回収費用の比率から回収費用を算出すると、１０年間の平均で年間費用約
６５０億円の回収費用をかけている事が推測される。
売上高に対する代金回収費用の比率から回収費用を算出すると、１０年間の平均で年間費用約
６５０億円の回収費用をかけている事が推測される。

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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売上高に対する貸倒れ率
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貸倒れ率 0.5 0.4 0.4 0.3 0.3 0.4 0.4 0.6 0.4 0.4 0.4

１９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

売上高に対する貸倒れ率
通信販売売上高に対する貸倒れ金額の割合は、１０年間を通しても０．３～０．６％の範囲で推移
している。
通信販売売上高に対する貸倒れ金額の割合は、１０年間を通しても０．３～０．６％の範囲で推移
している。

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

貸倒れ金額（概算）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（
百
万
円

）

貸倒れ金額（概算） 7,360 7,640 6,002 6,330 8,920 8,800 13,080 9,080 9,560 9,960

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

貸倒れ金額（売上高からの概算）
通信販売売上高に対する貸倒れ金額を算出すると、１９９８年を除いても１９９４年以降から増加
の傾向にある、割合はほぼ横ばいになっているものの、売上の拡大に伴い貸倒れの金額は徐々
に増えている事がわかる。

通信販売売上高に対する貸倒れ金額を算出すると、１９９８年を除いても１９９４年以降から増加
の傾向にある、割合はほぼ横ばいになっているものの、売上の拡大に伴い貸倒れの金額は徐々
に増えている事がわかる。

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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回収コストと未回収金
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（
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回収コスト 570 649 480 781 825 638 545 795 645 573

未回収金額 74 76 60 63 89 88 131 91 96 100

回収コストと未回収金 644 725 540 844 914 726 676 886 741 673

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

回収コストと貸倒れ額（売上高からの概算）
通信販売業界での商品代金回収に伴うコストと貸倒れ金額をトータルすると。１０年間の平均で
年間約７３６億円の回収リスクが発生していると考えられる。
通信販売業界での商品代金回収に伴うコストと貸倒れ金額をトータルすると。１０年間の平均で
年間約７３６億円の回収リスクが発生していると考えられる。

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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回収コストと未回収金の売上に対する比率

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

売上に対する比率 3.5% 3.8% 2.7% 4.0% 4.1% 3.3% 3.1% 3.9% 3.1% 2.7%

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

通信販売売上高に対する代金回収リスクの割合は、ほぼ固定として２．７％～４．０％のコストと
してかけられている事がわかる。
この比率を下げる事が、利益確保の一端を担う。

通信販売売上高に対する代金回収リスクの割合は、ほぼ固定として２．７％～４．０％のコストと
してかけられている事がわかる。
この比率を下げる事が、利益確保の一端を担う。

回収コストと貸倒れ額の売上に対する比率

◆４．通信販売業界の課題とリスク
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◆ 弊社のＥＣ戦略

eコレクトの内容と現状

◆ 弊社のＥＣ戦略

eコレクトの内容と現状
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《 通販業者様 》
が求めるもの

《 通販業者様 》
が求めるもの

《 佐川急便 》
に出来る事

《 佐川急便 》
に出来る事

販売価格と利益追求販売価格と利益追求販売価格と利益追求

販
売
コ
ス
ト
削
減
提
案

販
売
コ
ス
ト
削
減
提
案

顧
客
満
足
の
追
求

顧
客
満
足
の
追
求

Collaboration
Win-WinWin-Win

◆５．佐川急便のＥＣ戦略

～顧客への価格支援～
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カード決済サービス

【利用可能カード会社】

従来の代金引換サービスに加え、ドライバーの携帯する決済端末によるデビットカード・クレジットカード決済を追加。購
入者の軒先でクレジットカード・デビットカード決済が可能です。インターネットショッピングではクレジットカード番号をイン
ターネット上に流さない、商品を受け取る際に決済を行うことで安全な決済を購入者に提供します。

システムのメリット
購入者様

・支払いの選択肢が増える。

・大手クレジットカード会社に対応、24時間いつでも
利用可能。

・ドライバーの目の前での決済のため、安心感が得られ
る。

ショップ様
・代引金額の入金サイクルが迅速化（最短３日）。
・特別な加盟店契約が要らずコストを安く押さえられる。

クレジット手数料 カード決済手数料
代引金額の

4.0％

デビット手数料 カード決済手数料
下限

上限
50円
150 円

代引金額の

2.0
％

【支払い方法】

【カード決済手数料】

一括払い リボ払い 分割払い

【カード決済端末】

e-コレクトサービスの利用で

Oki Doki ポイントが６倍に！

e-コレクトカードで更にお得！

◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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荷受人様 荷送人様

代引回収金額から、諸手数料（代引手数料・印紙税等）の相殺後、お客様の口
座へ代引金を入金します。諸手数料を事前に相殺することにより、お客様の入
出金管理の煩わしさを解消します。

代引回収金

代引金

代金回収代金回収

デビット
クレジット
現金

荷物の配達と同時に、お客様の配達商品の代金を集金代行致します。通信販売
をはじめとするお取り引きに御利用頂けます。

入金サイクルの短縮！
佐川急便が代引金を立替えて入金
致します。

佐川急便

商品代金の集金代行業務

e-コレクトの内容と現状

代引配達

◆５．佐川急便のＥＣ戦略

商品の集荷
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決済
情報

配達

情報処理
センター

NTTドコモ

DoPa通信機能内蔵
携帯決済端末

消費者

佐川急便

DoPa網

代金回収時
に決済

クレジット会社
金融機関

与信確認！
決済情報送信！

通販・オンラインショップ
等で商品購入

販売店
販売企業

代金回収代行業務

代引手数料等相殺後入金

クレジット手数料
相殺後入金

お届け先でカード決済を行うことにより、インターネットショッピングではカード番号を
ネット上に流さずに、安心してカード決済がご利用頂けます。

ビジネスモデル特許出願済み

カード決済情報の流れ◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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お振込み周期（キャッシュフローの改善）

土金木水火月日土金木水火月日
標準ｻｰﾋﾞｽ標準ｻｰﾋﾞｽ

金木水火月日土金木水火月日土
立替ｻｰﾋﾞｽ立替ｻｰﾋﾞｽ

経理入金確認経理入金確認経理入金確認

指定口座振込指定口座振込指定口座振込

経理入金確認経理入金確認経理入金確認

指定口座振込指定口座振込指定口座振込

貨物発送日貨物発送日貨物発送日

指定口座振込指定口座振込指定口座振込

代引金額のお振込みは、火曜日から木曜日までの入金確認分を翌週水曜日に、金曜日から翌週
月曜日までの入金確認分を金曜日にお振込み致します。

立替ｻｰﾋﾞｽの場合は、金曜日までに発送されたものを翌週水曜日にお振込み致します。

但し、振込日及びその前日が金融機関休業日の場合は、翌営業日のお振込みとなります。
（連休、年末年始を除く）

回収後入金回収後入金

未回収でも立替えて入金未回収でも立替えて入金

◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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領収書の発行について

e-コレクトサービスでは配達時には荷送人様に代わって領収書を発行いたします。

荷物に貼り付けられた代引
金額領収書（送り状）が領収
書になります。

お届先様荷送人様

代引金額領収書

東京都 江東区 新砂２－１－１

○×企画株式会社
通販事業部

０３－３６９９－ＸＸＸＸ

東京都 世田谷区 天神３１０２
コーポ世田谷５０１

佐川 花子
０３－１２３４－ＸＸＸＸ

領 収 書
14 年 ８月２８日

¥ ３２０００

1
14 8 27

佐
川

◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

e-コレクトサービス取扱件数実績推移①

平成13年度の取扱件数合計：約1888万1000件（4月～3月累計）１日平均 約51728件

平成平成1414年度の取扱件数合計：約年度の取扱件数合計：約27482748万万70007000件（件（44月～月～33月累計）月累計）１日平均１日平均 約約7530675306件件

前年比

145.6%

前年比

140.6% 前年比

148.8%

前年比

148.3%

前年比
149.1%

前年比
161.2% 前年比

133.9%

前年比

123.6% 前年比

129.5%

前年比

138.9%

前年比

133.9%

前年比

125.0%

前年比
124.4% 前年比

130.1%

前年比

129.4%
前年比

141.8%

前年比

135.2%

前年比

143.4%

前年比

151.3%

前年比
155.2%

前年比

154.4%

平成１2年度の取扱件数合計：約1096万7000件（7月～3月累計）１日平均 約40026件

500

1000

1500

2000

2500

平成１２年度の１平成１２年度の１..８８倍！８８倍！
平成１３年度の１平成１３年度の１..４６倍！４６倍！

平成１２年度

平成１4年度

平成１3年度

3000
平成１５年平成１５年1010月度現在月度現在

累計で１累計で１..４５倍！４５倍！
21492149万万22千件千件

◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

平成13年度の決済金額合計：約3133億9000万円（4月～3月累計） １日平均 約8億5860万円

e-コレクトサービス決済金額実績推移①

5000

10000

20000

15000

25000

30000

35000

40000

45000

50000

前年比

130.1%

前年比

148.9%

前年比

145.8%

前年比

145.6%
前年比
147.0%

前年比
138.8%

前年比

145.9%
前年比

138.9%

前年比

140.3%前年比
147.1%

前年比
145.2%

前年比

148.1%

平成１2年度の決済金額合計：約1805億1000万円（7月～3月累計） １日平均 約6億5879万円

平成平成1414年度の決済金額合計：約年度の決済金額合計：約45014501億億20002000万円（万円（44月～月～33月累計）月累計） １日平均１日平均 約約1212億億33203320万円万円

前年比

135.6%
前年比

110.6%

前年比

198.8%

前年比
152.7%

前年比
133.7%

前年比

145.4%

前年比

136.9%

前年比

128.1%

前年比
130.6% 前年比

132.7%

前年比

122.8%

前年比
125.6%

平成１２年度の１平成１２年度の１..８７倍！８７倍！
平成１３年度の１平成１３年度の１..４３倍！４３倍！

平成１２年度

平成１4年度

平成１3年度

平成１５年度

◆５．佐川急便のＥＣ戦略

Page 50All rights Reserved,Copyright SAGAWA Express co.,ltd 

1,763 1,678

1,955

2,230 2,264

1,984

2,340

2,129

2,488

2,777 （千件）

1,433

1,826

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2002年 e-コレクトサービス代引件数実績推移

２００1年度の1.３９倍！

（千件） 2002年のｅコレクト決済件数総合計：約2486万9000件（1月～12月累計）
2002年のクレジット決済件数合計： 約384,000件（1月～12月累計）
2002年のデビット決済件数合計： 約21,000件（1月～12月累計）

前年比

125.0%
前年比

124.5%
前年比

130.1%
前年比
149.1%

前年比

140.6%
前年比

135.2%
前年比
148.8%

前年比
143.3%

前年比
148.3%

前年比

141.8%
前年比

145.6%
前年比

129.4%

前月比

76.9%

前月比

123.0% 前月比

95.2%

前月比
116.5% 前月比

93.4%

前月比

122.1%
前月比

101.5%
前月比

87.6%

前月比
117.9% 前月比

91.0%

前月比

116.9%

前月比

111.6%

◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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2002年 e-コレクトサービス決済金額実績推移

23,947

29,084
27,870

33,120
31,019

36,530 36,715

33,318

38,565

34,832

41,015

45,554 （百万円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

２００1年度の1.４倍！

（百万円）
2002年のｅコレクト決済金額総合計：約4115億7000万円（1月～12月累計）
2002年のクレジット決済金額合計： 約119億6300万円（1月～12月累計）
2002年のデビット決済金額合計： 約5億9000万円（1月～12月累計）

前年比

128.1%
前年比
145.9%

前年比

138.8%
前年比

145.9%
前年比

138.9%
前年比

140.3%
前年比

147.1%
前年比

145.2%
前年比

130.1%
前年比

128.1%
前年比

132.7%
前年比

130.6%

前月比
76.6%

前月比
121.5% 前月比

95.8%

前月比
118.8% 前月比

93.7%

前月比
117.8

前月比
100.5%

前月比
90.7%

前月比
115.7% 前月比

90.3%

前月比
117.8%

前月比
111.1%

◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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平均受注金額

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（
円

）

平均受注金額 19,600 19,600 19,700 18,000 17,800 16,700 15,000 15,400 13,800 14,700

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

平均受注金額と回収コスト

（日本通信販売協会 ＦＡＣＴ ＢＯＯＫ ２００３より抜粋）

１受注当りの回収コスト

0

100

200

300

400

500

600

700

800

（
円

）

１受注当りの回収金額 686 744 532 720 730 551 465 601 428 397

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

回収コスト

受注１件当りの平均金額は２００１年度で１４，７００円で、年々下降傾向が見られる。受注１件当りの平均金額は２００１年度で１４，７００円で、年々下降傾向が見られる。

弊社代金引換による１受注当りの平均手数料は３１９円（カード決済手数料分含む）。弊社代金引換による１受注当りの平均手数料は３１９円（カード決済手数料分含む）。

２００１年度で約０．６％
の差益

◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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《 顧客満足向上 》

１．配送リードタイム短縮
２．希望日時のお届け
３．希望決済手段の提供
４．貨物情報の提供

《 顧客満足向上 》

１．配送リードタイム短縮
２．希望日時のお届け
３．希望決済手段の提供
４．貨物情報の提供

《 利益追求 》

１．中間物流の省略
２．配送方法の見直し
３．商品代金回収代行
４．キャッシュフロー改善

《 利益追求 》

１．中間物流の省略
２．配送方法の見直し
３．商品代金回収代行
４．キャッシュフロー改善

《 佐川急便 》
に出来る事

《 佐川急便 》
に出来る事

売れる価格と利益の創造売れる価格と利益の創造売れる価格と利益の創造

付加価値配送の提供付加価値配送の提供

～顧客への価格支援～◆５．佐川急便のＥＣ戦略
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◆ ＥＣ戦略～付加価値の追求◆ ＥＣ戦略～付加価値の追求
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実務価値実務価値

ブランドブランド 記記 憶憶

顧客の価値判断顧客の価値判断

1.1.品質品質
2.2.価格価格
3.3.利便性利便性

1.1.顧客のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ認知度顧客のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ認知度
2.2.ﾌﾞﾗﾝﾄﾞに対する顧客の反応ﾌﾞﾗﾝﾄﾞに対する顧客の反応
3.3.企業としての倫理・社会的責任企業としての倫理・社会的責任

1.1.顧客への価値還元顧客への価値還元
2.2.特別な処遇特別な処遇
3.3.親近感親近感
4.4.顧客とのｺﾐｭﾆﾃｨを作る顧客とのｺﾐｭﾆﾃｨを作る
5.5.過去の経験・知識過去の経験・知識

顧客の価値判断を最大化する３要素顧客の価値判断を最大化する３要素

◆６．付加価値の追求
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顧客応対支援システム

ＰＤＴデータ
（配達未完了分） ｉモード

顧 客 応 対 支 援 シス テム

営業店 カスタマー
サービス課

Web不在再配達・
集荷依頼入力

IVR不在再配達・
集荷依頼入力

問合せ

不在再配達依頼

集荷依頼

顧客（出荷場）

貨物追跡ｼｽﾃﾑ

顧客系ｼｽﾃﾑ

配達予定データ

ドライバー

ISO品質管理ｼｽﾃﾑ

ＭＣＡ無線
（NT版SDI)

統一ＳＤＩｼｽﾃﾑ

お客様

受領印照会

貨物関連ｼｽﾃﾑ

全ての履歴を
一元管理

・不在管理
・貨物追跡システム

（お客様問合せコメント入力）
・貨物調査

（佐川メール機能）
・業務連絡機能

（営業店間連絡）
・貨物事故処理

・判取/基幹外参照
（判取提供機能含む）

・住確・口割管理
（配達未完了管理）

・問合せ履歴管理
・ＩＳＯ業務日報、是正処置入力
・お客様クレーム入力

顧客からのご依頼に対し、iモードやＭＣＡ無線によるカスタマーサービス課とドライバーとの連携を行い業務効率化を図り
ます。

今後サービス予定

◆６．付加価値の追求
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宅配事業におけるｼｽﾃﾑｲﾝﾌﾗと付加価値ｻｰﾋﾞｽ

集荷集荷 幹線輸送幹線輸送 配達配達

イーズを支える基幹システムイーズを支える基幹システム

◆◆ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ出荷支援ｼｽﾃﾑｲﾝﾀｰﾈｯﾄ出荷支援ｼｽﾃﾑ
◆◆ 全流通ﾌﾟﾛｾｽ全流通ﾌﾟﾛｾｽ EDIEDIｻｰﾋﾞｽｻｰﾋﾞｽ
◆◆ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ対応貨物追跡ｼｽﾃﾑｲﾝﾀｰﾈｯﾄ対応貨物追跡ｼｽﾃﾑ
◆◆ 配達受領印配信ｻｰﾋﾞｽ配達受領印配信ｻｰﾋﾞｽ
◆◆ 代金引換ｻｰﾋﾞｽ代金引換ｻｰﾋﾞｽ

e e -- cc oo ll ll ee cc t t ｻｰﾋﾞｽｻｰﾋﾞｽ
引越ｶｰﾄﾞ決済ｻｰﾋﾞｽ引越ｶｰﾄﾞ決済ｻｰﾋﾞｽ

◆◆ 回収向け集荷依頼ｼｽﾃﾑ回収向け集荷依頼ｼｽﾃﾑ

◆◆ 全国輸配送ﾈｯﾄﾜｰｸ全国輸配送ﾈｯﾄﾜｰｸ
◆◆ 付加価値輸送ｻｰﾋﾞｽ付加価値輸送ｻｰﾋﾞｽ
◆◆ 時間帯お届けｻｰﾋﾞｽ時間帯お届けｻｰﾋﾞｽ
◆◆ 流通ｾﾝﾀｰ（流通ｾﾝﾀｰ（SRCSRC）全国拠点）全国拠点
◆◆ 流通加工ｻｰﾋﾞｽ流通加工ｻｰﾋﾞｽ
◆◆ 3 P L 3 P L ・・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
◆◆ 総合ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ総合ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

集荷先 集荷店 配達店 お届先

◆６．付加価値の追求
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ｅコレクトユーザーの照会リンクサイト＜ｅコレクトナビ＞企画展開中

現在ｅコレクトユーザーとして登録頂いている顧客に、新たな販売チャネルを提供する事で、ｅコレクトサービス
の拡販を促進。また、販売者側と消費者側の接点を構築する事で双方の利便性、簡易性を確保。また、サイト
そのものにも付加価値の付与を企画、検討。～オンライン決済・送り状発行等の連動～

ｅコレクトユーザーを対象に、ポータルリンクサイトを開設する事により、
ｅコレクトユーザーと消費者の接点の場を提供。 平成１４年度９月より展開

ショッピングのしやすさはもちろん、ｅ
コレクトカードの得点を考慮した
リンクサイトの提供

ショッピングのしやすさはもちろん、ｅ
コレクトカードの得点を考慮した
リンクサイトの提供

インターネットビジネスには欠か
す事の出来ない物流、決済、情
報インフラ全てのスキームを提
供

～イーズ～ との連動
e‐Commerce  Business  Solution

ee--コレクトナビゲーションコレクトナビゲーション

◆６．付加価値の追求
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サービスのメリット
・顧客手持ちのWindowsパソコン・プリンタ
で、簡単に送り状の発行が可能。

・Excelや顧客システムにて作成した出荷
情報のe飛伝への取り込みが可能。
（CSVファイル取り込み機能）。

・e飛伝の画面から簡単にインターネット貨
物問合せが可能。

・飛脚メール便ラベルの作成が可能。

STEP ３STEP ２
送り状情報の入力 レイアウト確認・印刷

STEP １
送り状入力開始

送り状作成完了！

らく楽A4送り状

インストールCD-ROM＋フロッピーディスクにて無償で提供している簡易送り状発行ソフトウェア。
出荷支援ソフトウェアの提供により、顧客の業務効率化に貢献し、且つデータ交換率を上げ、精度の高い情報サー
ビスの提供に繋げる。

多機能送り状発行ソフトの提供 － e飛伝 －

◆６．付加価値の追求
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データ返却サービスデータ返却サービス**

多機能送り状発行ソフト「ｅ飛伝」を大幅にバージョンアップし、「ｅ飛伝ver2.0」として今年5月21日よりCD-ROMの無償
配布を開始。
各種データ返却機能を強化、ｅ飛伝を利用して出荷された荷物の各種情報と出荷実績との照合など、機能強化を図っ
ています。

貨物問合せ情報貨物問合せ情報

e-コレクト（代引）情報e-コレクト（代引）情報

運賃・請求情報運賃・請求情報

*データ返却サービスご利用の場合は別途申込みが必要となりま
す。

発送実績詳細画面

e飛伝のデータ返却サービス

◆６．付加価値の追求
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ＣＶＳ店舗による商品代金決済

オムロン様運営
ASP

コンビニ

佐川急便

サプライヤ様

購入

オムロン様
開発

送り状発行
パッケージ

送り状
出力

出荷情報
貨物
情報

POSレジ

ショップ出店
インターネット

ショップ

コンビニ
払込用紙

商品代金の支払い
商品の受取り

コンビニ情報
送り状情報

出荷情報貨物情報

集荷配達

決済情報

最寄のコンビニ
での決済が可能！

オムロン様ASPと連携を行うことにより
物流サービス＋コンビニエンスストアで
の決済が可能です。

コンビニ
払込用紙

◆６．付加価値の追求
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FTP/WebEDIシステム（集荷依頼システム）

集荷依頼主よりインターネットを利用し、Webブラウザもしくは FTPにて集荷指示情報を受け、集荷店へ情報配信します。
集荷店では配信された情報を元に実集荷先の荷物を集荷し荷受人に配達します。

集荷

配達

出荷場 配達先集荷店 配達店

集荷依頼ｼｽﾃﾑ

随時

伝票発行

顧客
（集荷依頼主）

佐川急便

集荷依
頼情報

INTERNETINTERNET

★データアップロードの条件
ﾚｲｱｳﾄ：集荷依頼情報
ファイル形式：ﾌﾗｯﾄﾌｧｲﾙ形式、

ＣＳＶ形式
ファイル拡張子：.txt、.dat、.csv

FTP/FTP/WebEDIWebEDIサーサー
ババ

ユーザ認証

返却情報

出荷情報

顧客ｼｽﾃﾑ
FTP自動転送

FTPﾌﾘｰｿﾌﾄ等
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ利用 貨物情報

請求情報

ｅコレクト情報

FTPによる送信

Webブラウザによる送信
出荷
情報

PGP暗号化

顧客システム顧客システム

インターネット標準
の送信手段に対

応！

Webブラウザ
による送信

FTPコマンド
による送信

Ａ４送り状

送り状を持って集荷

オンラインで

集荷依頼伝票出力

◆６．付加価値の追求
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配達受領印FAX要求ｻｰﾋﾞｽ

配達受領印を高速スキャナで読取り、基幹システムに受領印イメージを格納します。受領印イメージはホームページからの
荷物お問い合わせにて、FAXへの出力要求が可能です。

受付可能日： 日曜日～土曜日

出力可能時間： ７時～２１時 *受付は２４時間、２１時以降の受付は翌日出力

問合せ可能期間： 荷物の出荷日より60日間

注意事項： ・ホームページ荷物お問い合わせ画面でのお客様ユーザー登録が必要 *問合せのみの場合は必要なし

佐
川

到着原票佐
川

到着原票

佐川急便

基幹システム

荷送人様

荷受人様

荷受人様より
受領印取得印

受領印

佐
川

佐
川

到着原票

各地トレースセンター

持ち帰り

公衆回線

受領印FAX 送信

発送 送信 受領印
イメージ

受領印
イメージ

受領印回収
トレースセンターへ発送

高速スキャナにより
受領印イメージを作成

受領印イメージを
データベース化

インターネット

携帯電話 佐川急便 Web 受領印サービス

2000/05/22   10:52:30

ご送付先 ネットショップ 田畑 様
ＦＡＸ 0661231234
ご依頼者 サイトウェーブ井上 様
ＴＥＬ 0312345678
お問合せ番号 001234567890
出荷日 2000 年0 5月19 日

ご利用ありがとうございました。

※ ご不明な点がございましたら、最寄の佐川急便営業所までご連
絡下さい。

佐
川

佐川急便

FAX要
求
登
録 １５分程度１５分程度

営業店（配達店）

受領印申込

ホームページ

◆６．付加価値の追求
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配達完了e-mail通知ｻｰﾋﾞｽ

配達中の荷物に対して、配達が完了した事をメールで通知するサービス。事前に必要情報を入力する事により、配達が
完了した時点で配達完了の情報を通知します。

受付可能日： 日曜日～土曜日

出力可能時間： ８時～２０時 *受付は２４時間、２０時以降の受付は翌日送信

注意事項： ・ホームページ荷物お問い合わせ画面でのお客様ユーザー登録が必要 *問合せのみの場合は必要なし

・発送日から7日間、配達完了もしくは消込が無い場合は、要確認通知を行う。

佐川急便配達完了E-mailサービス

配達は完了致しました。

お問い合せ番号
3667324791
配達日時
2000/03/11 14:52
配達店
千代田店

配達ﾒｰﾙ予約日時
2000/03/11 10:00

ご利用ありがとうございました。

佐川急便配達完了E-mailサービス

受取人様が不在です。
再配達を行います。
配達完了後、再度完了通知致します。

お問い合せ番号
3667324791
配達日時
2000/03/11 14:52
配達店
千代田店

配達ﾒｰﾙ予約日時
2000/03/11 10:00

ご利用ありがとうございました。

佐川急便配達完了E-mailサービス

下記、営業店にお問い合わせ下さい。

お問い合せ番号
3667324791
配達店
千代田店

配達ﾒｰﾙ予約日時
2000/03/11 10:00

ご利用ありがとうございました。

①正常配達完了通知 ②不在通知

④要確認通知

荷送人様

ホームページ

ブラウザ対応
携帯電話

要
求
登
録

佐
川

到着原票

荷受人様

配達完了

返信メッセージパターン

佐川急便
貨物
DB

1時間毎に
e-mail送信

◆６．付加価値の追求
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お客様

システム開発室システム開発室

佐川急便佐川急便
全国ネットワーク全国ネットワーク

ＥＤＩＥＤＩ

出荷データ・検品データ・タグデータ

入
荷

棚
入
れ

在
庫

ピ
ッ
キ
ン
グ

出
荷
検
品

付
加
加
工

発
送

海上輸送

空輸

国外メーカー 国内メーカー

輸入・通関

佐佐 川川 通通 関関

受発注の効率化、リードタイムの短縮、コストの削減など、お客様のＳＣＭへの取組み及び３PL実現を支援致します。ＥＤＩ
によるデータ交換でお客様の求める物流形態を構築します。

ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｻｰﾋﾞｽ全体ﾌﾛｰ

○企画
○発注
○納期指示

佐川流通センター（ＳＲＣ）佐川流通センター（ＳＲＣ）

インターネット
or 専用線

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

注文注文

★配達日指定
★時間帯指定
★代金回収代行

◆６．付加価値の追求
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主要ＳＲＣ拠点一覧

国内最大級の一宮ＳＲＣ

３６５日２４時間対応可能

ＳＲＣ（佐川流通ｾﾝﾀー ）拠点紹介

北海道ブロック
・札幌ＳＲＣ （２，５２８坪）

全国合計 約１００拠点

東北ブロック
・仙台ＳＲＣ （４，５８０坪）

中京ブロック
・小牧ＳＲＣ （１０，８３１坪）
・一宮ＳＲＣ （２４，１４３坪）
・岐阜各務原ＳＲＣ （３，２２４坪）
・尾張佐屋ＳＲＣ （２，９６８坪）
・浜松ＳＲＣ （３，２００坪）

北陸ブロック
・金沢ＳＲＣ （２，５２３坪）

中国ブロック
・広島ＳＲＣ （３，０００坪）

関東ブロック
・東京ＳＲＣ （１８，５４４坪）
・大井ＳＲＣ （２１，１３３坪）
・川崎ＳＲＣ （１４，１１７坪）
・東雲ＳＲＣ （２，７０２坪）
・品川営業所（５，１８５坪）
・八潮営業所 （２，２５８坪）
・大井南営業所 （４，２００坪）
・東扇島営業所 （７，２９７坪）
・ＦＡＺ営業所 （４，２３４坪）
・北東京営業所 （６，５３４坪）
・野田営業所 （２，７４６坪）
・柏営業所 （１，２７５坪）
・関宿営業所 （５００坪）
・つくばＳＲＣ （２，２０４坪）

関西ブロック
・大阪ＳＲＣ （１３，２９９坪）
・神戸ＳＲＣ （１１，３８５坪）
・箕面ＳＲＣ （８，４６４坪）
・千里ＳＲＣ （６，０８１坪）
・堺ＳＲＣ （３，７９３坪）
・藤井寺ＳＲＣ （２，８０３坪）
・明石ＳＲＣ （２，７８１坪）
・なにわＳＲＣ （２，１４４坪）
・西大阪ＳＲＣ （２，１４４坪）

・京都ＳＲＣ （４，０６８坪）

四国ブロック
・高松ＳＲＣ （２，０５０坪）

九州ブロック
・東福岡ＳＲＣ （８，５００坪）

・・・

・・・

・・・
・・・

・・・

・・・

・・・

・・・
・・・

◆６．付加価値の追求
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通信ﾌﾟﾛﾄｺﾙ通信設備

公衆回線
ISDN回 線

ISDN回 線

デジタルアクセス
回線

公衆回線
ISDN回 線

インターネット

ＪＣＡ手順

全銀手順

FTP(TCP -IP)

ＦＴＰ(TCP -IP)

Host on Demand

得意先 Ａ社

得意先 Ｂ社

得意先 Ｃ社

得意先 Ｄ社

得意先 Ｅ社

得意先 Ｆ社

Ａ社受注ﾃﾞー ﾀ

Ａ社独自ﾌｫｰﾏｯﾄ

Ｂ社受注ﾃﾞｰﾀ

Ｂ社独自ﾌｫｰﾏｯﾄ

Ｃ社受注ﾃﾞｰﾀ

Ｃ社独自ﾌｫｰﾏｯﾄ

Ｄ社受注ﾃﾞｰﾀ

Ｄ社独自ﾌｫｰﾏｯﾄ

受注取込
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

Ａ社用取込
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

Ｂ社用取込
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

Ｃ社用取込
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

Ｄ社用取込
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

Ｅ社
出庫エントリー

Ｆ社
出庫エントリー

Ｆ社出荷ﾃﾞー ﾀ

指示書・伝票
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

Ａ社納品書

Ａ社
出荷指示書

Ｂ社納品書

Ｂ社
出荷指示書

Ｃ社納品書
Ｃ社

出荷指示書

Ｄ社納品書
Ｄ社

出荷指示書

Ｅ社納品書
Ｅ社

出荷指示書

Ｆ社納品書
Ｆ社

出荷指示書

ＳＨＩＰＳＥＤＩ出荷業務概念ﾌﾛー

Ｅ社出荷ﾃﾞー ﾀ

Ｄ社出荷ﾃﾞｰﾀ

Ｃ社出荷ﾃﾞｰﾀ

Ｂ社出荷ﾃﾞｰﾀ

Ａ社出荷ﾃﾞー ﾀ

SHIPS
ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｫｰﾏｯﾄ

ＳＨＩＰＳＥＤＩ概念フロー

専用線 SNAネット

オンラインリアルタイム

オンラインリアルタイム

物流システムのご紹介◆６．付加価値の追求
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海外ー日本間ﾀﾞｲﾚｸﾄ出荷ｼｽﾃﾑフロー例

海外において国内同様の荷札を貼ることにより、日本国内への一貫輸送を実現します。

海外 国内

出荷情報

ﾃﾞｰﾀ送受信
Ｗｅｂｻｰﾊﾞ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

出荷確定情報 配送状況

荷物お問合せ

基幹ｼｽﾃﾑ

佐川急便
現地法人

佐川通関

佐川急便

生産工場

商
品
入
庫

お客様
出荷指示

出荷実績 お届け先様

◆６．付加価値の追求
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印刷・製本・メーリング加工作業からの一貫システム

Ｍ
Ａ
Ｃ
編
集

画
像
処
理

刷

版

印

刷

折
り
加
工

ラ
ッ
ピ
ン
グ

制
作
・
デ
ザ
イ
ン

制作～メーリング加工まで全ての工程が佐川印刷内で可能

【デジタル・プリプレス部門】 【メーリング】

ス
キ
ャ
ニ
ン
グ

打
ち
合
わ
せ

丁

合

デ
｜
タ
ベ
｜
ス
処
理

Ｉ
Ｊ
用
デ
｜
タ
変
換

宛
名
・
デ
｜
タ
印
字

顧
客
デ
｜
タ
受
け

【情報処理部門（ＳＰメディアテック）】

全
国
配
送
・
納
品

佐川急便

佐川印刷の
プロフィール

商号 佐川印刷株式会社

従業員数 約１０００名
年商 約５００億円
工場数 全国 ８工場
営業所 全国 ２０店
クリエイティブオフィス ３
関連会社 ４社

＜取扱品目＞
・出版グラビア印刷
・オフセット輪転印刷
・データフォーム印刷
・大規模製本加工
・大規模メーリング加工
・デジタルプリプレス
・超高速データ印刷
・データベース処理
・など

佐川急便では、グループ企業に＜佐川印刷＞という印刷会社があります。佐川印刷では、
印刷物の制作・デザインからメーリング加工までを一貫生産ラインで対応いたしますの
で、より安価により早く処理することができます。印刷・製本はもとより封入封緘作業
や宛名印字から各種データ印刷などの面倒な手配もすべてお任せ下さい。印刷から配送
までグループ内一貫システムで行うことにより、大きなメリットが発生いたします。

◆６．付加価値の追求

ＢｕｈｒｓＥｎｖｅｌｏｐｅｒＭＴＲＳｙｓｔｅｍ

平均７千セット／時×２

高速ラッピングマシーン（２ライン）
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◆ その他

～環 境

◆ その他

～環 境
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19971997年年
““COP3COP3””地球温暖化防止京都会議地球温暖化防止京都会議

『『佐川急便佐川急便
エコ・プロジェクト推進委員会エコ・プロジェクト推進委員会』』

環境活動方針環境活動方針
・アイドリング・ストップ（エコドライブ）・アイドリング・ストップ（エコドライブ）
・天然ガス自動車の大量導入（・天然ガス自動車の大量導入（１０９０台１０９０台））

＊＊ 2005年までに都内1,741台を天然ガス自動車に切り替え

・輸送の効率化・輸送の効率化
・静脈物流・静脈物流
・グリーン購入・グリーン購入
・社内外環境啓発・社内外環境啓発

SAGAWASAGAWA ＥＣＯＥＣＯ -- LogisticsLogistics

2,002年

【環 境】 物流事業者としての課題と活動方針

◆７．環 境
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ＣＯＣＯ２２削減量削減量･･････
年間約年間約53,00053,000ｔｔ--COCO22

（鉄道；約（鉄道；約49,00049,000ｔｔ --COCO22 ））
（海上；約（海上；約 4,0004,000ｔｔ --COCO22 ））

鉄道輸送＝年間約２４,０００台、
約１,４４０万個を鉄道輸送へ転換

（１２フィートコンテナに換算
月間６,０００コンテナ、約１２０万個）

海上輸送＝年間約５,０００台、約３６０万個
（月間４２０台、約３０万個）

海上輸送

鉄道コンテナ輸送

SAGAWA SAGAWA ＥＣＯＥＣＯ -- LogisticsLogistics

【環 境】 輸送の効率化 モーダルシフト

T2
50
-3

M
2
5
1
-
2

＊日本初の電車型貨物列車「スーパーレールカーゴ」を宅配便などの幹線輸送専用コンテナ列車として
東京ー大阪間を 平成１６年１月より運行予定。

◆７．環 境
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グリーン購入の推進

エコ･ユニフォームの採用

約58万本/年現素材の52％に再生素材使用

ペットボトル再生素材を使用

集中購買による環境に配慮した商品の選定・導入
⇒購買管理システム構築；社内Web商品カタログより購入

☆Web掲載事務用品アイテム中
約44％がグリーン購入適合商品

◆７．環 境
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・協定企業

ＩＢＭ
ジョンソン＆ジョンソン
ポラロイド社
ナイキ社
ラファージュ
コリンズ社

・協定企業・協定企業

ＩＢＭ
ジョンソン＆ジョンソン
ポラロイド社
ナイキ社
ラファージュ
コリンズ社

・今までの活動目標を上回る・今までの活動目標を上回る
目標の設定目標の設定

・ベースライン設定の為の・ベースライン設定の為の
第第33者機関による検証者機関による検証

・取り組みと活動成果の公表・取り組みと活動成果の公表

ＷＷＦ（世界自然保護基金）が、気候変動の主原因となっＷＷＦ（世界自然保護基金）が、気候変動の主原因となっ
ているＣＯているＣＯ２２の削減に積極的に取り組んでいる企業に対しの削減に積極的に取り組んでいる企業に対し
て協定を締結て協定を締結

☆☆日本企業として日本企業として 第一号第一号
☆☆物流業界として物流業界として 世界初世界初

活
動
内
容

活
動
内
容

京都議定書における京都議定書における
日本のＣＯ日本のＣＯ２２削減目標６％削減目標６％
に対し、一民間企業としてに対し、一民間企業として
挑戦。挑戦。

SAGAWA SAGAWA ＥＣＯＥＣＯ -- LogisticsLogistics

【環 境】 クライメート・セイバーズ

◆７．環 境
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URL  http://www.sagawa-exp.co.jp

有難うございました有難うございました

E-mail  h_kawai@sagawa-exp.co.jp
ロジスティクス戦略営業部 河合 均
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